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第1章

序論

1.1 はじめに

21世紀を迎え，世界が数秒間でつながる情報化社会となり，わが国にも情報が溢れかえっている．こう

した情報化社会における基盤を支え，経済の土台となるインフラ施設については，既に膨大なストックを

抱え，今後，如何に効率的に次世代へ引き継いでいくかが重要な論点となっている．さらに，わが国にお

いては，少子高齢化・予算の制約という問題が目前に立ちはだかり，前述のストックに対して，量のみな

らず質に関するマネジメントを行っていく必要に迫られている．言うまでもなく，経済活動の土台となる

社会資本であるインフラストラクチャーは，国民の資産（アセット）であり，このアセットに対して，効

率的な運用・管理を行うために，金融資産において発展してきた「アセットマネジメント」を取り入れよ

うとする動きが活発である．社会資本のアセットマネジメントについて考えてみると，顧客である国民か

ら預かった税金・料金などを投資し，その運用・管理を通して公共サービスを生み出し，国民に還元する

ことと理解される ．従って，我々は社会資本のアセットマネジメントにおいて，その運用・管理を効率的

に行い，質の高いサービスを提供するプロセスを構築することが重要である．

ここで，わが国の空港施策を念頭に空港におけるアセットマネジメントについて考えてみる．わが国に

おける３大空港事業については，東京国際空港の沖合展開事業，新東京国際空港の第二滑走路事業，関西

国際空港事業が該当するが，こうした事業が完成したとしても基礎需要に対応できない航空輸送の状況は，

先進国の空港施策としては失格とも言われている．そこで国内，国際線とも喫急の課題として容量拡張の

必要性が叫ばれている．アセットマネジメントの観点からすれば，このような容量拡張の必要性が空港維

持費の増大を引き起こすことは言うまでもない．特に空港の使用性と密接な関係にある空港舗装のアセッ

トマネジメントが重要な課題となっている．

空港舗装のアセットマネジメントにおいては，ライフサイクル費用の低減化が図れるような最適補修戦

略を策定することが重要である [1];[2]．特に，空港の使用性の観点から，施設を長時間にわたり閉鎖して大

規模補修を実施することは，多大な経済損失を招くため，空港コンクリート舗装の設計にあたっては，長期

間にわたって十分な耐久性を有するような舗装構造を確保しつつ，一方では，適切な維持管理を行い，設
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2 第 1章. 序論

計供用期間中の耐久性を確保することが求められる．その際，コンクリート舗装のアセットマネジメント

を実施する上で，コンクリート舗装の劣化モデルを作成し，ライフサイクル費用や補修需要を推計するこ

とが求められている [3]．また近年，サービス購入型のPFI(Private Finance Initiative)事業として空港エ

プロン地区の計画・施工・維持管理までを実施する事業等も開始され，PFI事業者が施設の計画・設計・

施工のみならず，維持管理までを実施するスキームが構築されている．こうしたPFI事業においては，事

業開始段階において事業契約期間にわたるリスクの把握と適切な維持管理計画が求められており，PFI事

業者はライフサイクルコストを踏まえた事業評価が求められる．エプロン地区における空港舗装の維持補

修手法としては，PRI (Pavement Rehabilitation Index)を管理指標として，熟練した点検者による目視点

検により劣化状況を確認後，状況に合わせた補修対策を実施しているのが現状である．この指標は，補修

の要否を判断する目安として使用されているが，これまでは事後保全的な補修工事のために使用されてき

ている．しかしながら近年，LCCの観点から予防保全による維持管理手法が望まれており，空港舗装の劣

化・損傷状態を適切に評価する手法の開発が望まれている．

一方，空港コンクリート舗装の設計に関しては，空港の使用性・安全性・施工の確実性に加え，上記の維

持補修に関する補修の容易性を考慮して，舗装種別を選定する．空港コンクリート舗装の設計基準として

一般に準拠されている「空港舗装構造設計要領」[4]によれば，設計年数１０年を想定し，設計年数内は航

空機需要大きな変動はないとして空港コンクリート舗装を設計してきたが，近年の目まぐるしい航空需要

の増加により，信頼性設計を取り入れた疲労度設計手法により，１０年以上の設計年数を想定して設計す

る事例が始まっている．また，我が国の狭隘な立地条件から，海上もしくは臨海地区に空港が建設される

ことも少なくない．このような空港においては，基礎地盤が軟弱であることが多く，圧密沈下による地盤

沈下，とりわけ不同沈下が空港コンクリート舗装の構造設計に大きな影響を及ぼしている．不同沈下と急

増する航空機需要により，空港コンクリート舗装に求められる要求水準は設計のみならず維持管理期間に

わたる適切な維持・補修手法にまで広がり，前述した予防保全的な維持管理手法とリンクした設計手法の

開発が必要である．通常，アセットマネジメントの実現のためには，分析に必要な基礎的データとそれら

に関連する情報の蓄積が不可欠であり，対象施設の諸元，過去の補修履歴，施設の健全度に関する点検結

果が経時的，体系的にデータベースとして整理されている必要がある．しかしながら，空港舗装のアセッ

トマネジメントについては，まさに発展途上にあり，現時点で体系的に整理されたデータベースを利用す

ることが極めて難しい．この事実と相反する課題として，最適補修戦略を策定する手法が火急に望まれて

いる現状がある．

本研究では，空港コンクリート舗装の劣化データが存在しない状況の下で，まず，力学的劣化モデル（以

下，１次モデルと呼ぶ）を用いてコンクリート舗装の劣化予測を試みる．１次モデルを用いた劣化予測に

は，地盤沈下過程や疲労破壊メカニズム等に不確実性が介在し，確定的な劣化予測を行うことが困難であ

る．そこで，土質条件を表すパラメータをランダムに変化させ，複数の地盤沈下シナリオを作成する．ま
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た，航空機走行経路の確率分布を考慮し，コンクリート舗装の疲労破壊過程に関するサンプルパスを発生さ

せる．この疲労破壊過程に関するサンプルパスを用いて，コンクリート舗装に発生する主たる損傷状態の

一つであるひび割れ現象に着目し，経年的なひび割れ発生ポテンシャルを予測することが可能である．次

に，コンクリート舗装の耐久性に大きな影響を及ぼす地盤沈下過程について，１次モデルの沈下サンプル

パスの荷重和で表現した混合地盤沈下モデルを作成する．空港供用開始後は，継続的なモニタリングを行

いながら，推計精度の向上を図れるようなベイズ更新モデルを作成する．

空港コンクリート舗装のアセットマネジメントを行うためには，この混合地盤沈下モデルを内包したコ

ンクリート舗装劣化モデルを作成する必要がある．しかしながら，地盤沈下過程は空港建設後の経過時間

に依存するため，コンクリート舗装劣化モデルを定常的な斉次マルコフモデルで表現することは不可能で

ある．つまり，空港コンクリート舗装のアセットマネジメントを評価する場合，上記の地盤沈下過程が不

確実であり，不同沈下過程により舗装劣化過程を表すマルコフ推移確率が変化する．そこで，地盤沈下リ

スク，コンクリート舗装の疲労破壊リスクという複数のリスクを同時に考慮したような非斉次マルコフ決

定モデルを提案する（以下，２次モデルと呼ぶ）．さらには空港供用開始後の地盤沈下量やコンクリート舗

装の損傷に関する継続的なモニタリング情報に基づいて，２次モデルを逐次ベイズ更新するというハイブ

リッド型コンクリート舗装劣化モデルを提案する．本研究ではさらに，PFI事業による空港施設のアセッ

トマネジメントを想定して，上記複数リスクを考慮した非斉次マルコフ連鎖モデルを用いて空港舗装のア

セットマネジメントにおけるライフサイクル費用の低減化を図った最適補修戦略を決定する方法論を提案

する．

1.2 本研究の基本的立場

（１）従来の研究概要

空港コンクリート舗装のマネジメントに関しては，米国において実績があり，オクラホマ空港における

空港舗装を対象とした舗装マネジメントシステム [5]やFAA(Federal Aviation Administration)が提案して

いる舗装マネジメントシステム [6]等の事例が存在する．両事例とも，経年的に蓄積された十分な空港舗装

の劣化データを用いて，最小２乗法を用いてコンクリート舗装の供用性曲線を推計している．しかし，劣

化過程に多大な不確実性が介在し，劣化曲線の推計精度は必ずしも良好ではない．劣化過程の不確実性を

考慮した統計的劣化モデルとして，マルコフ連鎖モデルが提案されている [7]Ä [13]．マルコフ連鎖モデルで

は，対象とする施設の健全度を，複数の離散的なレーティング指標で表現し，健全度間の遷移状態をマル

コフ推移確率で表現する．これらの統計的劣化モデルは，現実に生じた劣化現象に基づいてモデル化する

ため，劣化現象に関わる情報が蓄積されれば，平均的な劣化過程に関して信頼性の高い予測が可能となる．

しかし，統計的劣化モデルは，モデルを推計するために対象とする施設の劣化過程に関するデータの蓄積



4 第 1章. 序論

が必要となる．

一方，力学的劣化モデルは，劣化過程を物理・化学モデルにより記述する方法である [14]Ä [19]．空港コ

ンクリート舗装に関しては，疲労度設計法を用いた信頼性設計法により，コンクリート版の疲労破壊のメ

カニズムを分析し，コンクリート版の寿命を想定する方法が提案されている [20]Ä [23]．近年，建設が増加

している臨海部空港においては，地盤の不同沈下がコンクリート舗装の劣化に多大な影響を及ぼすことが

知られている．このため，本研究では空港地盤の沈下過程を１次元圧密モデルで表現するとともに，疲労

度設計法を用いた信頼性設計法により，空港舗装の劣化過程を予測する方法を採用する [24];[25]．しかし，

土質条件の不確実性が介在するため，地盤沈下過程を確定的に予測することは極めて困難である．コンク

リート舗装の疲労破壊過程にも不確実性が介在する．さらに，現場における初期施工状態のちらばりや材

料物性値の持つばらつき等，力学的劣化モデルで記述できない要因や，モデルの信頼性等による不確実性

も介在する可能性も無視できない．

力学的劣化モデルは，理論的仮説や実験結果等に基づいて，劣化現象を記述するため，劣化に関するデー

タが現実に存在しなくても劣化過程を予測することが可能である．さらに，モデルの理論的前提が成立す

る範囲の中では，信頼性の高い劣化予測結果が得られる．しかし，現実には力学的劣化モデルには，上述

したように多くの不確実性が介在するため，現実に生起した劣化状態が，力学的劣化モデルにより推定さ

れた設計値と一致する保証はない．本研究では，力学的劣化モデルに介在する不確実性に対処するために，

以下のような方法論を採用する．まず，土質パラメータをランダムに与えることにより，空港地盤の沈下

過程に関するサンプルパスを発生させる．その上で，疲労度解析により，各サンプルパスに対して空港舗

装の劣化過程を予測する．以上の方法で，コンクリート舗装の劣化過程に関する数多くのサンプルパスを

獲得できる．その上で，サンプルパスの背後にある統計的な規則性を，統計的劣化モデルを用いて表現す

る．つぎに，空港供用後の期間に着目するとともに，空港コンクリート舗装の維持・管理過程で得られた

点検情報に基づいて，統計的劣化モデルをベイズ学習させるという方法論を提案する．このように，本研

究で提案する劣化モデルは，力学的劣化モデルと統計的劣化モデルを合成したハイブリッド型モデルであ

る．本研究では，空港地盤の沈下予測モデルを部分モデルとして内包したような空港コンクリート舗装の

ハイブリッド型劣化予測モデルを提案するところに本研究の特色がある．

（２）空港舗装のリスクマネジメント

本研究では，PFI事業権契約による空港コンクリート舗装マネジメント問題をとりあげる．このような

空港舗装マネジメントでは，ライフサイクル費用リスクの管理が重要な課題となる．臨海部空港等，軟弱

地盤上に建設された空港施設では，空港供用開始直後の期間では，地盤沈下リスクが大きく，ライフサイク

ル費用に及ぼす影響が大きい．しかし，時間の経過とともに，地盤沈下過程は次第に安定化してくる．一

方で，コンクリート版に繰り返し荷重が作用し，コンクリート版の疲労破壊のリスクが大きくなる．この
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注）設計段階で予測した大規模補修需要（補修が必要となる舗
装版数）と供用開始後にベイズ予測した補修重要の確率分布を
示している．モニタリング情報を用いることにより，舗装劣化
予測リスクが軽減される．

図-1.1 舗装劣化予測リスク

ように，空港供用後，時間の経過に伴って，コンクリート舗装の管理条件が時間と供に変化する．PFI事

業権契約においては，契約終了時点において，空港コンクリート舗装の健全度が，性能基準を上回ること

が義務づけられている．したがって，ライフサイクル費用リスクを管理する上で，大規模補修が必要とな

る舗装面積（コンクリート舗装版数）を予測することが重要な課題となる．

いま，事業期間を設計段階，運用段階という２つの期間に分類しよう．設計段階では，地盤沈下過程や

舗装劣化過程に関する実績データが存在しない．このため力学的モデルを用いて，地盤沈下・舗装劣化過

程の将来予測を行うことが必要となる．その際，地盤条件や舗装の疲労破壊に関する不確実性を考慮して，

ある一定の安全率を見込んで舗装構造を設計することになる．図-1.1には，計画期間内の目標時点におい

て大規模補修が必要となる舗装版数の確率分布を設計段階の情報を用いて予測した結果を示している．一

方，空港供用後には，地盤沈下量，舗装劣化過程に関するモニタリング情報が蓄積される．このようなモニ

タリング情報を用いることにより，地盤沈下過程，舗装劣化過程に関する予測精度を向上できる．図-1.1

には，空港供用後一定の期間を経た時点で目標時点において大規模補修が必要となる舗装版数をベイズ予

測した結果を示している．同図の２つのグラフは同一の目標時点における補修需要分布を表しているがベ

イズ予測の結果では，補修需要の分散が小さくなっており，予測精度が向上したことが理解できる．さら

に，同図では，ベイズ予測された補修需要の期待値が，設計段階における期待値よりも上回っており，ラ

イフサイクル費用が当初の計画より増加することが見込まれる．このように設計段階における予測結果に

システム的な予測誤差が存在する場合，ベイズ予測の結果に基づいて，将来の補修予算計画を修正するこ

とが必要となる．
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1.3 ハイブリッド予測モデル

ハイブリッド劣化モデルは，力学的劣化モデルと統計的劣化モデルを合成した構造を有している．図-1.2

は，力学的劣化モデル，確率的劣化モデルを用いた劣化予測の方法と，ハイブリッド劣化モデルを用いた

予測方法の相違点を模式的に示している．同図の左側は，従来の劣化予測の考え方を示している．図の上

半分には力学的劣化モデルを用いた場合，下半分には統計的劣化モデルを用いた予測方法が示されている．

両者の方法は，互いに独立であり，それぞれ別々の方法論に基づいて劣化予測が行われる．力学的劣化モ

デルを用いた場合，劣化情報が存在しなくても，劣化予測を行うことが可能である．時間の経過とともに

劣化過程に関する実測値が得られた場合，モデルの予測結果と実績値の間にかい離が生じた場合，逆解析

的手法等を用いて，力学的劣化モデルを修正することが必要となる．一方，統計的劣化モデルは，各施設

の固有の構造特性，環境条件や検査間隔の不均一性を考慮できるという利点がある．しかし，劣化情報が

存在しない場合，統計的劣化モデルを推計することは不可能である．空港コンクリート舗装のように，十

分な計測値の蓄積がない場合，統計的モデルによる劣化予測を行うためには，今後のデータの蓄積を待た

ざるを得ないという限界がある．

図-1.2の右側には，ハイブリッド劣化モデルを用いた劣化予測の方法を模式化している．ハイブリッド

劣化モデルでは，力学的劣化モデルによる予測結果を初期情報として位置づける．さらに，力学的劣化モ

デルによる予測結果を用いて，統計的劣化モデルを作成する．その際，力学的モデルの計算結果において，

支配的な役割を演じているパラメータや説明変数をとりあげ，これらの変数やパラメータを説明変数とす

るような統計的劣化モデルを作成する．このような方法論を採用することにより，初期時点において実績

データがない場合においても，不確実性を考慮した劣化予測が可能となる．また，継続的なモニタリング

により獲得した計測データを活用して，逐次ベイズ更新を行うことにより，劣化モデルの信頼性を向上さ

せることが可能である．その一方で，ハイブリッド劣化モデルを用いて劣化予測を行った結果，劣化予測の

結果と実績値の間に無視できないかい離が存在する場合，統計的劣化モデルをベイズ更新し，ハイブリッ

ド劣化モデルの信頼性の向上にフィードバックすることが重要となる．あわせて，力学的劣化モデルの予

測精度の改善に努力することが必要となる．

本研究で提案するハイブリッド劣化モデルは，力学的理論に基づいて，劣化過程のサンプルデータを発

生する１次モデル，２）１次モデルで生成したサンプルデータの統計的規則性を表現した２次モデルによ

り構成される．さらに，運用段階において，３）空港供用後に観測されたモニタリング情報を用いて，２

次モデルをベイズ学習する３次モデルにより構成されている．

１次モデルは，１）地盤の不同沈下過程を予測する確率的１次元圧密モデル，２）コンクリート版内に

発生する応力状態を解析する２次元有限要素法モデル，３）コンクリートの破壊確率曲線からコンクリー

ト版の累積疲労度を算定する疲労破壊モデルという３つのサブモデルで構成されている．しかし，１次モ



1.3. ハイブリッド予測モデル 7

物理モデル

1次モデル

ハイブリッド
(ベイズ更新)

3次モデル

計測データ
統計的劣化
モデル

2次モデル

統
計
的
手
法

物
理
的
手
法

1次モデルの信頼性

2次モデルの信頼性

τ0

1次モデルの特性を
考慮した2次モデル

t

物理モデル

1次モデル

逆解析的・
確定論的手法

1次モデルの更新

計測データ

統計的劣化
モデル

2次モデル

確率論的手法
(ベイズ更新)

2次モデルの更新

統
計
的
手
法

物
理
的
手
法

図-1.2 ハイブリッド劣化モデルの特性

デルを用いてライフサイクル費用評価を実施する場合，１）モデルの操作性に問題があり，膨大な計算時

間が必要となる．２）シミュレーションで得られた膨大な分析結果に対して統計的処理を行うことが必要

となるという課題が発生する．さらに，３）破壊確率曲線は，疲労破壊試験で得られた限られた実験サン

プルを用いて統計的に推定された曲線であり，理論的基盤を持つ力学的モデルとは言いがたい．このよう

に１次モデルは，分析精度が異なるサブシステムを連結したものであり，１次モデルの予測結果には多く

の不確実性が介在する．本研究では，１次モデルに介在する不確実性の内，土質条件の不確実性に関して

は，土質条件をランダムに変化させた１次元圧密モデルを用いて，多数の地盤沈下シナリオを発生させる．

さらに，コンクリート版の疲労破壊に関する不確実性に関しては，航空機の走行時のばらつきを確率的に

表現し，コンクリート版の疲労破壊に関するサンプルパスを作成する．その上で，１次モデルを用いて発

生した膨大な計算結果に含まれる統計的規則性を２次モデルを用いて表現する．

空港施設の運用段階では，コンクリート舗装の劣化特性を継続的に観測することにより，初期時点で実施

した劣化予測の誤差を評価することが重要となる．初期時点から，ある一定の期間が経過した時点で，予

測結果と実測値の間に誤差が生まれてきた場合を考えよう．この場合，継続的なモニタリングにより獲得

した実績データを活用して，その時点以降における劣化予測の信頼性を向上させることが必要となる．実

測データに基づいて劣化モデルの信頼性を向上させる方法として，１）１次モデルを逆解析により修正す

る方法，２）２次モデルをベイズ更新する方法が考えられる．本研究でとりあげる１次モデル（力学的劣

化モデル）は，信頼性や精度が異なる多くのサブモデルにより構成されており，予測結果と実測値の間に

乖離が発生しても，その原因を確定的に特定化することは困難である．一方，２次モデルが統計的モデル

で表現されている場合，新しく獲得した実績データを用いて，容易にモデルをベイズ更新することが可能

である．本研究では，劣化予測結果の信頼性を向上するために，２次モデルをベイズ更新する方法論を提

案する．さらに，継続的なモニタリングを通じて，実績データが蓄積されれば，２次モデルの予測精度を
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向上させることが可能である．

1.4 ベイズ更新モデルの役割

２次モデルの信頼性問題は，統計的分析手法を用いて評価することが可能である．しかし，１次モデル

の信頼性に関しては，それを検証することは容易ではない．もちろん，設計時点において，信頼性設計の

方法論に関する論理的，精度的整合性の検討や室内実験・現場での試験施工を通じて，力学的モデルの妥

当性を検討することは可能である．しかし，このような方法で，コンクリート舗装の劣化過程に介在する

すべての不確実性を検討することは，実際上不可能であると言わざるを得ない．

空港舗装のアセットマネジメントの実践の中で，コンクリート舗装の劣化特性を継続的に観測すること

により，初期時点で実施した劣化予測結果の誤差を評価することが重要となる．初期時点から，ある一定

の期間が経過した時点で，予測結果と実測値の間に誤差が生まれてきた場合を考えよう．この場合，継続

的なモニタリングにより獲得した実績データを活用して，その時点以降における劣化予測の信頼性を向上

させることが必要となる．実測データに基づいて劣化モデルの信頼性を向上させる方法として，１）１次

モデルを補正する方法，２）２次モデルをベイズ更新する方法が考えられる．本研究の対象とする空港コ

ンクリート舗装の力学的劣化モデルは，信頼性が異なる多くのサブモデルにより構成されており，予測誤

差が発生した原因を特定化することは困難である．一方，２次モデルが統計モデルで表現されている場合，

新しく獲得した実績データを用いて，容易に２次モデルをベイズ更新することが可能である．本研究では，

劣化予測結果の信頼性を向上するために，２次モデルをベイズ更新する方法論を提案する．さらに，継続

的なモニタリングを通じて，実績データが蓄積されれば，２次モデルの予測精度を向上させることが可能

である．

２次モデルをベイズ更新したとしても，それで１次モデルの信頼性問題が解消したわけではないことに

留意する必要がある．１次モデルの効用は，劣化現象を力学的モデルとして表現できる点にある．劣化予

測結果に誤差が発生した場合，それが設計段階に想定していた範囲の中にある誤差であるかどうかを評価

することが重要な課題となる．２次モデルを用いて統計的信頼性を分析することにより，ハイブリッド劣

化モデルの予測誤差が，１次モデルが生成したサンプルデータにより想定される予測誤差の範囲の中に納

まるかどうかを検討することが可能となる．さらに，実績値を用いた２次モデルのベイズ更新が，１次モ

デルの信頼性を前提とした２次モデルの予測精度の向上をめざしているのかを検討しておくことが必要で

ある．もちろん，このような統計的信頼性の検討を行っても，それにより１次モデルの信頼性を確認され

たわけではないことに留意すべきである．せいぜいのところ「１次モデルを用いても，劣化現象を近似的

に表現できている」という判断情報を獲得したにすぎない．劣化過程の実績が，当初想定した誤差の範囲

を逸脱していると判断される場合には，１次モデルの信頼性を疑うべきであり，力学モデルの再検討が必

要となることは言うまでもない．
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1.5 ハイブリッド予測モデルを用いた最適補修戦略

空港舗装のアセットマネジメントにおいては，ライフサイクル費用の低減化 [1];[2]が図れるような最適補

修戦略を策定することが重要である．特に，空港の使用性の観点から，施設を長時間にわたり閉鎖して大

規模補修を実施することは，多大な経済損失を招くことになる．このため，空港コンクリート舗装の設計

にあたっては，長期間にわたって十分な耐久性を有するような舗装構造を確保することが求められる．一

方で，適切な維持管理を行い，設計供用期間中の耐久性を確保することが要請される．このため，コンク

リート舗装のアセットマネジメントを実施する上で，コンクリート舗装の劣化モデルを作成し，ライフサ

イクル費用や補修需要を推計することが求められている．本研究で取り上げるPFI事業における空港舗装

マネジメントにおいては，契約期間末において空港コンクリート舗装が満足すべき性能が規定されている．

さらに，契約期間を通じた大規模補修予算が契約により規定されており，事業者は補修予算の中で性能規

定を満足するように空港舗装コンクリートを維持管理することが求められる．このため，事業計画段階か

らLCCを考慮した維持補修戦略を想定する必要がある．このようなPFI事業で代表される性能規定型維持

補修契約においては，コンクリート舗装が事業契約期間にわたり，常に所与の性能規定を満足するように，

維持補修を実施することが義務付けられている．また，施設の閉鎖を伴う大規模補修範囲についても事業

契約により規定されており，コンクリート舗装の損傷が大きければ，大規模補修を実施することとなる．し

かしながら，事業契約期間全体を通じて，大規模補修費の総額が規定されており，維持管理者は想定した

以外の大規模補修費についてのリスクを負わなければならない．ただし，こうしたリスクは単に，事業者

のみのリスクに留まる問題ではなく，空港という重要公共機関を所有する所有者の社会的責任にも波及す

るものである．従って，事業者は常に性能規定を満足する確率を最大にするように努力しなければならな

い．本研究で提案するハイブリッドコンクリート舗装劣化モデルは，地盤沈下リスク，コンクリート舗装

の疲労破壊リスクという複数のリスクを同時に考慮した劣化予測モデルである．つまり，コンクリート舗

装の劣化過程を空港地盤の不同沈下過程に依存した非斉次マルコフ連鎖モデルで表現する．その上で，事

業者が常にこの二つのリスクと向き合いながら，ライフサイクル費用を最小にするような補修政策を決定

できるような非斉次マルコフ決定モデルを提案する．

1.6 本論文の構成

本論文の構成は，以下に示すとおりである．

２章において，力学的劣化モデルによる空港コンクリート舗装の劣化事象を推計する．この力学的劣化

モデルを本研究においては，１次モデルと呼ぶこととする．１次モデルにおいては，地盤物性の不確実性，

コンクリート疲労強度の不確実性，さらには，航空機の走行路の不確実性が問題となる．これらの不確実

性を考慮し，マクロ的な観点から，力学的劣化モデルによる劣化予測を維持管理戦略へ適用する手法を提
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案する．

３章では，２章で提案した力学的劣化モデルで生成した地盤サンプルパスに基づいて，空港建設後に計測

される地盤沈下量の実測値をサンプルパスの荷重和で表現した混合地盤沈下モデルを作成する．さらに，運

用後の継続的なモニタリングを通じて，逐次ベイズ更新することにより地盤沈下の推計精度の向上を図る．

４章では，３章で提案した混合地盤沈下モデルを内包したハイブリッド型コンクリート舗装劣化モデル

を提案する．ここでいうハイブリッドモデルとは確定論的手法である物理モデル（１次モデル）と確率論的

手法である統計的劣化モデル（２次モデル）を統合したモデルであり，１次モデルを初期値とし，１次モ

デルに内在する様々な不確実性を統計的規則性により表現したモデルとなっており，空港供用開始後は混

合地盤沈下モデル同様，継続的なモニタリングを通じて，逐次ベイズ更新することにより精度を向上させ

る．ここで，地盤沈下とりわけ地盤の不同沈下はコンクリート舗装の疲労耐久性に大きな影響があり，し

かも空港建設後の経過時間に依存している．このためハイブリッド型コンクリート舗装劣化モデルは，通

常の斉次マルコフ連鎖モデルにより表現することは不可能である．そこで，地盤沈下リスク，コンクリー

ト舗装版の疲労破壊リスクを考慮した非斉次マルコフ連鎖モデルにより表現する．

５章では，４章で提案した非斉次ハイブリッド予測モデルを用い，ライフサイクルコストを最小にする

ような最適補修政策モデルを提案する．空港供用開始時点から，この最適補修政策モデルを用いて，空港

舗装の最適補修計画を作成することとなる．

最後に，６章において，本研究の知見を整理するとともに，本研究で残された課題をまとめる．
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第2章

力学的劣化モデル（1次モデル）

2.1 はじめに

本章においては，空港コンクリート舗装の劣化データが存在しない状況の下で，力学的劣化モデルを用

いてコンクリート舗装の劣化予測を行う手法について記述する．本研究においては，力学的劣化モデルを

後に述べる統計的劣化モデルおよびハイブリッド劣化モデルに対し，初期時点における劣化モデルである

ことから１次モデルと呼ぶことにする．

力学的劣化モデルは，劣化過程を物理・化学モデルにより記述する方法である．空港コンクリート舗装に

関しては，疲労度設計法を用いた信頼性設計によって劣化過程を記述する方法が提案されている．力学的

劣化モデルは，理論的仮説や実験結果等に基づいて，劣化現象を記述するため，劣化に関するデータが現

実に存在しなくても劣化過程を記述することが可能である．さらに，モデルの理論的前提が成立する範囲

の中では，信頼性の高い劣化予測結果が得られる．しかし，現実には力学的劣化モデルで用いられるパラ

メータの不確実性が介在する場合が少なくない．さらに，現場における初期施工状態のちらばりや材料物

性値の持つばらつき等，力学的劣化モデルで記述できない要因や，力学的モデルの信頼性等による不確実

性も介在する．このため，現実に生起した劣化状態が，物理モデルにより推定された設計値と一致する保

証はない．つまり，力学的劣化モデルの信頼性問題が存在している．本研究で対象とする空港コンクリート

舗装は，近年増加している海上もしくは臨海部における無筋コンクリート舗装であり，その立地条件から

地盤の不同沈下を想定している．つまり，力学的劣化モデルにおいて，地盤物性の不確実性が存在し，上

記１次モデルの信頼性問題が生じることとなる．

以下，2.2では本章の基本的な考え方を整理し，従来の研究概要および空港コンクリート舗装における

信頼性設計の概略を述べる．2.3では，力学的劣化モデルを構成する３つのサブモデルについて説明し，疲

労度設計を用いた信頼性設計から空港コンクリートの累積疲労度算定過程を示す．2.4では，適用事例と

して実際の臨海部空港をモデルとした力学的劣化予測結果を示し，構造的劣化・損傷状態であるひび割れ

事象に着目し，経時的なひび割れ発生ポテンシャルを示した設計パフォーマンスカーブを算出する．また，

この設計パフォーマンスカーブから，将来の維持管理戦略への適用性について考察を加える．
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2.2 本章の基本的な考え方

2.2.1 従来の研究概要

わが国では人工島や埋め立て地に空港が建設される場合が少なくない．通常，地盤の不同沈下が生じる

ような立地に空港を建設することは望ましくないと考えられるが，わが国の狭隘な地理的条件や騒音に関

する環境条件等から，このような臨海部，あるいは埋め立て人工島に空港建設が実施されているのが実情

である．このため，わが国における空港コンクリート舗装の設計・維持管理手法に関しては，地盤の不同

沈下に対して多大な注意が払われて来たという経緯があり，コンクリート舗装のジャッキアップシステム

[1]などの革新的な技術が取り入れられてきたことは海外においても類を見ない．こうした状況を踏まえて，

空港コンクリート舗装の経緯について以下に紹介する．

わが国における空港コンクリート舗装設計に関しては古くはWestergaardによる応力・ひずみ式がその

根底に存在しており，一般的な空港コンクリート舗装の設計は「空港舗装構造設計要領　 (財）港湾空港建

設技術サービスセンター　平成 11年 4月」[2]に従い，「合理的・経済的な舗装構造となるように設計が行わ

れている」のが現状である．この設計手法においては，設計年数として将来の交通量を推定する対象期間

を定義し，経験的に 10年間を想定している．言い換えれば，これまでの各地の空港において，10年間はコ

ンクリート舗装に作用する外的要因に大きな変更はなく，力学的なモデルにより設計された構造が十分に

使用性・供用性・耐久性を満足するという思想に立っていると考えられる．また実証的にも上記設計手法

において設計された空港コンクリート舗装が十分な耐久性を有していることが確認されている．

これに対し，道路コンクリート舗装については「舗装設計便覧　 (社)日本道路協会　平成18年 2月」[3]

において，経験にもとづく設計方法と理論的設計方法とについて記述されており，設計年数を 20年と一般

的に想定しているが，理論的設計法においては構造的なひびわれによるコンクリート舗装の損傷状態を想

定し，信頼性を考慮した設計手法が提案されている．また設計年数についても，任意に設定することがで

きると記述されている．こうした信頼性設計では疲労破壊輪数や舗装計画交通量に対して信頼度に応じた

係数を適用する方法，地盤・材料などに信頼度に応じた係数を適用する方法が一般的である (「舗装設計施

工指針　 (社)日本道路協会　平成 18年 2月」[4])．ここで，信頼性設計における信頼度とは，舗装が設定

された設計期間を通して破壊しない確からしさの確率と考えることができ，一方舗装の破壊とは，性能規

定で評価されうる舗装の性能指標が設計で設定された値を下回ることを示している．つまり，道路コンク

リート舗装における信頼性設計では設計に用いる設計値や将来予測に対するリスクを考慮して設計を行う

手法が導入されている．しかしながらこうした信頼性設計も万全ではない．なぜならば確定論的な設計手

法の中に不確実性を表現する信頼度が導入されており，コンクリートの実曲げ強度，路盤の強度，また施

工による品質の変動，さらには将来予測に対するリスクとしての交通量の増減，気象の変動などの不確実

性を確定論的な設計手法の中に内在する手法となっているからである．
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こうした流れを受けて，空港コンクリート舗装の設計とりわけ地盤の不同沈下を対象とする空港コンク

リート舗装においては道路コンクリート舗装の信頼性設計を取り入れ，疲労耐久性を評価する設計手法を

導入する動きが近年盛んになってきた．以降，空港コンクリート舗装の疲労耐久性を評価する信頼性設計

手法を疲労度設計手法と呼ぶこととする．しかしながら，疲労度設計法をコンクリート舗装の版厚設計へ

利用してきた経緯はこれまでにいくつかの空港において認められるがコンクリート舗装の劣化事象を予測

し，維持管理戦略へ適用した事例は筆者の知る限りない．また，現実の劣化過程のデータと照らし合わせ

るほど，上記設計事例の年数が経過していないのが現状である．

一方，空港コンクリート舗装の維持管理手法に関しても，いくつかの研究事例がある．わが国において

は，八谷が空港舗装のサービス水準を維持するために，いつ，どのような維持・補修策を取るべきかといっ

たテーマを舗装マネジメントシステム（PMS）の一部として捕え，空港コンクリート舗装のマネジメント

システムの構築について述べている [5]．ここで重要であるのは，八谷が言うように航空機の使用を想定し

た空港舗装は，非常に高いサービス水準を維持することが要求されているばかりではなく，近年開発が進

む超大型旅客機の新規乗り入れに対しても，舗装の健全度の評価と補修方法の選定を明確にする必要があ

る点である．従来の空港コンクリート舗装は，一般的に舗装の設計年数を 10年と設定して，その期間中の

大規模な補修は考慮していない．しかしながら，耐用年数の増加，超大型旅客機の新規導入など，多様化す

る外部条件に対して，空港コンクリート舗装の健全度とリスクを特定する必要性は益々増加している．　

図-2.1に，八谷によって紹介されているPMSの概念図および維持・管理のプロセスを示す．

図-2.1で示されるPMSにおいて主要な部分を占めるのは，計画・設計，評価，建設ならびに維持・補修

システムであると考えられる．これらは以下の３つのサブシステムにより構成されている．すなわち，１）

計画・設計システム，２）評価システム，３）建設ならびに維持・補修システムである．現状においては，

25年ほど前から定期点検を主とした運用がなされており舗装の表面性状に関するデータの蓄積が実施され

ている．

これに対し米国においては，FAA（Federal Aviation Administration：米国連邦航空局）が，Advisory

Circular 150/5380-7[6]において空港舗装に関するマネジメントシステムを定義している．彼らは，舗装の

維持管理に関する費用対効果を有する「舗装管理システム」の理論と実践の構築を目的としており，１）導

入システムの理論 (Advisory Circular)，２）導入システムの実践 (Micro-PAVER)という二つの柱によっ

てマネジメントシステムを構築している．

米国における維持管理システムの背景には，歴史的に空港に携わる関連機関において蓄積されたデータ

から，経験に基づいて維持管理を行ってきた経緯がある．従って，必ずしも維持管理資金を効果的に用い

てきたとはいえず，その評価方法或いは代替計画に関しても深く議論されてきていなかったことがあげら

れている．つまり，どの関連機関も場当たり的な方法で空港の維持・補修を行ってきたために，舗装の維

持・補修に関する考え方をいくつかの指標を用いて評価し，代替案，維持管理計画などを作成する必要が
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図-2.1 PMSの概念図および維持・管理のプロセス[5]

あったと述べられている．また，こうした指標をライフサイクルコストにのせ，費用対効果があるのかど

うかを確認する必要があるとも述べられており，わが国の現時点でのマネジメントシステムも同様の問題

点を抱えていることが分かる．さらには，評価から維持・補修にいたるアプローチが採られたとしても，い

つ，どのタイミングで維持・補修を実施することが望ましいか，そしてその結果どうなるのかを予測する

必要があることが強調されており，まさに劣化予測を行うことによって，マクロ的およびミクロ的視点か

ら空港コンクリート舗装のマネジメントを行うという方針に立っているといえよう．

以上の議論を踏まえ，FAAにおいては新システム（Micro-PAVER）を構築し，実際に運用を開始して

いる．以下に，Micro-PAVERの概要について述べる．

Micro-PAVERは，FAAと契約を結んだU.S Army Construction Engineering Research Laboratoryに

より作成された舗装維持管理システムであり，米国の空港舗装の評価指標であるPCI (Pavement Condition

Index)を用いて現在の舗装状態を評価し，将来の舗装の状態を予測するシステムである．このMicro-PAVER

ソフトウェアはすでに市販されており，米国を中心に数多くの実績を持っている [7]．このシステムの最大

の特徴は，現在の舗装状態の評価とその継時変化を予測できるシステムであるという点であり，舗装の劣

化を予測することで，幾つかの代替案に対するライフサイクルコストを解析し，最適な案を決定すること

が可能となっている．図-2.2に，舗装のライフサイクルに関する概念図を示す．
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図-2.2 舗装のライフサイクルに関する概念図（Micro-PAVER）[6]　

図-2.2によると，舗装の健全度を表す指標であるPCIが 95%から 55%へ低下する時期においては，舗装

は，ライフサイクルの 75％の余寿命を有しているが，さらに55%から15%へPCIが低下した場合，舗装

はライフサイクルの 12%の余寿命しか持たないことを示している．つまり，初期段階における品質（舗装

の健全度）の 40%の低下に対する補修費用を 1と仮定した場合，さらに品質が 40%低下した場合は，4倍の

補修費用がかかることを意味している．このことから，FAAにおける舗装マネジメントシステムにおいて

は，費用対効果を考察し，対策案が元の原因をターゲットとしているか，PCIを改善しているか否か，また

，提案に要した費用を回復できるか否かによって，維持管理方針を決定する方針としている．

2.2.2 力学的劣化モデルの構成

一般に，空港施設のアセットマネジメントにおいては，ライフサイクル費用（LCC）の低減化 [8];[9]が

図れるような最適補修戦略を策定することが重要である．特に，空港の使用性の観点から，施設を長時間

にわたり閉鎖して大規模補修を実施することは多大な経済損失を招くため，空港コンクリート舗装の設計

にあたっては，長期間にわたって十分な耐久性を有するような舗装構造を確保しつつ，一方では，適切な

維持管理を行い，設計供用期間中の耐久性を確保することが求められる．その際，コンクリート舗装のア

セットマネジメントを実施する上で，コンクリート舗装の劣化モデルを作成し，ライフサイクル費用や補

修需要を推計することが求められている．維持管理に関しては，PRI (Pavement Rehabilitation Index)を

管理指標として，熟練した点検者による目視点検により劣化状況を確認後，状況に合わせた補修対策を実

施しているのが現状である．このため，LCC の観点から予防保全による維持管理手法が望まれている．

一方，空港コンクリート舗装の設計に関しては，荷重支持性能，走行安全性の確実な確保に加え，上記

の維持管理に関する補修の容易性を考慮して，舗装種別を選定する．近年増加している海上もしくは臨海

部における軟弱地盤上の空港においては，地盤の沈下，とりわけ不同沈下が構造的に問題となり，コンク
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[3]
で定められる基本断面の

照査に対しては目標サービス水準に余裕があっても減厚

は行わない．疲労度設計法で断面を設定する場合は，

サービス水準を満足する最小版厚を設定する．

図-2.3 力学的劣化モデルにおけるフロー図

リート舗装の構造設計に大きく影響を及ぼす恐れがある．ここで，舗装の要求性能のひとつである荷重支

持性能，とりわけ疲労耐久性については，これまでにいくつかの空港において，疲労度設計法を用いた版

厚の設計事例があるが，疲労度設計法を用いてコンクリート舗装の劣化事象を予測し，維持管理戦略へ適

用した事例は筆者の知る限りない．また，現実の劣化過程のデータと照らし合わせるほど，上記設計事例

の年数が経過していないのが現状である．

以上の問題意識の下に，本章においては空港コンクリート舗装の劣化・損傷データが存在しない状況の

下で，力学的劣化モデルを用いてコンクリート舗装の劣化予測を試みる．力学的劣化モデルは３つのサブ

モデルにより構成されている．本章においては，これら３つのサブモデル１）地盤の不等沈下過程を予測

する確率的一次元圧密モデル，２）コンクリート版内に発生する応力状態を把握する二次元有限要素モデ

ル，３）マイナー則に従いコンクリートの破壊曲線からコンクリート版の累積疲労度を算定する累積疲労

度算定モデルとクラック発生モデルについて記述するとともに，上記３つのサブモデルからコンクリート

舗装の経年的な劣化を予測し，維持管理手法への適用性について述べる．

2.3 力学的劣化モデル（１次モデル）

2.3.1 １次モデルの概要

舗装コンクリートの信頼性設計法 [5];[10]Ä [12]として，疲労破壊輪数や舗装計画交通量に対して信頼度

に応じた係数を適用する方法 [5];[10]，地盤・材料などに信頼度に応じた係数を適用する方法 [11];[12]が提
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案されている．信頼度は，舗装の性能指標が，性能規定として設定された値を下回らない確率として定義

できる．空港コンクリート舗装（NC舗装）の性能指標は，１）使用性，２）安全性，３）快適性，４）環

境に対する配慮等を念頭において定義される．空港の使用性・安全性については，円滑な航空機の移動が

可能であるとともに，疲労破壊抵抗性を有していることが求められる．一方，快適性・環境への配慮に関

しては，平坦性や振動・騒音の少ない舗装構造が求められる．すなわち，上記の使用性・安全性に着目すれ

ば，信頼性の考え方は，構造設計に適用できると考えられ，空港コンクリート舗装が十分な疲労耐久性を

有しているかによって，構造的な破壊に至るか否かを評価する．以下においては，空港コンクリート舗装

の疲労耐久性を評価する設計手法を疲労度設計手法と呼ぶこととする．図-2.3に疲労度設計手法のフロー

を示す．同図に示すように，本研究における力学的劣化モデルは３つのサブモデルにより構成されている．

本節においては，これら３つのサブモデル１）地盤の不等沈下過程を予測する確率的一次元圧密モデル，

２）コンクリート版内に発生する応力状態を把握する二次元有限要素モデル，３）マイナー則に従いコン

クリートの破壊曲線からコンクリート版の累積疲労度を算定する累積疲労度算定モデルとクラック発生モ

デルについて記述し，力学的劣化モデルから空港コンクリート舗装の劣化予測を行う過程について述べる．

2.3.2 地盤物性のばらつきを考慮した不同沈下シミュレーション

a) 地盤モデルの構成

一般に，空港コンクリート舗装の舗装種別としては，NC（無筋コンクリート）舗装，PC（プレストレ

ストコンクリート）舗装，CRC（連続鉄筋コンクリート）舗装，プレキャスト版（PC, PRC）舗装等があ

り，空港の使用性・安全性・経済性・施工性等の主要因から総合的な判断を行い，舗装種別が選定される

ことになる．本研究においては不同沈下が生じる地盤を対象とするため，特に舗装種別の選定に当たって

は，構造の安定性と勾配修正の容易性・確実性に留意する必要がある．つまり，コンクリート版を支持す

る路床・路盤に不同沈下が生じ，舗装表面の勾配が使用性を超過する恐れがあると同時に，路盤とコンク

リート版との間に空隙が生じ，沈下がない状態に比べ大きな応力が発生することにより版が破壊に至る可

能性がある．各舗装形式はそれぞれ特徴を有しているが，初期コスト，勾配修正の容易性・確実性，構造

安定性，実績等に着目し，比較検討を行い決定する．地盤の不同沈下をNC舗装の構造設計に考慮する場

合，特に地盤物性の不確実性に留意する必要がある．そこで，地盤の圧密現象による不同沈下量について，

土田・小野らによる地盤物性のばらつきを考慮したモンテカルロシミュレーションによって評価する [13]

（以下，土田モデルと称す）．土田モデルによる不同沈下シミュレーションは，軟弱地盤を埋立てた場合の

ように，圧密沈下が大きく，せん断による沈下を無視しうるような地盤を対象とした不同沈下予測モデル

である．本モデルの詳細については，参考文献 [13]に譲るが，ここではモンテカルロシミュレーションの

基本構成について簡単に説明する．

モデル地盤を平面的なメッシュに分割し，それぞれのメッシュごとに独立して沈下が生じると仮定する．
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図-2.4　地盤のモデル化

表-2.1 確率的１次元圧密モデルに用いる土質定数
圧密係数 cv 対数正規分布

圧縮指数 Cc 正規分布

圧密降伏応力 pc 正規分布

初期間隙比 e0 正規分布

また，深度方向における地盤条件の不均一性を考慮するために，鉛直方向に対して図-2.4に示したような

地盤メッシュ分割を設定する．その上で，地盤を３次元ブロックを用いてメッシュ分割するとともに，各

ブロックにおける土質定数が，ある確率分布に従って分布すると仮定する．その際，ブロック間の土質定

数の空間的相関を考慮する．各ブロックの土質定数を確率分布よりランダムにサンプリングする．その上

で，平面メッシュにおける地盤沈下量を１次元圧密理論を用いて予測する．沈下量計算においては，以下

の５つの仮定を設ける．すなわち，１）１次元圧密方程式を用い，圧密沈下は各平面メッシュごとに独立

に発生する．２）各３次元ブロックごとに載荷重とそれに対する沈下量を算定し，その重ね合わせにより

各平面メッシュの沈下量を求める．３）最終沈下量の計算に eÄ logp曲線を用いる．４）平面メッシュご

とに深さ方向に多層地盤となるが，圧密度の計算には換算層厚法を用いる．５）地中応力の計算には，地

盤を弾性体としてブシネスクの式を用いる．さらに，モンテカルロシミュレーションにより，対象地盤を

構成するブロック内の土質定数をランダムに変化させた計算ケースを設定し，対象地域全体の地盤沈下過

程に関するサンプルパスを多数発生する．表-2.1は，確率的１次元圧密モデルにおいて考慮する土質定数

と分布関数を示している．

一般的な土層モデルにおいては，地盤内の土質特性は水平方向，鉛直方向ともほぼ連続的に変化してい

ると考えられるが，海上空港などの埋立て地盤においては，埋立て土の土質物性のばらつきは少なくない．

このため，各平面メッシュの地盤沈下量の間に差異が生じることにより，地盤の不同沈下が発生する可能
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性が大きい．土田モデルでは，地盤の水平方向の相関性を，土質定数の空間的自己相関係数

úij = exp(Är2ij=b2) (2.3.1)

を用いて評価する．ただし，úij：メッシュi; j間の空間的自己相関係数，rij：メッシュi; j間の距離，b：相

関距離である．相関距離 bは，単位距離当たりの空間的自己相関性の強さを表すパラメータであり，bの値

が大きいほど広い範囲において空間的相関が大きいことを意味している．一方鉛直方向には代表地点で実

施したボーリング調査結果に基づいて土質定数を設定する．

鉛直方向の地表面からの深さに着目しよう．特に，同一の鉛直方向レベルに属する平面メッシュをとり

あげる．対象地盤の一定深度を構成するN個の平面メッシュi(i = 1;ÅÅÅ;N)の土質定数をXi(i = 1;ÅÅÅ; N)

で表すこととしよう．このとき，各ブロックの土質定数間の空間的相関構造を表す分散・共分散行列を

Cx =

0

B

B

B

B

B

B

@

V ar[X1] ÅÅÅ cov[X1; XN ]

cov[X2; X1] ÅÅÅ cov[X2; XN ]

Å Å
Å Å

cov[XN ; X1] ÅÅÅ V ar[XN ]

1

C

C

C

C

C

C

A

(2.3.2)

と定義する．この行列の各要素は空間的自己相関関数úijを用いれば

cov[Xi;Xj ] = õ
2úij (2.3.3)

と特定化できる．ただし，õ2 = V aR[Xi] (i = 1;ÅÅÅ;N)は，土質定数の分散を表す．分散・共分散行列

(2.3.2)は，正値対称行列であるため対角下半行列Cを用いてコレスキー分解

Cx = CC0 (2.3.4)

が可能である．ただし，記号 0は転置操作を表す．また，対角下半行列Cは

C =

0

B

B

B

B

B

B

@

C11 0

C12 C22

Å
Å

CN1 CN2 ÅÅÅ CNN

1

C

C

C

C

C

C

A

と表される [14]．ここで，各メッシュの土質定数をランダム発生させるためにn個の正規乱数a = (a1;ÅÅÅ; aN )0

を発生させよう．ただし，aiは平均 0，分散 1の正規分布N(0; 1)からサンプルした値である．さらに，各

メッシュにおける土質定数Xの期待値ベクトルをñx = (ñ
1
x;ÅÅÅ; ñNx )0と表そう．この時，正規乱数サンプ

ルaに対して土質定数サンプルベクトルXを

X = ñ+Ca

と表すことができる [13]．
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b) 地盤沈下サンプルパスの発生

１次元圧密理論を用いて，地盤沈下過程に関するサンプルパスを発生させよう．１次元圧密沈下モデル

の詳細に関しては，参考文献 [15]に譲ることとする．ここではその内容を簡単に紹介しておく．いま，荷

重が一定であると考え，Terzaghiの１次元線形弾性圧密理論を用いれば，１次元圧密方程式は

@u

@t
= cv

@2u

@z2
(2.3.5)

と表される．ただし，uは過剰間隙水圧，cvは圧密係数，zは垂直方向の座標軸（地表面において z = 0）で

ある．粘土層厚を ñHで表そう．境界条件

z = 0; t = tで，u = 0 (2.3.6a)

z = ñH; t = tで，
@u

@z
= 0 (2.3.6b)

と，初期条件

t = 0; z = zでu = pz (2.3.7)

の下で解く．ただし，pzは荷重条件である．この時，圧密方程式 (2.3.5)の解は

Uu =
1
X

n=0

(Ä1)n2
ãn

cos(ãnZ) exp(Äã2nTv) (2.3.8)

と表される．ただし，ãn = ô(2n+ 1)=2である．また，無次元量Uu; Z; Tvは，

Uu =
u

pz
; Z =

z
ñH
; Tv =

cv
ñH2
t (2.3.9)

と表される．ここで，圧密の進行度合いを表す圧密度を，

Uu =
s

sf
= 1Ä ñu

pz
(2.3.10)

と定義しよう．ただし，ñuは全層の平均過剰間隙水圧，sは地盤沈下量，sfは最終沈下量である．式 (2.3.8)

を用いて，平均過剰間隙水圧を求めれば，

Uu = 1Ä
1
X

n=0

2

ã2n
exp(Äã2nTv) (2.3.11)

と表すことができる．したがって，初期時刻 t0から時間 tが経過した時点の地盤沈下量は

s = sf

(

1Ä
1
X

n=0

2

ã2n
exp

í

Äã
2
ncv
ñH2
t

ì

)

(2.3.12)

と表せる．つぎに，eÄ logp法を用いて１次元圧密を表現すれば，１次元圧密での最終圧密沈下量 sfは

sf = H
Åe

1 + e0
(2.3.13)



24 第2章. 力学的劣化モデル（1次モデル）

表-2.2 試行回数が計算結果に及ぼす影響
試行回数 20回 50回

平均沈下量 (cm) 23.6 23.7
平均不同沈下率の期待値 0.16 0.16
最大不同沈下率の期待値 0.70 0.71

と表せる．ただし，Hは粘土層厚，e0は初期間隙比であり，間隙比の変化Åeは，Ccは圧縮指数，pcは圧密

降伏応力，Åpは初期間隙比に規定される eÄ logp曲線と載荷荷重によって求められる．eÄ logp曲線では，

造成等による載荷荷重の増加により，応力が圧密降伏応力を超過した塑性領域における圧密過程も考慮さ

れている．本研究では，eÄ logp曲線を解析的に取り扱うために奥村，土田による近似式 [14]を用いるが，

そこでは，e Ä logp曲線を１次式と放物線によって近似しており，近似式の中に圧密降伏応力をパラメー

ターとして用いている．一方，圧密度は圧密係数 cvに依存する．したがって，これらの土質定数を，表-2.1

に示すようにランダムに変化させることにより，種々の地盤沈下曲線を表現することが可能となる．

１次モデルでは，すべての３次元ブロックに対して，表-2.1に示す土質定数を，それぞれ同時にランダ

ム発生させる．このように，すべてのブロックに対して，モンテカルロシミュレーションにより土質定数

を発生させた結果を，以下では計算シナリオと呼ぶこととする．いま，計算シナリオを発生したとしよう．

その上で，各ブロックごとに，初期時点からの経過時間に対応する地盤沈下量を式 (2.3.12)を用いて算定

する．さらに，各平面メッシュに対して，それと対応する鉛直方向の地盤ブロックの沈下量を集計するこ

とにより，当該の平面メッシュの地盤沈下量を求めることができる．このようにして，計算シナリオのそ

れぞれに対して，各平面メッシュごとに，初期時点からの経過時間に対応した地盤沈下量を求めることが

できる．このような初期時点からの経過時間と沈下量との関係を，本研究では地盤沈下過程のサンプルパ

スと呼ぶ．したがって，計算シナリオのそれぞれに対して，すべての平面メッシュにおけるサンプルパス

を発生することが可能となる．また，表-2.2に，本研究においてサンプルパスの試行回数が計算結果に及

ぼす検討結果を示すが，試行回数 20回で十分な収束結果が得られている．

c) 三次元圧密によるメッシュ間の相互作用の影響

本研究における沈下シミュレーションにおいては，沈下の影響係数 I0,I1,I2を導入し３次元圧密による

メッシュ間の相互作用の影響を算定している．いま，図-2.5に示す地盤モデルにおける隣り合う３つの平

面メッシュiÄ 1; i; i+ 1を考える．各メッシュ間の距離Bは一定である．このとき平面メッシュiÄ 1直下

の深度Dにおける層が s(iÄ 1; D)だけ沈下した場合のメッシュiÄ 1; i; i+ 1の各地点における地表面沈下

量をそれぞれ s(iÄ 1; 0); s(i; 0); s(i+ 1; 0)とした場合，沈下の影響係数を式（2.3.14）により定義する.

I(iÄ 1) = s(iÄ 1; 0)=s(iÄ 1; D)0

I(i) = s(i; 0)=s(iÄ 1; D)0
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i(IX,IY)

D

s(ix,iy,iz)

図-2.5 沈下に関する影響係数の定義

I(i+ 1) = s(i+ 1; 0)=s(iÄ 1; D)0 (2.3.14)

それぞれの層毎に計算した沈下量サンプルパスに上記で定義した影響係数を乗じて計算することで，近

似的に圧縮沈下時のメッシュ間の相互作用を考慮する．従って，ある平面メッシュiの沈下量 s(i)は，その

直下と周辺ブロックの沈下に影響係数を乗じた値の総和として計算される．すなわち，図-2.5の場合は式

（2.3.15）で表される.

s(i) =
IX+2
X

ix=IXÄ2

IY +2
X

iy=IY Ä2

Nz
X

iz=1

Iisi(ix; iy; iz) (2.3.15)

ここに，IX ,IYは沈下を計算するメッシュのX,Y座標であり，s(i)は座標 i=(IX ,IY )のメッシュの表面沈下

量である．また，si(ix; iy; iz)は各ブロックの圧密沈下量，Nz(i)は各平面メッシュiの深さ方向のブロック

数である．上式によって隣接したメッシュ間で，沈下をいわば配分しあうことによりメッシュ間の沈下量

の相関性が高まり，表面の沈下差として表れる不同沈下量は減少する．

2.3.3 コンクリート版内応力の算定

a) 改良型2次元平板FEM解析モデル

コンクリート舗装版内に発生する応力については，西澤らによる２次元平板FEM[16] を拡張し，航空機

の輪荷重による応力，および不同沈下によって生じる版の自重応力を算定後，版上下面の温度差によって

生じるそり拘束応力を加算する手法を採用する [18]．改良平板FEMでは，初期条件として不同沈下形状を

入力し，その部分の路盤の作用はないと考え路盤反力係数を 0にしておく．この際，コンクリート版の剛

体運動を考慮し，1枚のコンクリート版ごとの路盤との接触点を計算する．そこに自重や航空機の荷重が

作用して変形が沈下量を上回ると再びコンクリート版が路盤と接触し路盤の反力が働くようになる．この

ような変形後の接触点を確認しながら力学的な平衡状態を繰り返し計算によって求めていく．ここで，自

重応力の算定においては，既往の研究 [5]よりコンクリートのクリープによる影響を考慮して 50%に低減し
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図-2.6 解析モデルと不同沈下形状の模式図

ている．図-2.6に解析モデル図を示す．本研究においては，1枚が8.5× 8.5mの連続する9枚のNC舗装版

下に，不同沈下が発生し，版の目地位置を折点として各版が沈下形状に追随するようにモデル化を行った．

基本的な考え方はコンクリート版のそり変形を考慮するものと同じであり，そり変形の代わりに不同沈下

形状を与え，コンクリート版と路盤との接触状態を調べながら節点の路盤ばね係数を調整して繰り返し計

算を行うアルゴリズムを採用している．図-2.7は自重のみが作用した場合の計算結果 (変形状態)の例であ

る．この例では，不同沈下にコンクリート版が追従することを確認するために，荷重伝達なしとして，自

重のみで変形する様子を解析した．不同沈下形状に合わせてコンクリート版が剛体変形していることがわ

かる．

b) 感度分析結果

NCコンクリート舗装は各版の間にダウエルバーを設置することによって，版どうしの荷重伝達を行う

構造形式である．このため解析に当っては版どうしの荷重伝達機構を適切に評価することが重要となる．

図-2.7においては，モデル化した9枚の版どうしの荷重伝達が 0として自重のみでコンクリート版が不同沈

下に追従する結果を示したが，本検討においては版どうしの荷重伝達効果を見込み，せん断バネ係数，曲

げバネ係数，ねじりバネ係数で示される 3つのバネモデルおよびコンクリートの支持力係数によって表現

している [17]．感度分析結果よりせん断バネ係数が支配的なパラメターとなることを確認した．
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図-2.7 不同沈下を考慮した平板FEM解析結果例

図-2.8は式（2.3.16）を用いてせん断バネ係数と荷重伝達率の関係を整理したものである．目地部の荷重伝

達率は文献 [19]を参考に健全と評価される 85%以上と設定し，その時のせん断バネ係数 (ò= 5:0× 103kgf=cm2 =

500MPa)を設計値として設定した．なお，感度分析結果を表-2.3に示すが，設計値の荷重伝達率は 89:3%

であり，これは文献 [21]より，「FAA法で用いられている縁部載荷応力の 75%応力は，荷重伝達率 88～89%

に相当する」ことと，概ね一致する．

logks = aÄ 0:27
í

103

lKB

ì

(2.3.16)

l =

"

4

s

Ech3

12(1Äñ2)KB

#

Eff < 80%のとき　a = 1:775 + 0:025Eff

Eff > 80%のとき　a = 17:9Ä 0:378Eff + 0:00252Eff 2

Eff =
d2

(d1 + d2)=2
× 100%

ここに，

ks：バネ係数，KB：路盤支持力係数，l：剛比半径，Eff：荷重伝達率，d1; d2：目地をはさんだ載荷側と

比載荷側の版のたわみ

また，曲げバネ係数およびねじりバネ係数による荷重伝達率への影響は小さく，解析定数による影響が

無視できると考え，それぞれ 0(kN=m)とした．



28 第2章. 力学的劣化モデル（1次モデル）

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1.0E+00 1.0E+01 1.0E+02 1.0E+03 1.0E+04 1.0E+05 1.0E+06 1.0E+07

せん断バネ係数　kgf/cm
2

荷

重
伝

達

率

（
%

）

Eff=85%

5×10
3

 

・ 版厚=42（cm） 

・ K=70（MN/m3) 

・ Ec=34,000（MPa）

・ ポアソン比=0.15 

図-2.8 せん断バネ係数と荷重伝達率の関係

 

7.5m 

7.5m×2=15.0m 

※解析は、目地から両側に

30cm の節点におけるたわ

み量を用いて算定した 

図-2.9 感度分析モデル

一方，コンクリート支持力係数については文献 [21]から，目地幅が 1cmを越えるとほぼ一定値になると

報告されており，曲げバネ係数同様，感度分析による荷重伝達率への影響を把握した上で設定した．上記

文献から 4; 000(MPa)と仮定し，感度分析結果から荷重伝達率への影響が小さいことがわかったため，上

記の値を設計値とした．

図-2.9に感度分析モデルを，表-2.3に結果一覧を示す．

以上を踏まえ本研究で用いた２次元平板FEM解析に関する設計定数を表-2.4に示す．

c) 温度応力

コンクリート舗装の設計において，版上下面の温度差によって生じる温度応力が疲労度へ及ぼす影響は

大きい．本研究で使用する改良平板FEMにおいては版上下面の温度差を直接インプットとしてモデル内に

入力しそり拘束応力を算定することも可能であるが，既往の研究 [5]より，コンクリートのクリープの影響

を考慮し自重応力を50%に低減する方法を採用したため，温度応力を別途算定し加算することとした．こ

こで，コンクリート版は日照，風，降雨といった自然環境の作用を受けるので，乾燥収縮や温度変化に伴う

体積変化が生ずることになる．ところが，コンクリート版自体の重量や路盤との間の摩擦力等が原因でそ
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表-2.3 感度分析結果
曲げバネ係数= 0kN=m,コンクリート支持力係数= 4; 000MPa

せん断バネ係数 50 100 500 1,000 2,000 4,000
d1 5.44E-02 5.10E-02 4.51E-02 4.43E-02 4.39E-02 4.43E-03
d2 2.66E-02 3.11E-02 3.64E-02 3.80E-02 3.87E-02 3.90E-03
Eff 65.7 75.7 89.3 92.3 93.6 93.7

　

せん断バネ係数= 500MPa,コンクリート支持力係数= 4; 000MPa
曲げバネ係数 50 100 500 1,000 2,000 4,000

d1 4.51E-02 4.53E-02 4.55E-02 4.59E-02 4.62E-02 4.63E-03
d2 3.64E-02 3.66E-02 3.68E-02 3.72E-02 3.74E-02 3.75E-03
Eff 89.3 89.4 89.5 89.5 89.4 89.5

　

せん断バネ係数= 500MPa,曲げバネ係数= 0kN=m
コンクリート支持力係数 1,000 2,000 4,000 8,000

d1 4.65E-02 4.67E-02 4.51E-02 4.51E-02
d2 3.76E-02 3.77E-02 3.64E-02 3.64E-02
Eff 89.5 89.4 89.3 89.3

りが拘束されて，コンクリート版には応力が発生する．環境作用によりコンクリート版に発生する応力に

は，主として，長期温度応力，収縮応力，日温度応力が考えられるが，コンクリート舗装版の設計におい

ては「日温度変化によって生じる拘束応力」の影響が支配的となることから，現行の設計法では「版上下

面の温度差によって生じる拘束応力による温度応力を「そり拘束応力」として評価している．この温度応

力式についてはこれまでに種々の研究がなされているが，岩間の提案式 [22]が一般に用いられてきた．し

かしながら，本研究においては版厚の厚い空港コンクリートの特徴を考慮し，版中央部における温度応力

式として，式（2.3.17）に示す坪川らによる提案式 [23]を採用することとした．同式はコンクリート版に発

生する温度応力を軸方向成分，曲げ成分，内部応力成分に分割した際に，内部応力成分が曲げ成分を打ち

消す効果を考慮している．

õt = 0:53
Ecãd

2(1Äó) (2.3.17)

ここに，õtは温度応力 (MPa)，Ecはコンクリートの弾性係数（34,000MPa），óはポワソン比（= 0:15），

ãはコンクリートの温度膨張係数（=1Ç10Ä5=éC），dはコンクリート版の上下面の温度差（éC）であり，

dは舗装設計便覧 [3]に準じてÄ9éCから19éの間で表２．５に示す確率分布に従うものとする．このコンク

リート版上下面の温度差の発生頻度が後述する累積疲労度の算定に大きく影響している．

2.3.4 信頼度の設定と累積疲労度の算定

設計に適用する信頼性については，１)疲労破壊輪数や舗装計画交通量に対して信頼度に応じた係数を

適用する方法 [5];[10]，２)地盤・材料の強度などに信頼度に応じた係数を適用する方法 [11];[12]が提案され

ている．また，求められるサービスレベルの水準により，信頼度を設定することが必要となろう [4]．本研
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表-2.4 FEM解析定数
定数一覧 設定値 単位 備考

コンクリート版

目地間隔 850 cm
弾性係数 34,000 MPa 舗装設計要領

ポアソン比 0.15
路盤支持力（K値） 70 MN=m3

単位体積重量 0.0024 MN=m3 舗装設計要領

熱膨張係数 1× 10Ä6 1=éC 舗装設計要領

目地

せん断バネ係数 500 MPa
曲げバネ係数 0 kN=m

ねじりバネ係数 0 kN=m
ダウエルバー

弾性係数 205,940 MPa コンクリート標準示方書

ポアソン比 0.30 コンクリート標準示方書

直径 4.2 cm 舗装設計要領

長さ 80.0 cm 舗装設計要領

コンクリート支持力係数 4,000 MPa
目地幅 1.0 cm 舗装設計要領

間隔 40.0 cm 舗装設計要領
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図-2.10 コンクリートの破壊基準

究においてはコンクリート材料の疲労強度に着目し，適切な破壊曲線を設定することで信頼性を確保する

方針とした．小梁川ら [12]は，コンクリート材料の疲労破壊試験より求められる破壊確率30%の破壊基準

を用いて設計した舗装が，疲労度 1.0 となったときに 30%破壊すると報告している．本研究においては空

港コンクリート舗装を対象としており，コンクリート舗装の疲労耐久性が損なわれ，サービス水準が低下

した場合に，施設を長時間にわたり閉鎖して大規模補修を実施することは多大な経済損失を招く恐れがあ

る．そこで，道路コンクリート舗装より得られた知見に比べ，より高い信頼性を確保することを目的とし

て，式（2.3.18）に示される破壊確率5%の破壊曲線を設定し，疲労度 1.0 となったときに 100%破壊すると

仮定し，疲労度設計を行うこととした．
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表-2.5 温度差の出現頻度
版厚 (cm)

温度差 (éC) 25 28 30
19(18～19.9) 0.000 0.000 0.000
17(16～17.9) 0.000 0.000 0.000
15(14～15.9) 0.002 0.004 0.007
13(12～13.9) 0.016 0.021 0.025
11(10～11.9) 0.037 0.045 0.053
9(8～9.9) 0.085 0.080 0.080
7(6～7.9) 0.110 0.110 0.115
5(4～5.9) 0.155 0.150 0.140
3(2～3.9) 0.205 0.210 0.210
1(0～1.9) 0.390 0.380 0.370

-1(-0.1～-2.0) 0.600 0.530 0.480
-3(-2.1～-4.0) 0.335 0.360 0.380
-5(-4.1～-6.0) 0.063 0.100 0.120
-7(-6.1～-8.0) 0.002 0.010 0.020
-9(-8.1～-10.0) 0.000 0.000 0.000

N = 10(ãÄSL)=å (2.3.18)

ã= 1:111364 + 0:00165Pf

å= 0:09722Ä 0:00021Pf

ここに，SLは応力レベル（合成応力/設計基準曲げ強度），Nは合成応力に対する許容繰り返し回数，Pf

は破壊確率 (%)である．ただし，この破壊確率は，コンクリートの材料としての疲労破壊確率であり，コ

ンクリート舗装版の疲労破壊確率ではないことに十分に留意しておく必要がある．参考として，図-2.10に

破壊確率Pfを5～50%に変化させた破壊曲線を示す．

コンクリート舗装版の疲労破壊に関しては，コンクリート舗装版に作用する多様な繰り返し合成応力を

総合的に評価することが必要となる．前述したように，空港コンクリート舗装の疲労度解析においては，

１）航空機の輪荷重により発生する応力，２）コンクリート版の自重により発生する応力，３）版上下面

の温度差によって生じるそり拘束応力を考慮する必要がある．いま，コンクリート舗装の疲労度解析のた

め，舗装版を図-2.11に示すように 1辺25cmとする微小メッシュに細分化し，FEM解析により輪荷重およ

び自重による応力を算定する．同図では，版中央部の■部分に航空機が載荷した場合を例示している．そ

こで，同図中における点 (j;î)における疲労度を計算するために，縦軸î= 1上に航空機４輪荷重の前輪 2

輪の中心が位置し，横軸方向にp = Ä6からp = +6の範囲内で航空機荷重位置が確率分布すると考える．

航空機荷重の横断方向確率分布はパスカバレッジ率として図-2.12に示す確率分布に従うものとする．

航空機荷重が横軸位置pに作用する場合に，FEM解析より得られた点 (j;î)における応力度õL(p; j;î)

と，温度応力式から算定した上下面温度差déCにおける温度応力õd(j;î; d)を加えることにより，温度差



32 第2章. 力学的劣化モデル（1次モデル）

図-2.11 ２次元平板FEMメッシュ図

がd，航空機荷重点がpの時に，点 (j;î)に作用する合成応力õb(d; p; j;î)が求まる．この合成応力をコン

クリートの設計基準曲げ強度で除することにより，式 (2.3.18)で用いる応力レベルSLを求めることができ

る．その上で，破壊確率曲線 (2.3.18)を用いて，破壊確率 5%に対応する許容繰り返し回数を求めた結果を

N(d; p; j;î)と表そう．この時，マイナー則を用いて，同図中の斜線範囲内におけるメッシュ点 (j;î)での

疲労度を

FD(j;î) =
19
X

d=Ä9

6
X

p=Ä6

n(d; p)

N(d; p; j;î)
(2.3.19)

と定義する．ここに，FD(j;î)は点 (j;î)の疲労度を，n(d; p)は，温度差dの場合に，点pを通過する交通

量を表し，

n(d; p) = nair(d)Ç
Z s(p+0:5)

s(pÄ0:5)

1p
2ô
eÄ

x2

2õ2 dx (2.3.20)

と表せる．ただし，nair(d)は，上下面温度差déCのときの交通量で，上下面温度差déCの発生頻度に設

計交通量を乗じたもの，sはFEM解析における載荷位置のインターバルであり，図-2.11に示す微小メッ

シュの1辺に相当する．この時，点 (j;î)の疲労度が

FD(j;î)çï 1 (2.3.21)

を満足するとき，疲労破壊は発生すると考える．çは安全率であるが，以下ではç= 1を想定する．
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図-2.12 航空機の横断方向走行分布と交通量の算定方法

表-2.6 5段階レーティング評価基準
健全度 区分 ひび割れ度 (cm=m2)
1 A 1.1未満

2 B1 1.1～4.4
3 B2 4.4～7.8
4 B3 7.8～11.1
5 C 11.1以上

注)　 空港舗装補修要領 (案)[24]においては，A：補修の必要なし，B：早いうちの補修
が望ましい，C：できるだけ早急に補修の必要があるという3段階のレーティングによっ
て管理しているが，本研究においては，上記Bランクを更に3段階に等分し，5段階の
レーティング指標とした．

2.3.5 ひびわれ度解析

コンクリート舗装の疲労破壊基準は，式 (2.3.21)で与えられる．本研究では，図-2.11に示すような微小

メッシュの中で，疲労度が１を越えているメッシュに関しては，ひび割れが発生するポテンシャルがある

と評価することとした．しかし，コンクリート舗装の疲労により，どのようなひび割れが発生するかを予

測することは極めて困難である．そこで，本研究ではコンクリートの疲労破壊によるひびわれが構造的ひ

びわれであるとの観点からコンクリート版1枚の全エリアの疲労度が 1.0を超えた場合に，版を縦横に横切

る貫通クラックが発生するものと仮定した [25]．以上の考え方に基づいて，コンクリート舗装の劣化過程

を，ひび割れ度（cm/m2）

ひび割れ度 =
2Ç LÇ (Sr=S)

A
(2.3.22)

を用いて診断することとした．ただし，Lは舗装版の目地間隔（cm），Srは疲労破壊基準を満足しない

微小メッシュ面積（m2），Sはコンクリート版１枚の面積（m2），Aは検討対象面積である．その上で，空

港舗装補修要領 (案)[24]に準拠して，式 (2.3.22)で評価されるひび割れ度を用いて，表-2.6に示すような管

理水準を設けることとした．
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2.4 適用事例

2.4.1 適用事例の概要

本研究では，臨海部空港であるH空港を適用事例としてとりあげる．同空港では，年間概ね 3万回程度

の近距離国際旅客定期便の就航と深夜早朝時間帯を利用した年間概ね2万回程度の国際貨物便の就航とを

目的とし，エプロンを含む基本施設の他，航空保安施設，付帯施設，構内道路・駐車場および緑地の設計，

施工から維持管理までをPFI 事業により実施するものである．当事業においては，設計供用期間として５

０年が定められており，空港としての使用性，構造物の安全性，工事の確実性に加え，施設の合理的な維持

管理が基本施設に求められている．中でも，エプロン部は，航空機が駐機するエリアであり，高い耐流動性

および耐油性が求められることからコンクリート舗装が適用されている．また，同エプロンは，軟弱地盤

上に位置しており，地盤の不同沈下によるコンクリート舗装の疲労劣化が問題となる．そこで，本適用事

例においては維持補修計画の目標計画期間として25.5年を設定し，H空港におけるエプロン部に位置する

825mÇ 400mの範囲をとりあげる．特に本適用事例で対象とするエプロンエリアには，これまでの沖合い

展開で発生した浚渫残土が仮置きされた場所があり，当該場所とそうでない場所との境界位置において不

同沈下が生じる懸念が想定された．そこで，エプロン部の圧密沈下の検討に際しては一辺が 25:5mÇ25:5m

の平面メッシュを基本単位とした．本適用事例においてはこの地盤の平面メッシュ数は 33 Ç 16 = 528個

である．また2次元FEMの解析にあたっては，さらに平面メッシュを一辺が8:5mÇ 8:5mのコンクリート

舗装版9枚でモデル化し，解析メッシュとして25cmÇ 25cmの微小メッシュを適用した．疲労度設計法に

よるコンクリート舗装版の版厚設計については設計供用期間50年に渡って舗装の要求性能の一つである荷

重支持性能とりわけ疲労耐久性を十分に確保するとともに，適切な維持管理計画の策定が求められている．

特に目標計画期間である 25.5年間においては施設の閉鎖を伴う大規模補修の期間および範囲に制約が設け

られており，上記疲労耐久性の確保が重要となる．また，将来的な運用に自由度を持たせるために本適用

事例で取り上げたエプロン範囲全域に渡って交通量条件は同一にするとの条件が設定されている．そこで

交通量の設定については累積疲労度に最も支配的となる航空機の離陸時荷重を使用することとし，目標計

画期間に渡って各平面メッシュの累積疲労度がどのように経年変化するかを捉えることで，ひびわれ発生

ポテンシャルを推定し，ひびわれ度を用いて健全度を診断することとした．表-2.7に本適用事例で用いた

設計対象航空機と荷重諸元を，表-2.8に機材別年間設計交通量を示す．

2.4.2 検討結果

2.3.2で示した改良型 2次元平板FEM解析モデルを用いてコンクリート舗装版に生じる応力度を算定し

よう．３次曲線でモデル化された不同沈下量は 0,1,2cmの 3種類について，パラメトリックに変化させ解析

を実施する．つまり図-2.6に示した 9枚版モデルの中央版直下に生じる不同沈下量が不同沈下幅30mのと
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表-2.7 設計対象航空機と荷重諸元
航空機の種類 A380クラス Jクラス Lクラス Mクラス

ボディギア ウィングギア B747-400 B777-200ER B767-300ER
脚荷重 離陸 1,572 1,048 910 1,368 829
(kN) 着陸 1,084 723 657 893 664
輪荷重 離陸 262 262 228 228 207
(kN) 着陸 181 181 164 149 166

接地圧 (N/cm2) 150.04 150.04 137.98 150.04 137.88
接地面積 離陸 1,747 1,747 1,649 1,520 1,503
(cm2) 着陸 1,204 1,204 1,191 992 1,204
接地幅 離陸 34.7 34.7 33.7 32.4 32.2
(cm) 着陸 28.8 28.8 28.6 26.1 28.8
接地長 離陸 50.4 50.4 48.9 47.0 46.7
(cm) 着陸 41.8 41.8 41.6 38.0 41.8

接地半径 離陸 23.6 23.6 22.9 22.0 21.9
(cm) 着陸 19.6 19.6 19.5 17.8 19.6

表-2.8 機材別年間設計交通量
カテゴリ－ 国際線該当機材 荷重区分 年間離陸回数

A380 クラス A380-800 離陸荷重 3,000
Jクラス B747-400 離陸荷重 6,000
Lクラス B777-200ER 離陸荷重 3,750
Mクラス B767-300ER 離陸荷重 12,250

計 25,000

き，0; 1; 2cmの検討ケースを考える．解析に当ってはまず上記３種類の不同沈下量に対し自重による発生

応力を算定し，コンクリートのクリープの影響を考慮して50%に低減する．その状態から表-2.7に示した

4機種 5荷重の航空機荷重を載荷し，航空機荷重による発生応力を算定する．ここで，4機種はそれぞれ機

材の大きさも異なることから航空機のノーズ中心位置すなわち走向中心線を同一にした場合にボディギア

もしくはウィングギアの脚位置は微妙にずれることになる．そこで，解析に当ってはB474Ä 400の脚位置

がコンクリート版中央部に位置するものと仮定し，残りの 3機種 4荷重については航空機走向中心線を同

一としたときのそれぞれの位置に荷重を載荷することとした．図-2.13に 4機種5荷重の脚配置モデル図を

示している．

上記航空機荷重およびクリープの影響を考慮した自重応力にそり拘束応力を加算し，得られた応力をõb

としよう．õbはコンクリート版上下面の温度差dによってそり拘束応力が異なるため，それを明示的に示

すために，改めてõb(d)としよう．また，上下面の温度差dの発生頻度は舗装設計便覧 [3]に従うため，航

空機の交通量が規定されれば温度差dの発生回数は発生頻度に交通量を乗じて求められる．一方，発生応

力õb(d)をコンクリートの曲げ強度で除し，破壊基準曲線から温度差dでの許容繰返し回数が求められるた

め，温度差dの発生回数をこの許容繰返し回数で除したものが疲労度となり，各温度差における疲労度を累

積し累積疲労度が求められる．目標設計期間に渡って十分な疲労耐久性を確保する版厚を検討するために，

本適用事例においては版厚を 45cm; 47cm; 49cmとして検討を行った．版厚のパラメータを45cm～49cmに

設定したのは表（2.4.1）に相当する不同沈下を考慮しない現行設計法によれば版厚が 45cmとなり，また
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図-2.13 航空機の脚配置図

無筋コンクリート舗装版として50cmの版厚を超えれば，温度応力の影響が大きくなりひびわれ発生の危険

性が増すからである．つまり疲労度設計の結果 50cmよりも版厚が大きくなった場合は無筋コンクリート以

外の舗装構造を選択する必要がある．以上の流れよりH空港を対象とし２次元平板FEM解析によりコン

クリート舗装版に発生する応力および不同沈下量が 0; 1; 2cmの場合の累積疲労度を版厚 45cm; 47cm; 49cm

の 3ケースについて算定した．

一例として，図-2.14に版厚 47cm,不同沈下量1cmの場合の航空機荷重およびクリープの影響を考慮し

た自重による発生応力結果を示す．縦軸はコンクリートに発生する曲げ応力を示しており，横軸は図-2.12

におけるFEMメッシュ節点 j = 1～35における測点を示している．本検討事例においてはコンクリート舗

装版の目地間隔を 8:5mとしたため，横軸の値は 0～8:5(m)である．B474 Ä 400の脚中心が版中央部に配

置されるように検討したため，他機材の脚荷重による応力の発生位置はすべて右側にシフトしている．つ

まりB474Ä 400のボディギア間隔が４機種の中で最も狭く，B777Ä 200ERのボディギア間隔が最も広い

ことが分かる．またコンクリート版に発生する応力についてみれば超大型旅客機A380Ä 800による発生応

力が最も大きく車輪直下でピークとなり 2:84(N=mm2)の値を示している．温度応力による最大発生応力

はí= 15éCのとき 1.59(N/mm2)であることからõb(d) = 2:84 + 1:59 = 4:43 < 5:0(N=mm2)となり，不同

沈下量 1:0(cm)のとき版厚 47(cm)では静的には破壊しないことが分かる．また，図-2.15に版厚 47cm,不

同沈下量2cmの場合の累積疲労度を示す．縦軸は累積疲労度であり横軸は図-2.11と同様にFEMメッシュ

節点 j = 1～35における測点を示している．累積疲労度については明らかにA380Ä 800およびB474Ä 400

の航空機荷重が支配的となっておりこの２機種による累積疲労度を重ね合わせたような分布を示している．

同図においては版中央部（端部から 425cmの位置）において累積疲労度は最大となっており 9.67となって
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いる．

以上の検討結果より不同沈下量と累積疲労度との関係を版厚毎にまとめたものが図-2.16である．同図

においては目標設計期間に対応する航空機交通量の繰返し荷重がコンクリート舗装版上に作用すると仮定

した場合，疲労度1.0を横切るラインと各版厚における不同沈下量が許容不同沈下量として求められる．す

なわち許容不同沈下量以上の沈下量が発生しているエリアにおいては目標設計期間中に疲労度が1.0を上

回り，ひび割れ発生のポテンシャルが増加する．本検討事例の場合，版厚45cmでは不同沈下量が 0cmで

あっても目標設計期間にわたる航空機交通量が繰返しコンクリート舗装版に載荷されれば疲労度が 1.0を超

過してしまう．つまり版厚 45cmでは対象とするエプロンエリア全域において目標設計期間中にひび割れ

発生の可能性が極めて高くなることを示している．そこで版厚47cmおよび49cmの結果より疲労度が 1.0

となる許容不同沈下量はそれぞれ 0:4cmおよび 0:9cmであることから，対象とするエプロンエリアにおけ

る不同沈下量の程度によってどの程度のメッシュエリアでひび割れ発生のポテンシャルが高いかが判定さ

れることになる．

また同様に交通量と累積疲労度との関係を図-2.17に示す．横軸は表-2.8で規定される交通量を 50年間

想定した場合を 100%とし，不同沈下量0; 1; 2cmの場合の結果を示している．同図より交通量と累積疲労

度との関係は不同沈下量の大きさに関わらず線形比例関係にあることが分かる．つまり不同沈下量が一定

であればコンクリート版に生じる累積疲労度は経年的に正比例していくことが分かる．しかしながら，不

同沈下量と累積疲労度との関係についてみれば，50%交通量において不同沈下量 1cmおよび 2cmにおける

累積疲労度はそれぞれ 2.1，9.5であり，不同沈下量が 2倍になれば累積疲労度は 4.5倍になっていることが
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分かる．すなわち交通量による増加に比べ不同沈下量の増加が累積疲労度に及ぼす影響の方が大きいこと

が分かる．

2.4.3 ひび割れ発生予測と設計パフォーマンスカープ

H空港のコンクリート舗装マネジメントを対象として本適用事例に対して地盤の不同沈下シミュレーショ

ンを実施した．圧密沈下の検討に際しては，一辺が25mÇ 25mの正方形メッシュを基本単位とし，上記エ

プロン範囲を平面メッシュエリアに分割した．また，対象となる圧密沈下層については，GLÄ 7m付近か

らGLÄ 25m付近に存在する沖積粘性土層およびGLÄ 25m付近からGLÄ 60m付近に存在する洪積粘性

土層を対象とし，1次元圧密理論に基づいて検討を実施した．前述した土田モデルにおけるモンテカルロシ

ミュレーションにおいてはメッシュ相互の相関を考慮しているが，本検討事例においては，水平方向相関

距離を b = 100mとし，また，鉛直方向については4～5mに相関があることから，鉛直方向のメッシュ区

分については同一土層であっても概ね 4m毎に区分し，メッシュ分割を行った．解析にあたっては対象エリ

アにおいて実施した 17本のボーリングデータおよび圧密試験結果より，沖積粘性土層および洪積粘性土層

を深度方向に，それぞれAc1～Ac6層，Dc1～Dc4層の合計１０層に区分し，土質定数を整理した．一方，

盛土造成による載荷荷重については，各平面メッシュi(= 1;ÅÅÅ; 528)におけるメッシュ中心位置における

現地盤高さを設定したのち，路床，下層路盤，上層路盤の各整正時期およびエプロン舗装の舗設時期を各

平面メッシュ毎に整理し，施工時期を想定した解析ステップを考慮している．具体的には対象全エリアに

おいて路床の整正が終了する15ヶ月後までに生じる圧密沈下量については地盤の勾配修正が可能であるこ

とから，最終沈下量から差し引くこととした．表-2.9に，本検討事例に使用した不同沈下シミュレーショ
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表-2.9 不同沈下シミュレーション用土質定数
Cc(kN=m

2) e0 pc(kN=m
2) cv(cm

2=day)
期待値 標準偏差 期待値 標準偏差 期待値 変動係数 期待値 logcv logcv標準偏差

Ac1層 0.45 0.07 1.34 0.17 70 0.36 993 -4.26 0.29
Ac2層 0.41 0.06 1.21 0.11 59 0.33 1025 -4.15 0.09
Ac3層 0.73 0.11 1.84 0.22 95 0.49 759 -4.40 0.33
Ac4層 0.87 0.08 2.09 0.15 90 0.39 787 -4.32 0.23
Ac5層 0.74 0.21 1.91 0.39 99 0.44 1103 -4.20 0.26
Ac6層 0.31 0.12 1.17 0.22 139 0.08 3435 -3.63 0.09
Dc1層 0.44 0.13 1.32 0.30 174 0.71 1680 -3.95 0.14
Dc2層 0.57 0.16 1.54 0.27 144 0.67 1945 -4.01 0.34
Dc3層 0.66 0.12 1.58 0.19 135 0.66 1000 -4.27 0.29
Dc4層 0.70 0.25 1.64 0.67 186 0.65 1002 -4.23 1.66

注）Ac1 ÄAc6については，沖積粘性土層をボーリング結果および室内圧密試験結果より得られた土質性状の区

分から深度方向に6層に分類し，上層より下層に向けてナンバリングを行った．同様に，Dc1 ÄDc4についても，

洪積粘性土層の土質性状の区分により，上層より下層に向けてナンバリングした結果を表す．

表-2.10 試行回数が計算結果に及ぼす影響
試行回数 20回 50回

平均沈下量 (cm) 23.6 23.7
平均不同沈下率の期待値 0.16 0.16
最大不同沈下率の期待値 0.70 0.71

ン用土質定数を示す．不同沈下シミュレーションは表-2.1に示した確率分布から各ブロックの土質定数を

ランダムに発生させる．また，１次元圧密理論に基づくため圧密開始から任意の時点での沈下量サンプル

を発生させることが可能である．本適用事例においては維持管理における点検頻度の観点から圧密現象が

ほぼ収束する 10年までは 1年毎に，それ以降目標設計期間が終了する25年までは2～5年を目処にシミュ

レーションを実施した．

解析に先立って，モンテカルロシミュレーションの試行回数を表-2.10に示すように，20回と 50回の 2

通り設定した．両者の平均沈下量，平均不同沈下量の期待値と最大不同沈下量の期待値を比較して，試行

回数が解析結果に及ぼす影響が少ないことを確認した上で，最終的に試行回数を 20回と決定した．ここで，

平均不同沈下率とは，全沈下量の平均値に対する不同沈下量の比であり，最大不同沈下率とは，全沈下量

の平均値に対する最大不同沈下量の比を表す．H空港を対象とした不同沈下シミュレーション結果の１例

を図-2.18に示す．同図は対象とするエプロン地区 825mÇ 400mの範囲について，供用開始から 10年後の

不同沈下シミュレーション 20回のうちの1回の試行結果を示したものである．同図の 1メッシュが前述し

たとおり 25mÇ 25mの地盤の平面メッシュ範囲を示している．メッシュ番号 i = 437と i = 438に着目して

みよう．メッシュ番号 i = 437はこれまでに浚渫残土が仮置きされていた場所，i = 438はそうでない場所

である．また隣り合うメッシュ位置であることから，両メッシュ位置においては地盤の層構成および造成

盛土高さに大きな差はない．さらに，不同沈下シミュレーションにおいては前述した通りメッシュ間の相

互作用を３次元的に考慮するため，モンテカルロシミュレーションを実施しても隣り合うメッシュ間で極
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図-2.18 対象エリアにおける不同沈下シミュレーション結果例

端に大きな沈下量の差が生じることはない．しかしながらそれぞれの圧密沈下量は 18:6cmおよび27:3cm

と 8:7cmもの沈下量差が生じており，浚渫残土が仮置きされた場所においては地盤の圧密沈下に対してプ

レロード力として作用したため，空港造成盛土による荷重よりも前に圧密が促進された結果であることが

分かる．言い換えれば前述したとおり，浚渫残土が仮置きされた位置とそうでない位置との境界部分にお

いて，大きな不同沈下が発生しているのがわかる．

一方，隣り合う４つのメッシュの沈下形状に着目してみると図-2.19に示したように，4つの連続するメッ

シュ中心位置での沈下量が，極値を 1つだけ持つ３次曲線，極値を2つ持つ３次曲線として近似できる場合

がある．当然ながら隣り合う沈下量差すなわち不同沈下量が同じであっても極値を 2つ持つ３次曲線の場

合の方が舗装版に発生する応力が厳しくなる．そこで対象とする平面メッシュに対して，それに隣接する

平面メッシュを含む 4つのメッシュの曲率半径を十字方向に4方向算定し，ひび割れ発生予測を実施した．

図-2.18に示す検討結果例においては，メッシュ番号 i = 162において最小曲率半径R(i=162) = 2586mが

得られた．

図-2.20に各地盤メッシュにおける経年的なひびわれ度経年変化を示す．同図は該当する年度において，

20回の不同沈下シミュレーションのそれぞれに対し求められるひびわれ度の平均値を算定した経年図であ

る．このひびわれ度の経年変化図を設計パフォーマンスカーブと呼ぶこととしよう．各ひびわれ度経時曲

線は，不同沈下の発生部位，年度，計画交通量により規定される．本適用事例における設計パフォーマン

スカーブの一例を取り上げよう．各経時曲線は，土田モデル [13]による不同沈下シミュレーションにおい

て，25× 25mを 1エリアとした場合の各エリアのひびわれ度の経年変化を表している．つまり各メッシュ

エリアに存在するコンクリート舗装が設計的にどのように劣化していくかを示している．本適用事例にお
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図-2.19　不同沈下形状と曲率半径の関係

いては，目標設計年数の間に，ひびわれ度がCランクとならないように版厚設計を行うため，図-2.20に

おけるカーブBのみが目標設計年数 (25年後)にCランクとなっている．また，カーブAのように，早期に

劣化するものの，その後は緩やかに劣化が進行するパターンと 20年後から急激に劣化が進行するカーブB

のパターンが特異的だが，全体的には，経年的に劣化の進行が進んでいく様子がわかる．これは図-2.17に

示した交通量と累積疲労度との関係に示したように，交通量の増加に比べ，不同沈下量の増加が累積疲労

度へ及ぼす影響が原因であることが分かる．つまり，局所的に不同沈下量が大きなエリアが存在する場合，

カーブAやカーブBのように，ある年度で急激な累積疲労度の増加を引き起こすこととなる．

しかしながら，空港施設のアセットマネジメントをマクロレベルである戦略レベルとしてとらえるとき，

個別の推移パターンよりも平均値もしくは 90%信頼上限・下限値等を指標とした方が便利な場合が多い．そ

こで平均値について見れば，25年後において，全体の 50%にあたるコンクリート舗装版の健全度はAラン

クに位置しており，5%上限値（90%信頼上限値）においてもBランクの中程度であることがわかる．この

設計パフォーマンスカーブにより，経年的なひびわれ度の傾向を設計的に予測することができ，維持補修

戦略を組み立てる手段として利用することが可能である．そこで，ひびわれ度のレーティング分布を5年

毎に整理した結果を表??に示す．また，図-2.21は，25年目におけるひびわれ度のレーティング分布のヒ

ストグラムを示している．表-2.11より，10年後におけるレーティング分布は90%以上がAランクであり

20年後まで徐々に減少し，25年後に 55%まで低下することがわかる．つまり設計で想定した不同沈下量お

よび交通量に対しては目標設計年数が経過した段階においても半数以上の地盤メッシュエリアにおいてコ

ンクリート舗装版は健全な状態に保たれていると想定される．また 25年後においてもB3ランク以下の占

める割合は全体の5%以下であり，Cランク予備軍として重点的に管理する戦略等に利用できる．逆に言え
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図-2.20　設計パフォーマンスカーブ

表-2.11 ひびわれ度レーティング分布の経年変化
ひびわれ度 (cm=m2) 累積年度（年）

0 5 10 15 20 25 30
A(1.1未満) 100.0% 98.2% 92.1% 75.0% 80.0% 55.0% 42.5%

B1(1.1以上 4.4未満) 0.0% 1.8% 7.2% 22.4% 17.3% 32.7% 36.2%
B2(4.4以上 7.0未満) 0.0% 0.0% 0.4% 2.2% 82.6% 9.6% 13.8%
B3(7.0以上11.1未満) 0.0% 0.0% 0.4% 0.4% 0.2% 2.6% 5.9%

C(11.1以上) 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 1.7%

ば，設計段階においては目標とする設計年数が経過した時点でどの程度コンクリート舗装版が劣化してい

るかを想定してコンクリート舗装版を設計し，維持管理戦略を設定するのである．

2.5 おわりに

本章では，臨海部や埋立空港等での圧密現象による不同沈下が空港コンクリート舗装に及ぼす影響を考

慮し，空港コンクリート舗装の劣化・損傷状態を力学的劣化モデルを用いて予測する手法を提案した．具

体的には，不同沈下を考慮した１次元圧密沈下モデルを用いて，地盤沈下過程に関するサンプルパスを作

成するとともに，改良型２次元平板FEMにより不同沈下を考慮したコンクリート舗装版内の応力状態を

算定した．改良型２次元平板FEMモデルにおいては，地盤の不同沈下による自重応力と航空機荷重による

応力とを同時に評価できることが特徴である．その後，マイナー則を用いて累積疲労度を算定することで，

コンクリート舗装版内のひび割れ発生ポテンシャルを評価した．さらに空港コンクリート舗装のアセット

マネジメントを行う上で適用事例を通じて，ひびわれ度のエリア毎の経年変化を表す設計パフォーマンス



44 第2章. 力学的劣化モデル（1次モデル）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

ひび割れ度

割
合

ひび割れ度=1.1未満

ひび割れ度=1.1以上4.4未満

ひび割れ度=4.4以上7.8未満

ひび割れ度=7.8以上11.1未満

ひび割れ度=11.1以上

図-2.21 ひびわれ度のレーティング分布（30年目）

カーブを提案し，マクロレベルにおける維持管理戦略への適用性について検討した．しかしながら，この

疲労度設計手法を用いた信頼度設計によるコンクリート舗装版の劣化手法には，以下のような課題が残さ

れている．第１に，本章で提案した力学的劣化モデルはいくつかのサブモデルにより構成されており，地

盤物性の不確実性，コンクリート材料およびコンクリート舗装版に関する疲労破壊基準の不確実性，施工

時のばらつき，設計・施工段階における面的なボーリング調査数量の限界，航空機走向位置のばらつき等

のさまざまな不確実性を内包した複雑な力学モデルとなっている．したがって，空港供用開始後に行われ

るモニタリングを通じて逆解析的に力学モデルを修正し，アセットマネジメントへフィードバックするの

は操作性に問題が残るばかりではなく不可能に近い．第２に，上記にも述べたが空港供用開始後は継続的

なモニタリング情報を元に，空港コンクリート舗装の劣化・損傷事象を適切にアップデートし，推計精度

を向上させるようなモデル化が必要である．第３に，現時点においては，空港コンクリート舗装の劣化事

象に関する継続的なデータが蓄積されておらず，上記のモデル化もこのような状況下において機能するモ

デルでなければならない．第４に，本章で提案した力学的劣化モデル自体も，今後の空港コンクリート舗

装のアセットマネジメントにおいて継続的なモニタリングを実施し，モニタリング情報からその有効性を

検証する必要がある．様々な不確実性を内包するモデルであっても，１次モデルの信頼性が確保されてい

ることが前提であり，今後は疲労度設計法における疲労破壊基準の評価手法を確立すべきであり，破壊確

率の適用性については今後の重要な検討課題の１つである．そこで以下，３章においては臨海部や埋立空

港における空港コンクリート舗装のアセットマネジメントにおいて重要となる地盤沈下を力学的モデルに

よる予測結果を用いて統計的に評価するともに，継続的なモニタリング情報を用いた地盤沈下予測結果を

ベイズ更新することにより推計精度を向上させる方法論について述べる．次章で述べるベイズ更新モデル
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は力学的モデルをベースにした統計的ベイズ更新モデルであり，力学的モデルと統計的モデルを混合した

ハイブリッドモデルとなっているのが特徴である．本研究においては，蓄積された継続的な劣化情報がな

い状況のもとでの劣化予測手法を最終的に提案することが目的であり，次章において，空港コンクリート

舗装に劣化・損傷事象に大きな影響を及ぼす地盤不同沈下現象についてのハイブリッドモデルの適用性に

ついて検討する．
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第3章

ハイブリッド型地盤沈下モデル

3.1 はじめに

前章で述べたように，空港コンクリート舗装の劣化・損傷状態を考えるとき，わが国における空港立地

条件が大いに影響していることは明白である．特に空港コンクリート舗装の疲労耐久性に及ぼす影響は繰

返し荷重に比べ，不同沈下量の影響が顕著であった．また一方で，地盤沈下の影響はコンクリート舗装の

勾配にも影響を及ぼし，空港の使用性および供用性の観点から空港コンクリート舗装の勾配規定を損なわ

ないようにすることも重要である．このような状況を踏まえ，空港コンクリート舗装を維持管理していく

際には，地盤沈下とりわけ不同沈下の進行を適切に評価する必要があることは言うまでもない．万一，地

盤沈下の進行により，空港舗装の勾配に関する性能規定が満足されない場合や不同沈下により疲労耐久性

が損なわれた場合，コンクリート舗装の大規模補修が必要となる．本章においては，空港舗装のアセット

マネジメント戦略を決定する上で，将来に発生する地盤沈下を予測することに重点を置き，広範囲に渡る

空港コンクリート舗装エリアの地盤沈下を予測する手法について述べる．

従来より，軟弱地盤を対象として，圧密理論を用いた地盤沈下予測モデルが開発されている [1]Ä [5]．し

かし，現実の地盤条件には多くの不確実性が介在するために，地盤沈下過程を確定的に予測することは極

めて困難である．このため，地盤条件を表す土質定数を確率変数として取り扱い，不同沈下を考慮した１

次元圧密モデルを用いて地盤沈下過程を確率的に予測する方法 [5]が提案されている．これらの確率的地盤

沈下モデルでは，土質定数を乱数発生させるとともに，土質定数の組み合わせに対して地盤沈下過程に関

するサンプルパスを発生することになる．

空港建設後，地盤沈下を継続的にモニタリングすることにより，地盤沈下過程の予測精度を向上させる

ことが可能となる．本章では，統計的な地盤沈下モデル（混合地盤沈下モデルと呼ぶ）を圧密理論を用い

て求めたサンプルパスの荷重和として表現する．その上で，モニタリング情報を用いて，サンプルパスに

割り当てられた重み係数を逐次ベイズ更新するようなハイブリッド型地盤沈下モデルを提案する．混合地

盤沈下モデルの推計精度は，サンプルパスの発生方法やその推計精度に依存している．したがって，混合

地盤沈下モデルの推計精度を議論する場合，ベイズ更新の根拠となったサンプルパスの発生方法や現象再

48
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図-3.1 ハイブリッド型地盤沈下モデルの構成

現性に関する検証が必要となる．以下，3.2では本研究の基本的な考え方を整理し，3.3で，地盤沈下１次

モデルから地盤沈下量のサンプルパスを生成する．3.4では，地盤沈下１次モデルによって発生させたサン

プルパスを元に地盤沈下２次モデルを作成する．3.5では，２次モデルのベイズ更新とベイズ予測の方法

について説明する．3.6では，適用事例について考察する．

3.2 本研究の基本的立場

3.2.1 従来の研究概要

空港舗装のアセットマネジメントに関しては，米国において既に実績があり，オクラホマ空港における

コンクリート舗装を対象とした舗装マネジメントシステム [6]やFAA（Federal Aviation Administration）

が提案している舗装マネジメントシステム [7]等の事例が存在することは前章までに述べた．両事例とも，

経年的に蓄積された，十分な空港舗装の劣化データを元に，空港舗装の劣化状態を表すPCI（Pavement

Condition Index）を用いた劣化曲線を最小二乗法を用いて推計する手法を採用しているが，劣化過程には

多大な不確実性が介在するために，劣化曲線の推計精度は必ずしも良好ではない．一方，劣化過程の不確実

性を考慮した統計的劣化モデルとして，マルコフ連鎖モデルがあげられる．マルコフ連鎖モデルでは，対象

とする施設の健全度を，複数の離散的なレーティング指標で表現し，健全度間の推移確率をマルコフ推移

確率で表現する．さらに，マルコフ推移確率を，多段階指数ハザードモデルを用いて推計する方法 [8]Ä [11]

も提案されている．しかし，統計的劣化モデルは，モデルを推計するために対象とする施設の劣化過程に

関するデータの蓄積が必要となる．

アメリカ合衆国で開発された空港舗装マネジメントシステムは，いずれも舗装地盤の安定性を前提とし
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て開発されたものである．しかし，わが国では，空港が人工島もしくは海岸埋立地に立地している場合が

少なくない．このような海上空港の維持管理においては，空港地盤の沈下が重大な影響を及ぼすことにな

る．したがって，空港舗装マネジメントにおいては，地盤沈下量の予測を考慮した維持補修政策の検討が

必要となる．空港地盤の沈下過程を予測するために，圧密理論を用いた地盤沈下モデルが提案されている．

しかし，地盤条件には多大な不確実性が介在するため，地盤沈下過程を確定的に予測することは困難であ

る．また，初期施工状態のちらばりや材料物性値の持つばらつき等，地盤沈下モデルで記述できない要因

や，モデルの信頼性等による不確実性も介在する．このため，現実に生起した地盤沈下状態が，地盤沈下

モデルにより推計された設計値と一致する保証はない．

本章では，まず空港コンクリート舗装の初期設計段階を想定し，圧密理論に基づいた地盤沈下モデル [5]

を用いて，地盤沈下過程の経年的予測を試みる．しかし，近年，建設が増加している海上空港においては，

地盤条件の不確実性が介在するため，地盤パラメータをランダムに与えることにより，舗装劣化過程のサ

ンプルパスを発生させる手法を採用する．その上で，サンプルパスの背後にある統計的な規則性を，混合

地盤沈下モデルを用いて表現する．つぎに，空港供用後の期間に着目するとともに，空港コンクリート舗

装の維持・管理過程で得られた地盤沈下情報に基づいて，混合地盤沈下モデルをベイズ更新させるという

方法論を提案する．このように，本研究で提案する地盤沈下モデルは，力学的予測モデルと統計的予測モ

デルを合成したハイブリッド型モデルである．このようなハイブリッド型地盤沈下モデルに関する研究は，

筆者の知る限り，本研究がはじめての試みである．

3.2.2 ハイブリッド型地盤沈下モデル

対象とする期間を，空港が供用される時点より以前の期間と，供用開始後の期間に分割し，前者を設計

段階，後者を運営段階と定義しよう．設計段階においては，空港地盤の沈下過程に関するモニタリング情

報は，存在していない．したがって，設計段階では，１次モデル（圧密理論を用いた地盤沈下モデル）を

用いて，メッシュごとの地盤沈下量の経年予測を行うことが課題となる．空港管理者は，設計段階で必要

なボーリング調査を実施し，地盤条件に関するデータを獲得する．ボーリング調査により獲得するデータ

は，地盤条件に関する部分情報であり，完全情報ではない．このため，地盤沈下過程を確定的には予測で

きない．したがって，設計段階では，地盤沈下に関する複数のシナリオを設定するとともに，各メッシュ

の地盤沈下過程に関するサンプルパスを獲得する．その上で，サンプル情報に基づいて，地盤沈下過程の

統計的規則性を２次モデルを用いて表現する．２次モデルにより，劣化過程の確率的な分布を表現するこ

とが可能となる．つぎに，運用段階を考えよう．空港の供用開始時点から，空港管理者は，各メッシュの

地盤沈下量を継続的にモニタリングする．空港管理者は，地盤沈下量に関するモニタリング情報に基づい

て，２次モデルをベイズ更新し，３次モデルを作成する．以上の３つのサブモデルの関係を図-3.1に整理

している．同図に示すように，本研究で提案する地盤沈下予測モデルは，１）圧密理論に基づいて，地盤
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図-3.2 地盤のモデル化（再掲）

沈下過程のサンプルパスを発生する１次モデル，２）１次モデルで生成したサンプルパスの統計的規則性

を表現する混合地盤沈下モデル（２次モデル），３）時間の経過にしたがって獲得される新しいモニタリ

ング情報を用いて２次モデルをベイズ更新する３次モデル，で構成される複合的な予測モデル（以下，ハ

イブリッド型地盤沈下モデルと呼ぶ）になっている．このようなハイブリッド型地盤沈下モデルの有効性

を検討するために，以下では，まず１次モデルと２次モデルが果たす役割について検討する．

本章では，空港地盤の沈下過程を，地盤の不同沈下過程を考慮した確率的１次元圧密モデル（１次モデ

ル）を用いて表現する．そのために，対象とする空港地盤を平面メッシュに分割するとともに，各平面メッ

シュに対して垂直方向にもメッシュ分割した３次元地盤モデルを用いる（図-3.2参照（再掲））．１次モデ

ルを用いることにより，各平面メッシュごとに，地盤沈下量の経年的変化を予測することができる．しか

し，地盤条件には多くの不確実性が介在する．このため，地盤条件をランダムに変化させた１次元圧密モ

デルを用いて，多数の地盤沈下シナリオを発生させることとする．乱数発生により各３次元メッシュの地

盤条件を確定する．このように各メッシュの地盤条件を設定すれば，１次モデルを用いて各平面メッシュ

の経年的な地盤沈下過程を予測することができる．このようにして求めた地盤沈下過程は，乱数発生によ

り求めた地盤条件シナリオに対して求めた沈下過程の１つのサンプル（以下，サンプルパスと呼ぶ）を意

味している．

地盤条件シナリオをランダム発生させることにより，それぞれ平面メッシュごとに複数のサンプルパス

を求めることができる．空港舗装の設計や維持補修計画を立案するためには，１次モデルを用いて作成し

た膨大なサンプルパスの情報を集約化することが必要である．もっとも簡単な方法は，１次モデルで求め

たサンプルパスを平均化した期待値パスを用いる方法である．期待値パスは簡便であるが，１次モデルで

求めた膨大な情報を，十分に活用できていないという限界がある．そこで，本研究では１次モデルで求め

たサンプルパスに対して重み係数を割り当て，地盤沈下過程をサンプルパスの荷重平均で表現したような

混合地盤沈下モデル（２次モデル）を定式化する．設計段階では，現実の地盤沈下過程を観測できないた
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図-3.3 混合地盤沈下モデルのベイズ更新

め，２次モデルを統計的に推計することは不可能である．したがって，各サンプルパスの確かさに関する理

論的・経験的な追加情報が存在しなければ，各サンプルパスに対する重みを等しく取り扱わざるを得ない．

すなわち，地盤沈下過程は，サンプルパスを平均化した期待値パスとして定義される．しかし，空港が供

用された後は，地盤沈下過程に関するモニタリング情報が獲得できる．モニタリング情報を活用し，２次

モデルを逐次ベイズ更新し，地盤沈下過程の予測精度を向上することが課題となる．

3.2.3 ベイズ更新スキーム

空港舗装マネジメントにおいては，地盤沈下過程を継続的にモニタリングし，設計段階で予測した地盤

沈下過程を再評価し，必要であれば維持補修戦略の見直しを図ることが求められる．いま，図-3.3に示す

ように，空港供用時点 t0から一定期間が経過し，現在時点Tに到達したと考える．設計段階では，確率１次

元圧密モデルを用いて，地盤沈下過程を予測する．図中の破線は，ある平面メッシュをとりあげ，メッシュ

の地盤沈下量の経年変化を予測した結果を示している．図中には土質定数を変化させた 20個の計算シナリ

オに対して求めた地盤沈下過程のサンプルパスを示している．さらに，図中の太い赤線は，これらのサン

プルパスの単純平均により求めた期待値パスを示している．空港供用開始後，各メッシュの地盤沈下過程

のモニタリングを継続したと考える．同図には，供用開始時点 t0から，現在時点Tに至るまでに観測され

た地盤沈下量を●印でプロットしている．同図の設定では，プロットされた地盤沈下量の実測値は，太線

で示された期待値パスよりも下方に位置させている．現実の地盤沈下プロセスにおいてもこのようなケー

スは十分に想定され，その沈下のスピードは期待値パスよりも速くなる．すなわち，期待値パスを用いた

場合には現実の沈下速度を過小評価する可能性があり，期待値パスのみで舗装マネジメントを実施するこ

とには限界がある．

混合地盤沈下モデルは，サンプルパスに対して重み係数を割り当て，サンプルパスの荷重平均を求める
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ことによって獲得できる．さらに，期待値パスは，図に示した 20個のサンプルパスに等しい重みをつけて，

サンプルパスの単純平均を求めた結果である．しかし，モニタリング情報に基づけば，混合地盤沈下モデ

ルを構成する場合，現実のモニタリング結果に近いサンプルパスに対してより大きい重みをつけたほうが，

より合理的な予測結果を獲得できる．さらに，重みベクトルがある事前分布に従って分布すると考えよう．

初期時点においては，地盤沈下に関するモニタリング情報は利用可能でない．したがって，すべてのサン

プルパスに対して，等しい重みが割り当てられる．しかし，モニタリング情報が獲得できれば，地盤沈下

量の観測値に近いサンプルパスに対して，より大きい重みが割り当てられるようになる．その結果，重み

係数の分布範囲をより狭い範囲に限定することが可能となる．図-3.3には，現在時点Tまでのモニタリン

グ情報を用いてベイズ更新した混合地盤沈下モデルを用いて，現在時点T以降の地盤沈下過程を予測した

サンプルパスを青い１点鎖線で示している．１次モデルで求めたサンプルパスの散らばりと比較して，ベ

イズ更新後のサンプルパスは狭い範囲に収束しており，混合地盤沈下モデルの予測精度が向上しているこ

とが理解できる．

3.2.4 混合地盤沈下モデルの推計精度

混合地盤沈下モデルは，１次モデルによる予測結果に基づいて統計的に再構成したものである．このよ

うに作成した混合地盤沈下モデルの推計精度は，１）サンプルパスを発生した１次モデルの信頼性，２）２

次モデルが１次モデルのデータ発生メカニズムを十分な精度で近似しているかどうかに依存している．本

研究では，前者を１次モデルの信頼性問題，後者を２次モデルの信頼性問題と呼ぶこととする．

空港舗装マネジメントでは，地盤沈下過程を継続的に観測することにより２次モデルの推計精度の向上

を図ることが求められる．しかし，２次モデルをベイズ更新したとしても，それで１次モデルの信頼性問

題が解消したわけではないことに留意する必要がある．１次モデルの効用は，地盤沈下現象を力学モデル

として表現できる点にある．地盤沈下予測結果に誤差が発生した場合，それが設計段階に想定していた範

囲の中にある誤差であるかどうかを評価することが重要な課題となる．混合地盤沈下モデルの統計的信頼

性を分析することにより，ハイブリッド型地盤沈下モデルの予測誤差が，１次モデルが生成したサンプル

データにより想定される予測誤差の範囲の中に納まるかどうかを検討することが可能となる．もちろん，こ

のような統計的信頼性の検討を行っても，それにより１次モデルの信頼性が確認されたわけではない．せ

いぜいのところ「１次モデルを用いて，地盤沈下現象を近似的に表現できている」という判断情報を獲得

したにすぎない．地盤沈下過程の実績が，当初想定した誤差の範囲を逸脱していると判断される場合には，

１次モデルの信頼性を疑うべきであり，圧密理論を用いた地盤沈下モデルの再検討が必要となることは言

うまでもない．
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3.3 地盤沈下モデル（１次モデル）

3.3.1 モデル化の前提条件

空港管理者がカレンダー時刻ú0に空港施設を新たに建設し，それ以降の時点にわたって空港コンクリー

ト舗装を管理する問題を考える．カレンダー時刻ú0を初期時点 t = 0とする離散的時間軸 t = 0; 1; 2;ÅÅÅを

導入する．離散的時間間隔として，1年間を想定する．離散軸上の各点 tを時点と呼ぶ．時点 tにおいて生

じる地盤沈下現象に対して，空港コンクリート舗装を管理する際には，とりわけ地盤の不同沈下現象に着

目する必要がある．空港用地は平面的な広がりを持ち，特に海上あるいは，臨海部の空港においては，造

成地盤を構成する地盤物性に大きなばらつきが内在していることが指摘されている．そこで，地盤物性の

ばらつきによる不同沈下量を評価することが空港コンクリート舗装を管理する上で重要になる．地盤物性

のばらつきを考慮した不同沈下シミュレーションモデルは，これまでにもいくつかの空港における不同沈

下予測に利用されている．本研究においても，実務において実績のある土田・小野 [5]の不同沈下モデルを

用いて，地盤沈下のサンプルパスを作成する．

3.3.2 地盤モデルの構成

2.3.1節で述べた土田・小野による不同沈下モデル [5]（以下，土田モデルと称する）は，軟弱地盤を埋

立てた場合のように，圧密沈下が大きく，せん断による沈下を無視しうるような地盤を対象とした不同沈

下予測モデルである．本モデルの詳細については，参考文献 [5]に譲るが，本節では１次モデルからハイブ

リッドモデルへ至る一連の流れを示すために，再度モンテカルロシミュレーションの基本構成について簡

単に説明する．モデル地盤を平面的なメッシュに分割し，それぞれのメッシュごとに独立して沈下が生じ

ると仮定する．また，深度方向における地盤条件の不均一性を考慮するために，鉛直方向に対して図-3.2

に示したような地盤メッシュ分割を設定する．その上で，地盤を３次元ブロックを用いてメッシュ分割す

るとともに，各ブロックにおける土質定数が，ある確率分布に従って分布すると仮定する．その際，ブロッ

ク間の土質定数の空間的相関を考慮する．各ブロックの土質定数を確率分布よりランダムにサンプリング

する．その上で，平面メッシュにおける地盤沈下量を１次元圧密理論を用いて予測する．沈下量計算にお

いては，以下の５つの仮定を設ける．すなわち，１）１次元圧密方程式を用い，圧密沈下は各平面メッシュ

ごとに独立に発生する．２）各３次元ブロックごとに載荷重とそれに対する沈下量を算定し，その重ね合

わせにより各平面メッシュの沈下量を求める．３）最終沈下量の計算に eÄ logp曲線を用いる．４）平面

メッシュごとに深さ方向に多層地盤となるが，圧密度の計算には換算層厚法を用いる．５）地中応力の計

算には，地盤を弾性体としてブシネスクの式を用いる．さらに，モンテカルロシミュレーションにより，対

象地盤を構成するブロック内の土質定数をランダムに変化させた計算ケースを設定し，対象地域全体の地

盤沈下過程に関するサンプルパスを多数発生する．表-3.1（再掲）は，確率的１次元圧密モデルにおいて
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表-3.1 確率的１次元圧密モデルに用いる土質定数（再掲）
圧密係数 cv 対数正規分布

圧縮指数 Cc 正規分布

圧密降伏応力 pc 正規分布

初期間隙比 e0 正規分布

考慮する土質定数と分布関数を示している．

一般的な土層モデルにおいては，地盤内の土質特性は水平方向，鉛直方向ともほぼ連続的に変化してい

ると考えられるが，海上空港などの埋立て地盤においては，埋立て土の土質物性のばらつきは少なくない．

このため，各平面メッシュの地盤沈下量の間に差異が生じることにより，地盤の不同沈下が発生する可能

性が大きい．土田モデルでは，地盤の水平方向の相関性を，土質定数の空間的自己相関係数

úij = exp(Är2ij=b2) (3.3.1)

を用いて評価する．ただし，úij：メッシュi; j間の空間的自己相関係数，rij：メッシュi; j間の距離，b：相

関距離である．相関距離 bは，単位距離当たりの空間的自己相関性の強さを表すパラメータであり，bの値

が大きいほど広い範囲において空間的相関が大きいことを意味している．一方鉛直方向には代表地点で実

施したボーリング調査結果に基づいて土質定数を設定する．

鉛直方向の地表面からの深さに着目しよう．特に，同一の鉛直方向レベルに属する平面メッシュをとり

あげる．対象地盤の一定深度を構成するN個の平面メッシュi(i = 1;ÅÅÅ;N)の土質定数をXi(i = 1;ÅÅÅ; N)

で表すこととしよう．このとき，各ブロックの土質定数間の空間的相関構造を表す分散・共分散行列を

Cx =

0

B

B

B

B

B

B

@

V ar[X1] ÅÅÅ cov[X1; XN ]

cov[X2; X1] ÅÅÅ cov[X2; XN ]

Å Å
Å Å

cov[XN ; X1] ÅÅÅ V ar[XN ]

1

C

C

C

C

C

C

A

(3.3.2)

と定義する．この行列の各要素は空間的自己相関関数úijを用いれば

cov[Xi;Xj ] = õ
2úij (3.3.3)

と特定化できる．ただし，õ2 = V aR[Xi] (i = 1;ÅÅÅ;N)は，土質定数の分散を表す．分散・共分散行列

(3.3.2)は，正値対称行列であるため対角下半行列Cを用いてコレスキー分解

Cx = CC0 (3.3.4)
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が可能である．ただし，記号 0は転置操作を表す．また，対角下半行列Cは

C =

0

B

B

B

B

B

B

@

C11 0

C12 C22

Å
Å

CN1 CN2 ÅÅÅ CNN

1

C

C

C

C

C

C

A

と表される [5]．ここで，各メッシュの土質定数をランダム発生させるためにn個の正規乱数a = (a1;ÅÅÅ; aN )0

を発生させよう．ただし，aiは平均 0，分散 1の正規分布N(0; 1)からサンプルした値である．さらに，各

メッシュにおける土質定数Xの期待値ベクトルをñx = (ñ
1
x;ÅÅÅ; ñNx )0と表そう．この時，正規乱数サンプ

ルaに対して土質定数サンプルベクトルXを

X = ñ+Ca

と表すことができる [5]．

3.3.3 地盤沈下サンプルパスの発生

１次元圧密理論を用いて，地盤沈下過程に関するサンプルパスを発生させよう．1次元圧密沈下モデルの

詳細に関しては，参考文献 [12]に譲ることとする．ここでは，その内容を簡単に紹介しておく．いま，荷

重が一定であると考え，Terzaghiの１次元線形弾性圧密理論を用いれば，１次元圧密方程式は

@u

@t
= cv

@2u

@z2
(3.3.5)

と表される．ただし，uは過剰間隙水圧，cvは圧密係数，zは垂直方向の座標軸（地表面において z = 0）で

ある．粘土層厚を ñHで表そう．境界条件

z = 0; t = tで，u = 0 (3.3.6a)

z = ñH; t = tで，
@u

@z
= 0 (3.3.6b)

と，初期条件

t = 0; z = zでu = pz (3.3.7)

の下で解く．ただし，pzは荷重条件である．この時，圧密方程式 (3.3.5)の解は

Uu =
1
X

n=0

(Ä1)n2
ãn

cos(ãnZ) exp(Äã2nTv) (3.3.8)

と表される．ただし，ãn = ô(2n+ 1)=2である．また，無次元量Uu; Z; Tvは，

Uu =
u

pz
; Z =

z
ñH
; Tv =

cv
ñH2
t (3.3.9)
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と表される．ここで，圧密の進行度合いを表す圧密度を，

Uu =
s

sf
= 1Ä ñu

pz
(3.3.10)

と定義しよう．ただし，ñuは全層の平均過剰間隙水圧，sは地盤沈下量，sfは最終沈下量である．式 (3.3.8)

を用いて，平均過剰間隙水圧を求めれば，

Uu = 1Ä
1
X

n=0

2

ã2n
exp(Äã2nTv) (3.3.11)

と表すことができる．したがって，初期時刻 t0から時間 tが経過した時点の地盤沈下量は

s = sf

(

1Ä
1
X

n=0

2

ã2n
exp

í

Äã
2
ncv
ñH2
t

ì

)

(3.3.12)

と表せる．つぎに，eÄ logp法を用いて１次元圧密を表現すれば，１次元圧密での最終圧密沈下量 sfは

sf = H
Åe

1 + e0
(3.3.13)

と表せる．ただし，Hは粘土層厚，e0は初期間隙比であり，間隙比の変化Åeは，Ccは圧縮指数，pcは圧密

降伏応力，Åpは初期間隙比に規定される eÄ logp曲線と載荷荷重によって求められる．eÄ logp曲線では，

造成等による載荷荷重の増加により，応力が圧密降伏応力を超過した塑性領域における圧密過程も考慮さ

れている．本研究では，eÄ logp曲線を解析的に取り扱うために奥村，土田による近似式 [3]を用いるが，そ

こでは，eÄ logp曲線を 1次式と放物線によって近似しており，近似式の中に圧密降伏応力をパラメーター

として用いている．一方，圧密度は圧密係数 cvに依存する．したがって，これらの土質定数を，表-3.1に

示すようにランダムに変化させることにより，種々の地盤沈下曲線を表現することが可能となる．

１次モデルでは，すべての３次元ブロックに対して，表-3.1に示す土質定数を，それぞれ同時にランダ

ム発生させる．このように，すべてのブロックに対して，モンテカルロシミュレーションにより土質定数

を発生させた結果を，以下では計算シナリオと呼ぶこととする．いま，計算シナリオを発生したとしよう．

その上で，各ブロックごとに，初期時点からの経過時間に対応する地盤沈下量を式 (3.3.12)を用いて算定

する．さらに，各平面メッシュに対して，それと対応する鉛直方向の地盤ブロックの沈下量を集計するこ

とにより，当該の平面メッシュの地盤沈下量を求めることができる．このようにして，計算シナリオのそ

れぞれに対して，各平面メッシュごとに，初期時点からの経過時間に対応した地盤沈下量を求めることが

できる．このような初期時点からの経過時間と沈下量との関係を，本研究では地盤沈下過程のサンプルパ

スと呼ぶ．したがって，計算シナリオのそれぞれに対して，すべての平面メッシュにおけるサンプルパス

を発生することが可能となる．
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3.4 混合地盤沈下モデル（２次モデル）

3.4.1 ２次モデルの目的

１次モデルを用いることにより，各平面メッシュごとに複数個の地盤沈下過程に関するサンプルパスを

発生することができる．すなわち，各サンプルパスは，ランダムに発生させた土質定数を与件として，地

盤沈下過程をシミュレートした結果を表している．地盤条件には不確実性が介在するために，現実に観測

される地盤沈下過程がある特定のサンプルパスに一致する保証はない．本節では，現実の地盤沈下過程を，

１次モデルで求めたサンプルパスの荷重和で表現するような混合地盤沈下モデルを用いて表現する．前述

したように，期待値パスはすべてのサンプルパスの期待値を求めたものであり，すべてのサンプルパスに

等しいウェイトをつけたような混合地盤沈下モデルの特殊事例に他ならない．混合地盤沈下モデル（２次

モデル）を用いて，サンプルパスの背後にある確率的構造を表現することが可能である．さらに，２次モ

デルを作成することにより，1）空港供用後に観測される地盤沈下量に関するモニタリング情報を用いて，

地盤沈下モデルのベイズ更新が容易になる．2）地盤沈下モデルの予測精度に関する統計的検定が可能にな

るという利点がある．

3.4.2 混合地盤沈下モデルの定式化

地盤の平面メッシュ番号を i = 1;ÅÅÅ; Nと表そう．さらに，１次モデルで求めたサンプルパスk = 1;ÅÅÅ;K

は，各メッシュの時点 tにおける地盤沈下量を表現している．平面メッシュiのサンプルパスkにおける時

点 t (t = 0;ÅÅÅ; T )の地盤沈下量を fi(t; k)と表そう．混合地盤沈下モデルは１次モデルで発生したサンプル

パスの荷重和として定義される．各サンプルパスに割り付けられる重み係数が一意的に決定されるために

は混合地盤沈下モデルを構成するサンプルパスが互いに独立でなければならない．ここではK個の独立な

サンプルが得られたと考えよう．サンプルパスの独立性に関する検討方法については3.6.3において説明

する．混合地盤沈下モデルはサンプルパスの線形結合

yti =
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k) + "i (3.4.14)

として表現できる．ここに，!i(k)は，サンプルパスkに対して割り当てられた重みであり，

K
X

k=1

!i(k) = 1 (i = 1;ÅÅÅ;N) (3.4.15)

が成立する．ここで，平面メッシュiの重みベクトルを!i = (!i(1);ÅÅÅ; !i(K))と表そう．重みベクトル!i

は，制約条件 (3.4.15)を満足するような確率変数である．つぎに，"iは，測定誤差を表す確率変数であり，

1次元正規分布N(0; õ2i )に従うと仮定する．各平面メッシュの確率誤差項の間に空間的な相関関係が存在

する可能性がある．しかし，本研究の適用事例では平面メッシュ数が 528個であり，確率誤差項の空間相

関を考慮しようとすれば 528Ç 528 = 268; 324次元の分散・共分散行列を考慮する必要があり，計算負荷が
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膨大になる．このため，実用上の操作性を確保するため，本研究では混合地盤沈下モデルの確率誤差項の

空間相関を考慮しないこととする．混合地盤沈下モデルを行列表記するために，

yt = (yt1;ÅÅÅ; ytN )0

! =

0

B

B

B

B

B

B

B

B

@

!1(1) ÅÅÅ !1(k) ÅÅÅ !1(K)
...

. . .
...

. . .
...

!i(1) ÅÅÅ !i(k) ÅÅÅ !i(K)
...

. . .
...

. . .
...

!N (1) ÅÅÅ !N (k) ÅÅÅ !N (K)

1

C

C

C

C

C

C

C

C

A

f(t) =

0

B

B

B

B

B

B

B

B

@

f1(t; 1) ÅÅÅ fi(t; 1) ÅÅÅ fN (t; 1)
...

. . .
...

. . .
...

f1(t; k) ÅÅÅ fi(t; k) ÅÅÅ fN (t; k)
...

. . .
...

. . .
...

f1(t;K) ÅÅÅ fi(t;K) ÅÅÅ fN (t;K)

1

C

C

C

C

C

C

C

C

A

" = ("1;ÅÅÅ; "N )0

を定義しよう．ただし，記号 0は転置操作を表す．この時，平面メッシュ全体の地盤沈下過程を表す混合地

盤沈下モデルは

yt = !f(t) + " (3.4.16)

と表せる．

3.4.3 地盤沈下量の確率的予測

混合地盤沈下モデル (3.4.16)の重み行列!と確率誤差項ベクトル"が確率変数であることに留意しよう．

これらの確率変数の値を特定化すれば，具体的な地盤沈下パスを得ることができる．ここで，!iの事前確

率密度関数が，ディリクレ分布に従うと仮定しよう．ディリクレ分布の確率密度関数は，

D(!ijã(0)) = â(ã(0))
K
Y

k=1

f!i(k)gã
(0)
k
Ä1 (3.4.17)

â(ã(0)) =
Ä(

PK
k=1ã

(0)
k )

QK
k=1Ä(ã

(0)
k )

で与えられる．ただし，Ä(Å)はガンマ関数であり，ã(0) = (ã(0)1 ;ÅÅÅ; ã
(0)
K )は初期データにおける定数パラ

メータベクトルである．設計段階では，地盤沈下過程に関する先験的情報 [13]として，１次モデルの計算

結果の（サンプルパス）のみが利用可能である．サンプルパスを用いたディリクレ分布のパラメータの設

定方法に関しては，のちに3.6.3で言及する．つぎに，ûi = õ
Ä2
i とおき，ûiの事前確率密度関数が，ガン

マ分布に従うと仮定しよう．すなわち，ûò G(å(0); ç(0))であり，ガンマ分布の確率密度関数は，

g(ûijå(0); ç(0))
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=
(ç(0))å

(0)

Ä(å(0))
ûå

(0)Ä1
i exp(Äç(0)ûi) (3.4.18)

で与えられる．ただし，å(0)，ç(0)は初期データにおける定数パラメータである．この時，メッシュiの時

点 tにおける地盤沈下量 ytiの事後確率密度関数ô(yti)は，

ô(yti) /
Z

ÅÅÅ
Z

ûå
(0)Ä1=2
i

K
Y

k=1

!i(k)
ã
(0)
k
Ä1

exp

2

4Äûi

8

<

:

ç(0) +
1

2

†

yti Ä
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)

!2
9

=

;

3

5

dûid!i(1)ÅÅÅd!i(K Ä 1) (3.4.19)

と表される．ただし，!i(K) = 1Ä
PK
k=1 !i(k)である．事後確率密度関数ô(yti)を解析的に求めることは困難

であり，モンテカルロシミュレーションにより求める．すなわち，ûi; !i(1);ÅÅÅ; !i(KÄ1)を事前確率密度関数

(3.4.17),(3.4.18)よりランダムサンプリングするとともに，ytiを正規確率密度関数N(
PK
k=1 !i(k)fi(t; k); û

Ä1
i )

よりランダム抽出することにより地盤沈下量の確率分布を求めることができる．

3.5 ベイズ更新モデル（３次モデル）

3.5.1 混合地盤沈下モデルのベイズ更新

一般に，ベイズ推計法は，１）事前の経験情報などに基づいて，パラメータ!i，ûiの事前確率密度関数

(3.4.17),(3.4.18)を設定する．２）新しく獲得したデータñyに基づいて尤度関数L(!i; ûi : ñy)を定義する．

記号「ñ　」はモニタリング情報 (実測値）を意味している．さらに，３）ベイズの定理に基づいて事前確率

密度関数を修正し，パラメータ!i，ûiに関する事後確率密度関数ô(!i; ûijñy)を得る，という手順を採用す

ることになる [14];[15]．以上の手順を，本研究ではベイズ推計ルールと呼ぶ．最尤法と異なり，未知パラ

メータ!i; ûiの確率分布が，事後分布として求まる点にベイズ推計法の特徴がある．事前確率密度関数設定

には，任意性が介在せざるを得ないが，サンプル数が増加するにつれて事前確率密度関数の特定化の影響

は次第に低下する．

混合地盤沈下モデルは，１次モデルで発生した地盤沈下過程に関するサンプルパスを用いて，地盤沈下

過程に介在する統計的不確実性を表現した統計的モデルである．混合地盤沈下モデルには，各サンプルパ

スに割り当てられた重みベクトル!i，確率的誤差項"iという確率変数が含まれている．初期時点において

は，これらの確率変数に関する観測値が存在せず，地盤沈下過程の統計的性質は確率変数の事前確率密度

関数の特定化に依存する．しかし，空港が供用された運用段階では，地盤沈下に関する経年的なモニタリ

ング情報が入手可能となる．このようなモニタリング情報を利用することにより，現時点以降における地

盤沈下予測の精度を向上することが可能となる．
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3.5.2 尤度関数の定式化

初期時点から時点Tにいたる各時点 t (t = 0;ÅÅÅ; T )において，各メッシュの地盤沈下量に関するモニタ

リング情報が計測され，地盤沈下量に関するデータñy0;Ti = (ñy0i ;ÅÅÅ;ñyTi ) (i = 1;ÅÅÅ; N)が獲得できたと考

えよう．モニタリング結果全体をベクトルñy0;T = (ñy0;T1 ;ÅÅÅ;ñy0;TN )と表す．ここで，ひとまず重みベクトル

!iを与件とし，確率誤差項のみが確率変数と考える．確率誤差項の分散の逆数ûも与件とする．この時，モ

ニタリング結果ñy0;Ti が観測される尤度は

L(ñy0;Ti j!i; ûi)

/
T
Y

t=0

û1=2i exp

2

4Äûi
2

(

ñyti Ä
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)

)2
3

5

(3.5.20)

と表される．つぎに，!iの事前確率密度関数が，ディリクレ分布 (3.4.17)，分散の逆数ûiがガンマ分布 (3.4.18)

に従うと仮定しよう．この時，!i; ûi (= õ
Ä2
i )の事後分布は

ô(!i; ûijñy0;Ti )

/ L(ñy0;Ti j!i; ûi)D(!ijã(0))g(ûijå(0); ç(0))

/ ûå
(0)+(TÄ1)=2
i exp

"

Äûi

(

ç(0) +
1

2

T
X

t=0

ê

ñytiÄ

K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)
ë2

)#

K
Y

k=1

!i(k)
ã
(0)
k
Ä1 (3.5.21)

となる．

3.5.3 ＭＨアルゴリズム

事後確率密度関数ô(!i; ûijñy0;Ti )を正確に導出しようとすれば，基準化定数，

m(ñy0;Ti ) =

Z

Ç

L(ñy0;Ti j!i; ûi)

D(!ijã(0))g(ûijå(0); ç(0))d!idûi (3.5.22)

を求めることが必要となる．ただし，Çはパラメータ!i，ûiの定義域である．しかし，基準化定数を解析的に

求めることは不可能であり，事後確率密度関数ô(!i; ûijñy0;Ti )を明示的に求めることに困難が伴う [16];[17]．

したがって，本研究では代表的なMCMC法であるMH法 [16]を用いて，パラメータ!i，ûiの標本サンプ

ルを事後確率密度関数から抽出する [18]．

!i; ñy
0;T
i を既知とした時のûiの条件付き事後確率密度関数ô(ûij!i;ñy0;Ti )は，

ô(ûij!i;ñy0;Ti )
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/ ûñå
(0)Ä1
i exp(Äñç(0)ûi) (3.5.23)

ñå(0) = å(0) +
T + 1

2
(3.5.24)

ñç(0) = ç(0) +
1

2

T
X

t=0

(

ñyti Ä
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)

)2

(3.5.25)

と表せる．すなわち，ô(ûij!i;ñy0;Ti )はガンマ分布G(ñå(0);ñç(0))に従い，ûiの標本サンプルはガンマ分布

G(ñå(0);ñç(0))から発生させることができる．

つぎに，ûi; ñy
0;T
i を既知とした!iの条件付事後確率密度関数ô(!ijûi;ñy0;Ti )は，

ô(!ijûi;ñy0;Ti )

/ exp

2

4Äûi
2

T
X

t=0

(

ñyti Ä
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)

)2
3

5

K
Y

k=1

!i(k)
ã(0)
k
Ä1 (3.5.26)

と表せる．式 (3.5.26)に示される!iの条件付事後確率密度関数は，一般によく知られた分布ではない．した

がって，!iの標本サンプルを条件付事後確率密度関数ô(!ijûi;ñy0;Ti )から直接サンプリング [19]することは

難しい．したがって，一般的なMCMC法のアルゴリズムであるギブスサンプリングを用いることが困難と

なる．そこで，本研究では，直接サンプリング法を用いないMH法を適用する．MH法では，ô(!ijûi;ñy0;Ti )

を近似するような代替的な分布からサンプリングを行い，それに基づいて本来の分布からのサンプルを求

めることになる．この近似分布は，目標分布から抽出するサンプルの候補を提案・生成することから提案

分布と呼ばれる．ただし，提案分布の近似が悪いと，新しい候補点になかなか移動することができず，事

後分布からのサンプリングが進まないことが知られている．したがって，より近似のよい提案分布と，で

きるだけランダムに新しい候補点を選択することが重要となる．本研究では，新たな候補点!0iを提案する

方法としてランダムウォークを用いる．いま，パラメータベクトル!iの初期値を!0i = (!0i (1);ÅÅÅ; !0i (K))

としよう．この時，新たな候補点!0iを，

!0i = !
0
i +ïó (3.5.27)

のように提案する．ただし，ïはステップ幅の範囲を定める定数パラメータであり，ó= (ó(1);ÅÅÅ; ó(K))はス

テップ幅を定めるパラメータベクトルである．候補点!0iは重みパラメータベクトルであるため，
PK
k=1 !

0
i(k) =

1を満たす必要がある．よって，パラメータベクトルóは
PK
k=1ó(k) = 0を満たさなければならない．そこ

で，Iを 1ÇK次の単位行列として，ó0 = ó+KÄ1Iと変数変換をし，ó0がディリクレ分布に従うとする．

この時，ステップ幅の範囲は全てのkについて等しく，(ÄïKÄ1; ï(1ÄKÄ1))となる．また，提案分布の

密度関数（提案密度）として，定数パラメータベクトルü= (ü1;ÅÅÅ; üK)を持つディリクレ分布を用いて，

q(!0i ;!
0
ijûi;ñy

0;T
i ) = D

í

!0i Ä!0i
ï

+
I

K

å

å

å

å

ü

ì

(3.5.28)
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ステップ１　初期値設置
　・パラメータ推定量など： ，
　・サンプル数： ，
　・その他パラメータ

ステップ２　 の標本抽出

１）候補点　　 の提案・・・式(3.5.31) ディリクレ分布から
の乱数発生

２）受容判定
・受容確率 ：　　　　　　　 ・・・式(3.5.32)
・一様分布乱数： u

Yes

No

î(!ni ;!
0
ijûni ;ñy

0;T
i )

î(!ni ;!
0
ijûni ;ñy

0;T
i )>u

!0i(k)ï 0

!n+1i =!0i

!0i

!i

û0i!0i
n ñn

ステップ３　 の標本抽出
・　　　　　　　　　から　　　抽出

・ガンマ分布　　　　　 から　　　抽出
　　　　　　　　⇒ギブズサンプラー

G(ñå(0);ñç(0)) ûn+1i

ûi

ステップ４　アルゴリズムの終了判定
　・　　と　　　 の記録ûn+1i
!n+1i

nîñn
Yes

終了

n= n+1

ó

ô(ûij!n+1i ;ñy0;Ti ) ûn+1i

No

ステップ１　初期値設置
　・パラメータ推定量など： ，
　・サンプル数： ，
　・その他パラメータ

ステップ２　 の標本抽出

１）候補点　　 の提案・・・式(3.5.31) ディリクレ分布から
の乱数発生

２）受容判定
・受容確率 ：　　　　　　　 ・・・式(3.5.32)
・一様分布乱数： u

Yes

No

î(!ni ;!
0
ijûni ;ñy

0;T
i )

î(!ni ;!
0
ijûni ;ñy

0;T
i )>u

!0i(k)ï 0

!n+1i =!0i

!0i

!i

û0i!0i
n ñn

ステップ３　 の標本抽出
・　　　　　　　　　から　　　抽出

・ガンマ分布　　　　　 から　　　抽出
　　　　　　　　⇒ギブズサンプラー

G(ñå(0);ñç(0)) ûn+1
i

ûi

ステップ４　アルゴリズムの終了判定
　・　　と　　　 の記録ûn+1i
!n+1i

nîñn
Yes

終了

n= n+1

ó

ô(ûij!n+1i ;ñy0;Ti ) ûn+1i

No

図-3.4 MHアルゴリズムの概要

と定義する．この提案分布は，条件

q(!0i ;!
0
ijûi;ñy

0;T
i ) = q(!0i;!

0
i jûiñy

0;T
i ) (3.5.29)

を満たしている．よって，提案密度 qは (!0i ;!
0
i)に関して対称であるため，新しい候補点の受容確率î(!0i ;!

0
ijñy

0;T
i )

を，

î(!0i ;!
0
ijñy

0;T
i ) = min

(

ô(!0ijûni ;ñy
0;T
i )

ô(!ni jûni ;ñy
0;T
i )

; 1

)

(3.5.30)

と表すことができる．受容された場合には新しい候補点に移動し，棄却された場合にはその場にとどまる．

図-3.4に，MH法によるアルゴリズムをフローチャートにより示している．MHアルゴリズムの手順は，以

下のように整理できる．
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a）ステップ１　初期値設定

シミュレーション回数をn = 0とし，事前分布 (3.4.17),(3.4.18)のパラメータベクトルã(0) = (ã
(0)
1 ;ÅÅÅ; ã

(0)
K )，

å(0)，ç(0)の値を任意に設定する．さらに，パラメータ推計量の初期値!0i = (!
0
i (1)，ÅÅÅ，!0i (K)), û0iを任

意に設定する．定数パラメータï，定数パラメータベクトルüサンプル数n，ñnを設定する．これらの初期値

の影響は，MCMC法によるシミュレーション回数が蓄積されるにつれ，次第に薄れていく．

b）ステップ２　パラメータ推計量!iの標本抽出

シミュレーション回数n+1におけるパラメータ推計量!n+1i = (!n+1i (1)，ÅÅÅ，!n+1i (K))を次のように

発生する．

1）候補点の提案

ディリクレ分布に従うó0を乱数発生させる．ステップ幅を定めるパラメータベクトルóをó= ó0ÄKÄ1I

より計算する．新たな候補点!0iを，

!0i = !
n
i +ïó (3.5.31)

とする．

2）受容判定

受容確率，

î(!ni ;!
0
ijûni ;ñy

0;T
i ) = min

(

ô(!0ijûni ;ñy
0;T
i )

ô(!ni jûni ;ñy
0;T
i )

; 1

)

(3.5.32)

を計算する．続いて一様分布u～U(0; 1)を発生させ，

î(!ni ;!
0
ijûni ;ñy

0;T
i ) > u (3.5.33)

!0i(k) ï 0(k = 1;ÅÅÅ;K) (3.5.34)

の両式を同時に満たす時，!n+1i = !0iとしてステップ３へ，そうでない場合はステップ２の 1)へ戻る．

c）ステップ３　パラメータ推計量ûiの標本抽出

ûn+1i をô(ûij!n+1i ;ñy0;Ti )から発生させる．すなわち，ûn+1i をガンマ分布G(ñå(0);ñç(0))から乱数発生させる．

d）ステップ４　アルゴリズムの終了判定

以上で求めたパラメータ推計量の更新値!n+1i = (!n+1i (1)，ÅÅÅ，!n+1i (K)), ûn+1i を記録する．n î ñnの

場合，n = n+ 1としてステップ２へ戻る．そうでない場合，アルゴリズムを終了する．
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なお，アルゴリズムの初期段階においては，パラメータ推計量の初期値設定の影響が残存している．し

たがって，シミュレーション回数nが十分大きなnに到達するまでのパラメータ標本を除去することが望ま

しい．また，以上のMHアルゴリズムにおいて，推移核K((!ni ; û
n
i ); (!

n+1
i ; ûn+1i )jñy0;Ti )を，

K((!ni ; û
n
i ); (!

n+1
i ; ûn+1i )jñy0;Ti )

= ô(!n+1i jûni ;ñy
0;T
i )ô(ûn+1i j!n+1i ;ñy0;Ti ) (3.5.35)

と定義しよう．この時，(!ni ; û
n
i )(n = 1; 2;ÅÅÅ)は推移核K((!ni ; û

n
i ); (!

n+1
i ; ûn+1i )jñy0;Ti )を持つマルコフ連

鎖に従う．さらに，このマルコフ連鎖の定常状態をô(!i; ûijñy0;Ti )と表そう．十分大きなnに対して，この

ようなマルコフ連鎖が定常状態に到達していると考えれば，MH法で求めた (!ni ; û
n
i )(n = n+1;ÅÅÅ;ñn)は，

事後確率密度関数ô(!i; ûijñy0;Ti )からの標本サンプルと見なすことができる．これらの標本サンプルを用い

て，パラメータ (!i; ûi)の事後分布に関する各種の統計量を計算することができる．

3.5.4 事後分布に関する統計量

MCMC法によって得られた標本に基づいて，パラメータベクトル!i; ûiに関する統計的性質を分析する

ことができる [20];[21]．MCMC法を用いた場合，パラメータの事後確率密度関数ô(!i; ûijñy0;Ti )を解析的な

関数として表現することはできない．得られた標本を用いてノンパラメトリックに分布関数や密度関数を

推計することとなる．いま，MH法によって得られた標本を (!ni ; û
n
i ) (n = 1;ÅÅÅ; n)と表そう．このうち，

最初のn個の標本は収束過程からの標本と考え，標本集合から除去する．その上で，パラメータの標本添字

集合をM = fn+ 1;ÅÅÅ; ngと定義しよう．このとき，パラメータ!iの同時確率分布関数F (!i)，及びパラ

メータûiの周辺確率分布関数G(ûi)は，

F (!i) =
#f!ni î !i; n 2Mg

nÄ n (3.5.36a)

G(ûi) =
#fûni î ûi; n 2Mg

nÄ n (3.5.36b)

と表すことができる．ただし，#f!ni î !i; n 2Mgは論理式!ni î !i; n 2Mが成立するサンプルの総数

である．また，パラメータ!iの事後分布の期待値ベクトル ~ñi(!i)，分散・共分散行列 ~Ü i(!i)は，それぞれ

~ñi(!i) = (~ñ(!i(1));ÅÅÅ; ~ñ(!i(K)))0

=
ê

n
X

n=n+1

!ni (1)

nÄ n ;ÅÅÅ;
n
X

n=n+1

!ni (K)

nÄ n

ë 0
(3.5.37a)

~Ü i(!i) =

0

B

B

@

~ê2(!i(1)) ÅÅÅ ~ê(!i(1)!i(K))
...

. . .
...

~ê(!i(K)!i(1)) ÅÅÅ ~ê2(!i(K))

1

C

C

A

(3.5.37b)



66 第3章. ハイブリッド型地盤沈下モデル

と表される．ただし，

~ê2(!i(k)) =
n
X

n=n+1

f!ni (k)Ä ~ñ(!i(k))g2
nÄ n (3.5.38a)

~ê(!i(k)!i(l))

=
n
X

n=n+1

f!ni (k)Ä ~ñ(!i(k))gf!ni (l)Ä ~ñ(!i(l))g
nÄ n

(3.5.38b)

である．パラメータûiの事後分布の期待値 ~ñi(ûi)，分散~êi(ûi)は，標本平均，標本分散を用いて表される．

すなわち，

~ñi(ûi) =
n
X

n=n+1

ûni
nÄ n (3.5.39a)

~ê2(ûi) =
n
X

n=n+1

fûni Ä ~ñ(ûi)g2
nÄ n (3.5.39b)

である．

また，MH法による標本を用いて，パラメータ!i，ûi，および時点 tにおける地盤沈下量 yi(t)の信頼区間

を定義できる．たとえば，パラメータ!i，ûiの 100(1Ä2é)%信頼区間は，標本順序統計量 (!éi (k); ñ!
é
i (k))(k =

1;ÅÅÅ;K)，(ûé
i
; ñûéi )，

!éi (k) = arg max
!n

É
i (k)

ö

#f!ni (k) î !n
É

i (k); n 2Mg
nÄ n î é

õ

(3.5.40a)

ñ!éi (k) = arg min
!n

ÉÉ
i (k)

ö

#f!ni (k) ï !n
ÉÉ

i (k); n 2Mg
nÄ n î é

õ

(3.5.40b)

ûé
i
= argmax

ûn
É

i

ö

#fûni î ûn
É

i ; n 2Mg
nÄ n î é

õ

(3.5.40c)

ñûéi = arg min
ûn

ÉÉ
i

ö

#fûni ï ûn
ÉÉ

i ; n 2Mg
nÄ n î é

õ

(3.5.40d)

を用いて!éi (k) < !i(k) < !
é
i (k)，û

é
i
< ûi < û

é
iと定義できる．

3.5.5 ベイズ更新スキーム

ベイズ更新において，事前分布と事後分布が同一の関数形を持つ場合，新しく獲得した追加データを用

いて，未知パラメータの推計値を容易に更新することができる．しかし，本研究で提案した混合地盤沈下
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モデルの事前分布（式 (3.4.17)，式 (3.4.18)）と事後分布（式 (3.5.21)）は同一の関数形ではなく，ベイズ

更新を実施するためには，モデルの推計に用いる過去のモニタリング結果をすべて蓄積しておかなければ

ならない．いま，ベイズ更新の方法を説明するために，メッシュiにおける第 t回目までのモニタリング結

果ñy0;ti = (ñy0i ;ÅÅÅ;ñyti)を用いて，混合地盤沈下モデルの未知パラメータに関する事後分布が求まった場合を

考えよう．その上で，第 t+1回目から第 t0回目までのモニタリング結果ñyt+1;t
0

i = (ñyt+1i ;ÅÅÅ;ñyt0i )を用いて，

未知パラメータの事後分布を更新する問題を考える．第１回目のベイズ推計における未知パラメータの事

後確率密度関数をô(!i; ûijñy0;ti )とすれば，第２回目のベイズ更新を行った後の未知パラメータの事後確率

密度関数ô(!i; ûijñy0;t
0

i )は，

ô(!i; ûijñy0;t
0

i ) / L(!i; ûijñyt+1;t
0

i )ô(!i; ûijñy0;ti )

/ L(!i; ûijñy0;t
0

i )D(!ijã(0))g(ûijå(0); ç(0))

(3.5.41)

と表すことができる．ここに，L(!i; ûijñy0;t
0

i )は，初期時点から第 t0回目までのモニタリング結果をプール

したデータベースを用いて定義される尤度関数である．一方，D(!ijã(0))，g(ûijå(0); ç(0))は，それぞれ第

１回目のベイズ推計時に用いた!i，ûiの事前分布である．したがって，ベイズ更新後の事後分布は，

ô(!i; ûijñy0;t
0

i )

/ ûå
(0)+(t0Ä1)=2
i exp

2

4Äûi

8

<

:

ç(0) +
1

2

t0
X

t=0

ê

ñytiÄ

K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)
ë2

)#

K
Y

k=1

!i(k)
ã
(0)
k
Ä1 (3.5.42)

となる．すなわち，未知パラメータの事後分布を更新するためには，新しいモニタリング結果を追加した

データベースに対して尤度関数を定義し，MH法により事後分布を新しく求めることが必要となる．

3.5.6 ベイズ予測モデル

初期時点 t = 0から時点 t = Tに至るまでのモニタリング情報ñy0;Ti と，混合地盤沈下モデルのパラメータ

の事後分布ô(!i; ûijñy0;Ti )を与件としよう．その上で，時点 t = T以降の地盤沈下量を予測する問題を考え

よう．時点 t = Tにおける平面メッシュiの地盤沈下量ベクトルの実測値（モニタリング情報）をñyTi と表そ

う．一方，時点 t = T以降の時点~t (> T )の地盤沈下量の時点 t = Tにおける予測値を~y~ti(T )と表そう．時間

の経過に伴って地盤沈下が常に進行すると仮定すれば，

ñyTi î ~y
~T+1

i (T ) î ÅÅÅî ~y ~T+n
i (T ) î ÅÅÅ (3.5.43)
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が成立する．ただし，nは自然数である．ここで，混合地盤沈下モデルのパラメータ!iを与件としよう．こ

の時，時点 t = Tにおいて地盤沈下量ñyTi が観測されたとするならば，混合地盤沈下モデルの予測残差òTi は

òTi = ñy
T
i Ä

K
X

k=1

!i(k)fi(T; k) (3.5.44)

と表される．さらに，重み係数!iを与件とすれば，時点 t = T以降の時点~t (> T )における地盤沈下量の時

点Tにおける予測値~y~ti(T )は，混合地盤沈下モデル

~y
~t
i(T ) =

K
X

k=1

!i(k)fi(~t; k) +ò
T
i (3.5.45)

を用いて確定的に表される．

つぎに，時点 t = Tまでのモニタリング情報ñy1;Tを用いてベイズ更新されたパラメータ値!iの事後分布

F (!ijñy0;Ti )は，MCMC法を用いて式 (3.5.36a)のように近似できる．さらに，MCMC法を用いて発生し

た重みサンプルを!ni (n 2 M; i = 1;ÅÅÅ; N)と表そう．この時，時点Tにおいて地盤沈下量ñyTi を観測した

場合に，それ以降の時点~t (~t > T )における地盤沈下量~y~ti(T )に関する確率分布関数Hi(~yij~t;ñyTi )は

Hi(~yij~t; ñyTi ) =
#f~y~t;ni (T ) î ~y; n 2Mg

nÄ n (3.5.46)

と表される．ただし，~y
~t;n
i (T )は，重み係数のサンプル値!ni を用いて時点Tにおいて予測した時点~t (> T )

の地盤沈下量の予測値であり，

~y
~t;n
i (T ) =

K
X

k=1

!ni (k)fi(~t; k) +ò
T;n
i (3.5.47a)

òT;ni = ñyTi Ä
K
X

k=1

!ni (k)fi(T; k) (3.5.47b)

と定義される．また，時点~tにおける地盤沈下量の期待値E[~y~ti(T )]は

E[~y
~t
i(T )] =

Pn
n=n+1 !

n
i (k)fi(~t; k) +ò

T;n
i

nÄ n (3.5.48)

と表される．また，時点Tにおいて予測した時点~tにおける地盤沈下量~y~ti(T )の100(1 Ä 2é)%信頼区間は，

標本順序統計量 (y~t
i
(é;T );ñy~ti(é;T ))

y
~t
i
(é;T ) = argmax

yÉi
(

#f~y~t;ni (T ) î yÉi ; n 2Mg
nÄ n î é

)

(3.5.49a)

ñy
~t
i(é;T ) = argmin

yÉÉi
(

#f~y~t;ni (T ) ï yÉÉi ; n 2Mg
nÄ n î é

)

(3.5.49b)

を用いてy~t
i
(é;T ) < ~y~ti(T ) < y

~t
i(é;T )と定義できる．
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表-3.2 不同沈下シミュレーション用土質定数 (再掲)
Cc(kN=m

2) e0 pc(kN=m
2) cv(cm

2=day)
期待値 標準偏差 期待値 標準偏差 期待値 変動係数 期待値 logcv logcv標準偏差

Ac1層 0.45 0.07 1.34 0.17 70 0.36 993 -4.26 0.29
Ac2層 0.41 0.06 1.21 0.11 59 0.33 1025 -4.15 0.09
Ac3層 0.73 0.11 1.84 0.22 95 0.49 759 -4.40 0.33
Ac4層 0.87 0.08 2.09 0.15 90 0.39 787 -4.32 0.23
Ac5層 0.74 0.21 1.91 0.39 99 0.44 1103 -4.20 0.26
Ac6層 0.31 0.12 1.17 0.22 139 0.08 3435 -3.63 0.09
Dc1層 0.44 0.13 1.32 0.30 174 0.71 1680 -3.95 0.14
Dc2層 0.57 0.16 1.54 0.27 144 0.67 1945 -4.01 0.34
Dc3層 0.66 0.12 1.58 0.19 135 0.66 1000 -4.27 0.29
Dc4層 0.70 0.25 1.64 0.67 186 0.65 1002 -4.23 1.66

注）Ac1 ÄAc6については，沖積粘性土層をボーリング結果および室内圧密試験結果より得られた土質性状の区

分から深度方向に6層に分類し，上層より下層に向けてナンバリングを行った．同様に，Dc1 ÄDc4についても，

洪積粘性土層の土質性状の区分により，上層より下層に向けてナンバリングした結果を表す．

3.6 適用事例

3.6.1 適用事例の概要

本章においても2.4において取り上げた海上空港であるH空港を対象として取り上げる．同空港におけ

るエプロン部は，航空機が駐機するエリアであり，高い耐流動性および耐油性が求められることからコン

クリート舗装が適用されている．また，同エプロンは，軟弱地盤上に位置しており，地盤の不同沈下によ

るコンクリート舗装の疲労劣化が問題となる．2.4において，不同沈下を考慮した疲労度設計手法により，

コンクリート舗装版の累積疲労度を算定することにより，コンクリート舗装の劣化過程を予測し，維持補

修管理戦略を検討する方法を提案した [22]．2.3でも述べたように，地盤の不同沈下を評価する際には，土

質条件に不確実性が介在することから，土質定数を確率変数と考え，3.3で述べた１次モデルを用いて地

盤沈下過程のシミュレートを行った．地盤沈下過程には多大な不確実性が介在するが，PFI事業における

費用リスクを可能な限り抑制するためには，供用開始後の地盤沈下過程を継続的にモニタリングするとと

もに，その結果に基づいてコンクリート舗装の維持補修計画を適宜アップデートしていくことが不可欠で

ある．このような課題を効率的に達成するためには，モニタリング情報に基づいて地盤沈下モデルの精度

を継続的に向上していくことが求められる．

以上の問題意識の下に，以下では，H空港のコンクリート舗装マネジメントを対象として，本研究で提

案したハイブリッド型地盤沈下モデルを適用し，その有効性について試行的に検討する．対象としたエリ

アは，2.4と同様に，H空港におけるエプロン部であり，825mÇ 400mの範囲についてモデル化したもの

である．圧密沈下の検討に際しては，一辺が25m Ç 25mの正方形メッシュを基本単位とし，上記エプロ

ン範囲を平面メッシュエリアに分割した．また，対象となる圧密沈下層については，GL Ä 7m付近から

GLÄ 25m付近に存在する沖積粘性土層およびGLÄ 25m付近からGLÄ 60m付近に存在する洪積粘性土
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層を対象とし，1次元圧密理論に基づいて検討を実施した．前述した土田モデルにおけるモンテカルロシ

ミュレーションにおいてはメッシュ相互の相関を考慮しているが，本検討事例においては，水平方向相関

距離を b = 100mとし，また，鉛直方向については4～5mに相関があることから，鉛直方向のメッシュ区

分については同一土層であっても概ね4m毎に区分し，メッシュ分割を行った．解析にあたっては対象エ

リアにおいて実施した 17本のボーリングデータおよび圧密試験結果より，沖積粘性土層および洪積粘性土

層を深度方向に，それぞれAc1～Ac6層，Dc1～Dc4層の合計 10層に区分し，土質定数を整理した．一方，

盛土造成による載荷荷重については，各平面メッシュi(= 1;ÅÅÅ; 528)におけるメッシュ中心位置における

現地盤高さを設定したのち，路床，下層路盤，上層路盤の各整正時期およびエプロン舗装の舗設時期を各

平面メッシュ毎に整理し，施工時期を想定した解析ステップを考慮している．具体的には対象全エリアに

おいて路床の整正が終了する15ヶ月後までに生じる圧密沈下量については地盤の勾配修正が可能であるこ

とから，最終沈下量から差し引くこととした．表-3.2に，本検討事例に使用した不同沈下シミュレーショ

ン用土質定数を再度示す．

3.6.2 推計結果

3.3で示した１次モデルにより地盤の不同沈下をシミュレーションしよう．各ブロックに対して土質定数

を表-3.1に示した確率分布からランダムに発生させる．具体的には，鉛直方向に区分した各圧密対象層の

土質定数に対して，表-3.2に示した期待値，標準偏差および変動係数より，圧縮指数Cc，圧密降伏応力お

よび，初期間隙比 e0については，正規分布，圧密係数 cvについては，対数正規分布から発生させた．なお，

これらの期待値と分散は，代表的な平面メッシュで実施したボーリング調査結果に基づいて設定した．す

べての3次元ブロックに対して，土質定数を3.3で示したモンテカルロシミュレーションによりランダム発

生させた．すべての 3次元ブロックに対して発生させた土質定数の組を，計算シナリオと呼ぶこととする．

さらに，各計算シナリオに対して，1次モデルを用いて，対象とするすべての平面メッシュの地盤沈下過程

を求めた．

H空港を対象とした不同沈下シミュレーション結果の１例を図-3.5 に示す．同図は，例として選定した

平面メッシュi = 73における経年的な地盤沈下量に対する 20本のサンプルパスを示したものである．対象

として選択した平面メッシュは現地盤高さAP+3.0mに対し計画地盤高さがAP+6.0mであり，エリア内で

盛土高が大きい箇所に該当する．１次モデルによるシミュレーションの結果，最大平均沈下量が 36.00cm

となり，対象地盤の中で沈下量がもっとも大きくなることが予測されている。横軸はH空港の供用開始時

点を 0としているが，路盤整正後から供用開始時点に至るまでの期間内に，すでに地盤沈下が発生してい

ることがわかる．また，20本のサンプルパスを比較すると，土質定数シナリオによって地盤沈下量が大き

く変化することが理解できる．実際に30年後の平均沈下量は35:75cmであり，分散は 30.66cm2と大きく

なっている．一方，圧密沈下は 12年度でほぼ収束している．
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図-3.5 不同沈下シミュレーション結果の例

3.6.3 2次モデルの作成

１次モデルで得られた 20本のサンプルパス（図-3.5参照）を用いて，混合地盤沈下モデル（２次モデル）

を推計しよう．１次モデルで求めたサンプルパスは，互いに強い相関関係にある．例えば，図-3.5に示し

た 20本のサンプルパス間の相関係数は，最低でも 0.976であった．したがって，多重共線性の問題を避け

るため，20本のサンプルパスの中で予測沈下量の上限値と下限値を規定する2本のサンプルパスを用いて

混合地盤沈下モデルを推計することとした．以下，もっとも上方に位置するパスをサンプルパスã，下方に

位置するパスをサンプルパスåと呼ぶ．このようなサンプルパスを選択することにより，２本のサンプルパ

スに挟まれた区間を可能な限り拡大することが可能であり，２次モデル，３次モデルを作成できる範囲を

最大化できる．図-3.6には，20本のサンプルパスを単純平均して求めた期待値パスを示している．同図に

は，混合地盤沈下モデルを作成するために用いる 2本のサンプルパスを平均化した結果（サンプル平均パ

スと呼ぶ）も併記している．当然のことながら，ここで求めたパスは，20本のサンプルパスを単純平均し

た期待値パスと一致しない．したがって，時刻 tにおけるメッシュiの地盤沈下量 ytiを予測するために，混

合地盤沈下モデルによる期待パスと，サンプル平均パスとの乖離を可能な限り小さくするように，混合地

盤沈下モデルの重み係数!i(k)(k = 1; 2)を補正する必要がある．いま，20本のサンプルパスを用いた期待

値パスの時刻 tにおけるメッシュiの地盤沈下予測量を~ytiとしよう．この時，!i(k)(k = 1; 2)が，

min
!i(1);!i(2)

(

~yti Ä
2

X

k=1

!i(k)fi(t; k)

)2

(3.6.50)
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図-3.6 仮想モニタリング情報とサンプルパス

を満たすような値をとると，期待値パスとサンプル平均パスの乖離は限りなく小さくなる．ただし，fi(t; k)

は，混合地盤沈下モデルを作成するために選択した（1次モデルで求めた）サンプルパスである．いま，式

(3.6.50)によって定められる時刻 tにおける重みベクトル!iを，~!tiとしよう．さらに，混合地盤沈下モデル

の重みベクトル!iの事前確率密度関数が式 (3.4.17)のディレクレ分布として特定化できると考える．メッ

シュiの時刻 tにおける地盤沈下量 ytiの事後確率密度関数ô(yti)は，式 (3.4.19)に示すように解析的に求める

ことが困難であるため，モンテカルロシミュレーションによって求める必要がある．そのため，重みベク

トル!iは，式 (3.4.17)に示すディリクレ分布からランダム抽出される．したがって，期待値パスとサンプ

ル平均パスの乖離を限りなく小さくするために，近似的に

E[!i(k)] ô ~!ti(k) (k = 1; 2) (3.6.51)

が成立するようにディリクレ分布のパラメータベクトルを定める．いま，ディリクレ分布において，!i(k)

の期待値が，

E[!i(k)] =
ã
(0)
k

P2
k=1ã

(0)
k

(3.6.52)

(k = 1; 2)

と表せることに留意しよう．したがって，ディリクレ分布の初期パラメータã
(0)
k (k = 1; 2)を，

~!ti(k) =
ã
(0)
k

P2
k=1ã

(0)
k

(k = 1; 2) (3.6.53)

が成立するように決定する．以上で設定した混合地盤沈下モデルを用いて，5年後の地盤沈下量 y5iを予測

しよう．予測沈下量の分布は，式 (3.4.19)に示すように，ã(0)，およびûiの事前確率密度関数を決定する

ことで得られる．いま，ディリクレ分布のパラメータベクトルã(0)を，重みベクトル~!5iをもとに，ã(0)1 =
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図-3.7 5年後の予測沈下量の分布

50

40

30

20

10

0
0 5 10 15 20 25 30

 

 経 過 年 数 (年 )

沈
下

量
(c

m
)

 β (0)=0.5 , γ (0)=0.5

 β (0)=1 , γ (0)=1

 β (0)=5 , γ (0)=5

 β (0)=10 , γ (0)=10

図-3.8 予測沈下量の 95%信頼区間

0:593; ã(0)2 = 0:407と定める．図-3.7は，平面メッシュi = 73をとりあげ，ûiの事前確率密度関数のパラメー

タå(0); ç(0)の値により，５年後の予測沈下量の分布がどのように変化するかを示した結果である．図-3.7

に示すように，パラメータå(0); ç(0)の値を増大させると，予測沈下量はより狭い範囲に分布することがわ

かる．一方，å(0); ç(0)の値を減少させると，予測沈下量はより広い範囲に分布する．パラメータå(0); ç(0)

の値により，時刻 tにおける予測沈下量の 95%信頼区間がどのように変化するかを図-3.8に示す．ûiの事

前確率密度の初期パラメータは任意に設定できるが，ベイズ学習の効率性を向上させるためには，事前分

布は一定程度分散している方が望ましい．本研究では，パラメータ初期値としてå(0) = 0:5，ç(0) = 0:5を

設定した．図-3.7に示す結果より，これらの初期値を用いることにより，事前分布においてパラメータ値

が過度に収束せず，一定程度分散することがわかる．
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表-3.3 混合地盤沈下モデルの推計結果
パラ 期待値 95%信頼区間 Geweke検

メータ 定統計量

!73(1) 0.553 0.518 0.589 -8.63E-02
!73(2) 0.447 0.428 0.467 8.63E-02
û73 2.76 0.66 7.41 -4.49E-02

3.6.4 ３次モデルの作成

空港の供用後，継続的モニタリングにより，各平面メッシュの地盤沈下量に関する情報を獲得できる．こ

のようなモニタリング情報を用いて，混合地盤沈下モデルを更新する問題を考えよう．現時点においては，

空港が供用されておらず，モニタリング情報が蓄積されていない．そこで，各平面メッシュの地盤沈下量

のモニタリング結果を仮想的に作成し，混合地盤沈下モデルのベイズ更新を試みる．いま，空港の運営・管

理中の期間を，１）初年度から 6年度，２）6年度からそれ以降の期間の２つに分割しよう．供用開始後，

毎年定期的に地盤沈下量がモニタリングされ，供用開始後5年度の時点に，混合地盤沈下モデルをベイズ

推計する問題を考える．ついで，6年度以降においても，毎年地盤沈下に関するモニタリング情報が獲得

できる．そこで，新しく得られたモニタリング情報を，それまでの年度に得られたデータベースに加算し，

新しく更新されたデータベースに基づいて，混合地盤沈下モデルを毎年ベイズ更新する問題もとりあげる．

対象とする空港地盤には，合計528個の平面メッシュが存在する．これらの各平面メッシュに対して，初

年度から 5年度までのモニタリング情報が得られたとしよう．図-3.6には，528個の平面メッシュの中から，

事例として選択したメッシュ(i = 73)をとりあげ，1次モデルで作成したサンプルパス，2次モデルで求め

た期待値パスを示している．また，当該平面メッシュにおいて，5年間の地盤沈下量の観測結果を，図中

の●印で示している．さらに，6年度以降のモニタリングによって得られる仮想的な観測結果に関しても，

図中に○印で示している．当該メッシュにおいては，仮想モニタリング情報で示した地盤沈下過程は，期

待サンプルパスよりも下方に位置しており，地盤沈下速度が期待値パスよりも大きい状況を想定している．

空港供用後 5年後を現在時点と考え，5年間のモニタリング情報を用いて混合地盤沈下モデルを更新し，6

年度以降の地盤沈下量を予測する問題を考える．空港供用直後から5年度までのモニタリング情報を用いて

３次モデルをベイズ推計しよう．今回の解析では，多重共線性の問題を避けるため，合計 20本のサンプル

パスのうち，3.6.3で利用した2本のサンプルパスを用いることとした．すなわち，混合地盤沈下モデルは

yt73 =
2

X

k=1

!73(k)fi(t; k) + "73 (3.6.54)

と表現される．また，k = 1は図-3.6に示すサンプルパスãと，k = 2はサンプルパスåに対応している．

さらに，混合地盤沈下モデルの重みベクトル!iの事前確率密度関数として，２次モデルで採用したディリ

クレ分布と同一の分布を用いた．一方，確率誤差項"iの分散パラメータûiの事前確率密度関数は式 (3.4.18)

のガンマ分布に従い，ガンマ分布のパラメータを，3.6.3における考察に基づいて，(å(0); ç(0)) = (0:5; 0:5)
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図-3.9 パラメータ!73(1)の収束過程

と設定した．また，収束判定のサンプル数はn = 2; 000，ñn = 10; 000の合計8,000サンプルとした．

まず，供用開始後，5年間のモニタリング情報に基づいて，混合地盤沈下モデルをベイズ推計する問題を

とりあげる．表-3.3に，混合地盤沈下モデルの推計結果として，重み!73(1); !73(2)と分散パラメータû73

の期待値，95%信頼区間，およびGeweke検定統計量 [20]を示している．Geweke検定統計量は，MCMC

法によるサンプリング過程が定常状態に到達しているか否かを検定するための統計量であり，サンプル数

nの設定が適切であるかどいうかを検定するために用いられる．推計結果より，重みの合計は１となって

おり，制約条件式 (5.3.2)を満足している．また，重み!73(1)の期待値が大きくなっているが，これは仮想

モニタリング情報がサンプル平均パスより上方に位置しているためであり，必然的な結果といえる．また，

MH法を実施する際に，マルコフ連鎖が定常状態に到達するためのサンプル数としてn = 2; 000を設定し

たが，Geweke検定統計量はいずれも1.96を下回っており，有意水準 5%で「定常状態に収束している」と

いう仮説を棄却できない．さらに，重み!73(1)と分散û73の収束過程を図-3.9，図-3.10に，これら２つの

パラメータの事後確率密度分布を図-3.11，図-3.12に示している．いずれのパラメータも早い段階で定常

状態に収束していることがわかる．図-3.11，図-3.12には，これらのパラメーターの事前分布も示してい

るが，ベイズ更新により混合地盤沈下モデルにおけるパラメータ分布の分散が小さくなっている．

つぎに，5年度にベイズ更新された混合地盤沈下モデルを用いて，6年度以降の地盤沈下パスを予測した

結果を図-3.13に示す．前述したように，地盤沈下過程の実績パスとして，期待サンプルパスよりも沈下

速度が大きいパスを仮想的に設定している．したがって，経過年数 30年の時点での予測沈下量の期待値が

38.11cmとなり，期待サンプルパスの 35.75cmよりも大きくなっている．供用後 30年度における 95%信頼

区間の下限は 37.99cm，上限は38.22cmであり，ベイズ更新の結果，混合地盤沈下モデルの推計精度が向

上し，より正確な地盤沈下リスクの管理が可能になることが判明した．

さらに，6年度以降も，継続してモニタリング情報が蓄積され，混合地盤沈下モデルが逐次ベイズ更新
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図-3.10 パラメータû73の収束過程
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図-3.11 パラメータ!73(1)の事後分布

される問題を考えよう．再び，平面メッシュi = 73に着目する．同メッシュでは，図-3.6に示したように，

6年度以降に○印で示すようなモニタリング結果が追加されている．ここで，各年度に新しいモニタリン

グ情報が得られる度に，混合地盤沈下モデルが逐次ベイズ更新されると考えよう．さらに，更新された混

合地盤沈下モデルを用いて，空港供用後，30年度の地盤沈下量を予測した結果を表-3.4に示している．同

表には，当該年までのモニタリング情報を用いてベイズ更新した混合地盤沈下モデルを用いて，供用後 30

年度の地盤沈下量の予測値（期待値）と 95%信頼区間の上・下限値を記載している．なお，30年時点の仮

想モニタリング情報（沈下量）は 39.09cmである．ベイズ更新の結果を比較すると，情報の蓄積とともに，

期待値パスが若干修正されるとともに，信頼区間の幅が狭まっている．このことからベイズ更新により推

計精度が高まっていることが理解できる．なお，図-3.14には，10年時点までモニタリング情報が蓄積さ

れた場合をとりあげ，この時点において予測した 10年度以降の地盤沈下量の期待値パスと 95%信頼区間を
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図-3.12 パラメータû73の事後分布
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図-3.13 5年度における沈下量予測結果

示している．5年時点で予測したサンプルパスの信頼区間と，10年時点におけるサンプルパスの信頼区間

を比較することにより，ベイズ更新を通じて混合地盤沈下モデルの信頼性が向上していることを視覚的に

確認することができる．

つぎに，予測しえない急激な沈下が観測された場合のベイズ更新結果を検証する．図-3.15にその場合の

仮想モニタリング情報を示す．5年まではこれまでと同様の沈下量が観測され，6年度に急激な沈下の発生

を想定している．図中の青いプロットはこれまでのモニタリング情報（ケース１）であるが，赤いプロッ

トが今回のケース（ケース２）である．この情報に基づいてベイズ更新を行った結果（沈下パス）を同図

に併せて示している．沈下量はかなり大きくなるが，新規情報を反映したベイズ更新がなされていること，

これまでと同様に沈下が 12年程度で収束傾向を示していることを確認できる．これは，今回与えた急激な

沈下量が，利用しているサンプルパスの上・下限値内に収まっていたことが要因である．実際に計測され
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図－3.14 10年度における予測結果

表-3.4　地盤沈下量の予測結果 (メッシュi = 73)
当該年 30年時点の 95%信頼区間 信頼区間

沈下量予測値 の幅

５年 38.109 37.990 38.224 0.234
６年 38.209 38.139 38.279 0.140
７年 38.218 38.174 38.263 0.089
８年 38.226 38.199 38.254 0.055
９年 38.439 38.419 38.457 0.038
10年 38.151 38.140 38.163 0.023
15年 38.115 38.114 38.116 0.002
20年 38.477 38.477 38.477 0.000
25年 39.046 39.046 39.046 0.000

注）30年時点における仮想モニタリング情報（沈下量）は

39.09cmである．

る地盤沈下過程の定性的な特性が許容範囲内にあれば，重みパラメータを修正することにより，その後の

沈下過程を表現できる．地盤沈下過程の実測値が，1次モデルによる予測結果による適用可能性の範囲内に

収まっているかどうかに関する検討方法に関しては，3.6.5でとりあげる．表-3.5には，重みパラメータの

推計結果を示している．表-3.3と比較して，サンプルパスの重みパラメータが補正され，!73(2)の値が大

きくなっていることが確認できる．したがって，実用化に際しては，サンプルパスの上・下限値の範囲を

広い目に設定しておくことが有効であると考えられる．

3.6.5 モデルの適用範囲の検証

本研究で提案したハイブリッド型地盤沈下モデルを用いるこよにより，1次モデルが有効であるという前

提の下で，地盤沈下の継続的モニタリングにより，地盤沈下予測の精度を恒常的に改善することができる．

当然のことながら，混合沈下モデルによる予測結果と現実の観測値に間には，推計残差が存在する．この

ような推計残差として，ランダムな推計残差とシステム的な推計残差が考えられる．ランダムな推計残差
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図-3.15 急激な変化における予測結果

表-3.5　予期しえない沈下に対する補正結果
パラ 期待値 95%信頼区間 Geweke検

メータ 定統計量

!73(1) 0.472 0.462 0.482 2.10E-02
!73(2) 0.528 0.518 0.538 -2.10E-02
û73 61.34 18.55 133.40 -1.70E-02

に関しては，混合地盤沈下モデルをベイズ更新することにより，地盤沈下過程の推計精度を向上すること

が可能である．しかし，システム的な推計残差が発生する場合，ハイブリッド型地盤沈下モデルの適用可

能性を吟味することが必要となる．たとえば，図-3.16の事例では，現実の沈下過程の特性が，1次モデル

で想定した沈下過程の特性の間に明らかな乖離が発生している．混合地盤沈下モデルは，1次モデルで得ら

れたサンプルパスの線形結合で表現されるため，ベイズ更新を通じても混合地盤沈下モデルのシステム的

な推計誤差を補正できない．

混合地盤沈下モデルにシステム的推計残差が存在するか否かを統計的に仮説検定する方法論を提案しよ

う．いま，時点 t = Tまでのモニタリング情報ñy0;Ti を用いて混合地盤沈下モデル，

yti =
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k) + "i (3.6.55)

が得られたとしよう．ただし，混合地盤沈下モデルの重み係数!i(k)として，ベイズ更新後のサンプル平均

パスの重み~!i(k)を用いることとしよう．この時，時点t(< T )における残差は，

ò
t
i = ñy

t
i Ä

K
X

k=1

~!i(k)fi(t; k) (3.6.56)

と表すことができる．したがって，システム的推計残差の有無は，

ò
t
i = öò

tÄ1
i +$t (3.6.57)
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図-3.16 混合地盤沈下モデルのシステム的誤差

において，１階の自己相関係数öを推計することで判別することができる．ただし，$t～N (0; #2)はホワ

イトノイズである．いま，öの事前確率密度関数が無情報事前分布（定数），#Ä2の事前確率密度関数がガ

ンマ分布G(ê;ë)に従うとしよう．この時，öの事後確率密度関数ô(öjñyti)は，

ô(öjñyti) /
†

ë+
1

2

t
X

t=0

(ò
t
i Äöò

tÄ1
i )2

!Ä(ê+(t+1)=2)

(3.6.58)

と表すことができる．いま，'を定数として，öï j'jを満たすときにシステム的推計残差が存在するとし

よう．このとき，システム的推計残差が存在するか否かを検討する仮説検定モデルを，

(

H0 : ö2 S0 S0 = f~öj~öî j'jg
H1 : ö2 S1 S1 = f~öj~ö> j'jg

(3.6.59)

と定式化できる．仮説Hi(i = 0; 1)が成立する事後確率PHiはそれぞれ，

PH0 =

Z

S0

ô(öjñyti)dö (3.6.60)

PH1 =

Z

S1

ô(öjñyti)dö (3.6.61)

となる．PH1 > PH0のとき，帰無仮説H0は棄却され，システム的推計残差が存在し，１次モデルの有効性

に限界があると判断できる．

現時点において，対象地盤における地盤沈下モニタリングデータが蓄積されておらず，本研究で用いた 1

次モデルの適用範囲を検討できる段階ではない．不幸にして，現実の地盤沈下過程の観測結果，本研究で

提案したハイブリッド型地盤沈下モデルの適用性に疑義が生じた場合，モデルの再構成が必要となる．こ

の場合，図-3.1に示したように 1次モデルの信頼性に問題が生じているわけであり，地盤モデル，あるい

は圧密沈下モデル自体を再検討しなければならない．１次モデルの再検討の問題は，本稿の域を超えてい

るため，ここではこれ以上議論しないこととする．
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3.7 おわりに

本研究では，空港施設のアセットマネジメントにおいて重要な課題となる地盤沈下の継続的モニタリン

グとモニタリング情報を用いた地盤沈下予測結果をベイズ更新するための方法論の提案を試みた．具体的

には不同沈下を考慮した１次元圧密モデルを用いて，地盤沈下過程に関するサンプルパスを作成するとと

もに，サンプルパスを荷重平均した混合地盤沈下モデルを作成した．さらに空港の供用開始後，地盤沈下

量を継続的にモニタリングすることにより，混合地盤沈下モデルをMCMC（マルコフ連鎖モンテカルロ）

法を用いてベイズ更新する方法論を提案した．さらに空港施設の地盤沈下予測管理問題への適用事例を通

じて本研究で提案した方法論の有効性に関して実証的に検証した．しかし，本研究で提案したベイズ更新

モデルの適用可能性を向上するためには，以下のような研究課題が残されている．第１に，本研究の適用

事例は，現時点において空港整備事業が開始された段階である．したがって，現時点においてモニタリン

グ情報が入手可能ではない．適用事例では，モニタリング情報を人工的に作成することにより混合地盤沈

下モデルのベイズ更新を試みた．今後，空港地盤の沈下過程を継続的にモニタリングすることにより，混

合地盤沈下モデルのベイズ更新の有効性を，現実のモニタリング情報を用いて検証することが必要である．

第２に，空港舗装マネジメントにおいて地盤沈下予測管理は重要な検討課題ではあるが，舗装マネジメン

トを実施するためには空港舗装の劣化・損傷過程を管理することが必要である．そのためには，地盤沈下

に伴い空港舗装の劣化・損傷が進展する過程をモデル化 [23];[24]することが必要である．第３に，本研究

で提案した方法論は，1次モデルが有効であるという範囲内において，適用可能である．3.6.5では，混合

地盤沈下モデルの推計残差を用いて，１次モデルの有効性を検討する方法論を提案した．しかし，推計残

差の系列相関が大きく，１次モデルの有効性に限界があることが判明した場合，本研究で提案した方法論

を用いて地盤沈下予測を継続的に実施することには問題がある．この場合，１次モデルにさかのぼり，モ

デルの仮定や前提条件の再吟味，あるいはモデルの再構築が必要となることは言うまでもない．このよう

な１次モデルのフォローアップに関しては，今後に残された大きな研究課題である．第４に，本研究で提

案したベイズ更新モデルは，モニタリング情報に基づいて設計段階における予測結果をベイズ更新するた

めの方法論を提案したものである．このようなベイズ更新モデルは，地盤沈下予測管理以外の幅広い問題

に対して適用できる可能性を持っている．今後，ベイズ更新モデルの方法論の有効性を空港舗装以外の土

木施設のアセットマネジメント問題に対して検証することが必要である．
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第4章

ハイブリッド型コンクリート舗装劣化モデル

4.1 はじめに

空港コンクリート舗装のアセットマネジメントにおいては，ライフサイクル費用の低減化 [1];[2]が図れる

ような最適補修戦略を策定することが重要である．特に，空港の使用性の観点から，施設を長時間にわた

り閉鎖して大規模補修を実施することは，多大な経済損失を招くことになる．このため，空港コンクリー

ト舗装の設計にあたっては，長期間にわたって十分な耐久性を有するような舗装構造を確保することが求

められる．特にコンクリート舗装は航空機が駐機するエプロン部などの耐流動性が求められる場所に適用

され，ひび割れ等の損傷が大きくなれば打ち換えを行うのが一般的で施設の中期的な閉鎖は避けられない．

このため，適切な維持管理を行い，設計供用期間中の耐久性を確保することが要請される．こうした要求

から，コンクリート舗装のアセットマネジメントを実施する上で，コンクリート舗装の劣化モデルを作成

し，ライフサイクル費用や補修需要を推計することが必要とされている．

現在，劣化予測手法として，統計的劣化モデルと力学的劣化モデルが提案されている．前者は，劣化過程

に関するデータに基づいて，劣化過程の統計的規則性をモデル化する方法である．通常，空港コンクリー

ト舗装の劣化過程は，PRI (Pavement Rehabilitation Index)を用いて評価される．しかし，現時点におい

て，空港コンクリート舗装のPRIの経年的変化に関するデータは，ほとんど蓄積されておらず，統計的劣

化モデルを用いることは不可能である．一方，力学的劣化モデルは，劣化過程に関するデータが蓄積され

ていなくても適用できるという利点がある．しかし，劣化過程に多くの不確実性が介在したり，劣化メカニ

ズムの解明が不十分であることにより，力学的劣化モデルの予測精度に問題がある場合も少なくない．３

章において記述した混合地盤沈下モデルは，空港供用後の地盤沈下量データが存在しない状況の下で，力

学的モデルである１次元圧密沈下モデルから確率的に発生させた地盤沈下サンプルパスを元に，供用後の

地盤沈下量を１次モデルのサンプルパスの荷重和で表現し，供用後に継続的にモニタリングした沈下量を

ベイズ更新したハイブリッド型地盤沈下モデルである．空港供用開始後は継続的なモニタリングを用いた

ベイズ更新により，地盤沈下過程の予測精度を向上させることが可能となる．混合地盤沈下モデルの必要

性は２章に示した通り，空港コンクリート舗装の耐久性に不同沈下量が大きく影響するため，空港コンク

84
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リート舗装の劣化モデルを考えるときに重要となる．すなわちコンクリート舗装の劣化過程を地盤沈下過

程に依存した非斉次のマルコフモデルで記述する．

上記を受けて，本研究では空港コンクリート舗装の劣化データが存在しない状況の下で，まず，力学的劣

化モデル（以下，１次モデルと呼ぶ）を用いてコンクリート舗装の劣化予測を試みる．その上で，空港供

用後，劣化現象を逐次モニタリングしながら，１次モデルの予測結果をベイズ更新する方法論を提案する．

１次モデルを用いた劣化予測では，地盤沈下過程や疲労メカニズム等に不確実性が介在するために，確定

的な劣化予測を行うことが困難である．そこで，土質条件をランダムに変化させ，複数の地盤沈下シナリ

オを作成する．さらに，航空機走行経路の確率分布を考慮し，コンクリート舗装の疲労破壊過程に関する

サンプルパスを発生させる．その上で，サンプルパス情報に基づいて，地盤沈下過程やコンクリート舗装

の疲労破壊プロセスを統計的劣化モデル（以下，２次モデルと呼ぶ）を用いて近似的に表現する．さらに，

空港供用後に新しく得られたモニタリング情報に基づいて，２次モデルを逐次更新するというハイブリッ

ド劣化モデルを提案する．

以上の問題意識の下に，本研究では空港コンクリート舗装の劣化過程を記述するために，1）１次モデ

ルによるサンプル情報の生成，2）それに基づく２次モデルの作成，3）２次モデルのベイズ更新というハ

イブリッド劣化モデルを提案する．さらに，H空港のコンクリート舗装マネジメントを対象とした適用事

例を通じてハイブリッド劣化モデルの有効性を検討する．なお，本章で提案する劣化予測モデルは，数多

くのサブシステムをハイブリッド劣化モデルとして集大成したものであり，サブシステムのいくつかは前

章までに述べられているが，ハイブリッド劣化モデルの内容理解のために，該当する部分で内容を簡潔に

紹介することをあらかじめ断っておく．以下，4.2では本研究の基本的な考え方を整理し，4.3で，ハイブ

リッド劣化モデルの全体構成を説明する．4.4では，力学的劣化モデルを用いて劣化過程に関するサンプル

パスを作成する．4.5では，２次劣化モデルを作成する．4.6では，２次モデルのベイズ更新とベイズ予測

の方法について説明する．4.7では，適用事例について考察する．

4.2 本研究の基本的立場

4.2.1 従来の研究概要

１章において述べたように，空港コンクリート舗装のマネジメントに関しては，米国において実績があ

り，オクラホマ空港における空港舗装を対象とした舗装マネジメントシステム [3]やFAA(Federal Aviation

Administration)が提案している舗装マネジメントシステム [4]等の事例が存在する．両事例とも，経年的

に蓄積された十分な空港舗装の劣化データを用いて，最小二乗法を用いてコンクリート舗装の供用性曲線

を推計している．しかし，劣化過程に多大な不確実性が介在するために，劣化曲線の推計精度は必ずしも

良好ではない．劣化過程の不確実性を考慮した統計的劣化モデルとして，マルコフ連鎖モデルが提案され
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ている [5]Ä [11]．マルコフ連鎖モデルでは，対象とする施設の健全度を，複数の離散的なレーティング指標

で表現し，健全度間の遷移状態をマルコフ推移確率で表現する．これらの統計的劣化モデルは，現実に生

じた劣化現象に基づいてモデル化するため，劣化現象に関わる情報が蓄積されれば，平均的な劣化過程に

関して信頼性の高い予測が可能となる．しかし，統計的劣化モデルは，モデルを推計するために対象とす

る施設の劣化過程に関するデータの蓄積が必要となる．

一方，力学的劣化モデルは，劣化過程を物理モデルにより記述する方法である．空港コンクリート舗装に

関しては，疲労度設計法を用いた信頼性設計法により，コンクリート版の疲労破壊のメカニズムを分析し，

コンクリート版の寿命を想定する方法 [12]Ä [18]が提案されている．近年，建設が増加している臨海部空港

においては，地盤の不同沈下がコンクリート舗装の劣化に多大な影響を及ぼすことが知られている．この

ため，本研究では空港地盤の沈下過程を 1次元圧密モデルで表現するとともに，疲労度設計法を用いた信

頼性設計法により，空港舗装の劣化過程を予測する方法を採用する [19];[20]．しかし，土質条件の不確実性

が介在するため，地盤沈下過程を確定的に予測することは極めて困難である．コンクリート舗装の疲労破

壊過程にも不確実性が介在する．さらに，現場における初期施工状態のばらつきや材料物性値の持つ不均

一性等，力学的劣化モデルで記述できない要因による影響を無視できない．

力学的劣化モデルは，理論的仮説や実験結果等に基づいて，劣化現象を記述するため，劣化に関するデー

タが現実に存在しなくても劣化過程を予測することが可能である．さらに，モデルの理論的前提が成立す

る範囲の中では，信頼性の高い劣化予測結果が得られる．しかし，現実には力学的劣化モデルには，上述

したように多くの不確実性が介在するため，現実に生起した劣化状態が，力学的劣化モデルにより推計さ

れた予測値と一致する保証はない．本研究では，力学的劣化モデルに介在する不確実性に対処するために，

以下のような方法論を採用する．まず，土質条件をランダムに与えることにより，空港地盤の沈下過程に

関するサンプルパスを発生させる．その上で，疲労度解析により，各サンプルパスに対して空港舗装の劣

化過程を予測する．以上の方法で，コンクリート舗装の劣化過程に関する数多くのサンプルパスを獲得で

きる．その上で，サンプルパスの背後にある統計的な規則性を，統計的劣化モデルを用いて表現する．つ

ぎに，空港供用後の期間に着目するとともに，空港コンクリート舗装の維持・管理過程で得られた点検情

報に基づいて，統計的劣化モデルをベイズ学習させるという方法論を提案する．このように，本研究で提

案する劣化モデルは，力学的劣化モデルと統計的劣化モデルを合成したハイブリッド型モデルである．す

でに，筆者等は，空港地盤の沈下過程に関するハイブリッド型予測モデル [21]を提案している．ただし，本

研究では，空港地盤の沈下予測モデルを部分モデルとして内包したような空港コンクリート舗装のハイブ

リッド型劣化予測モデルを提案するところに特色がある．

4.2.2 空港舗装のリスクマネジメント

本研究では，PFI事業権契約による空港コンクリート舗装マネジメント問題をとりあげる．このような
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期待値

 

 

確
率

密
度

大規模補修が必要な舗装版数

 設計段階
 ベイズ予測後

注）設計段階で予測した大規模補修需要（補修が必要となる舗装版数）と供用開始後に
ベイズ予測した補修重要の確率分布を示している．モニタリング情報を用いることによ
り，舗装劣化予測リスクが軽減される．

図-4.1 舗装劣化予測リスク (再掲)

空港舗装マネジメントでは，ライフサイクル費用リスクの管理が重要な課題となる．臨海部空港等，軟弱

地盤上に建設された空港施設では，空港供用開始直後の期間では，地盤沈下リスクが大きく，ライフサイク

ル費用に及ぼす影響が大きい．しかし，時間の経過とともに，地盤沈下過程は次第に安定化してくる．一

方で，コンクリート版に繰り返し荷重が作用し，コンクリート版の疲労破壊のリスクが大きくなる．この

ように，空港供用後，時間の経過に伴って，コンクリート舗装の管理条件が時間と供に変化する．PFI事

業権契約においては，契約終了時点において，空港コンクリート舗装の健全度が，性能基準を上回ること

が義務づけられている．したがって，ライフサイクル費用リスクを管理する上で，大規模補修が必要とな

る舗装面積（コンクリート舗装版数）を予測することが重要な課題となる．

いま，事業期間を設計段階，運用段階という２つの期間に分類しよう．設計段階では，地盤沈下過程や

舗装劣化過程に関する実績データが存在しない．このため力学的モデルを用いて，地盤沈下・舗装劣化過

程の将来予測を行うことが必要となる．その際，地盤条件や舗装の疲労破壊に関する不確実性を考慮して，

ある一定の安全率を見込んで舗装構造を設計することになる．図-4.1には，計画期間内の目標時点におい

て大規模補修が必要となる舗装版数の確率分布を設計段階の情報を用いて予測した結果を示している．一

方，空港供用後には，地盤沈下量，舗装劣化過程に関するモニタリング情報が蓄積される．このようなモニ

タリング情報を用いることにより，地盤沈下過程，舗装劣化過程に関する予測精度を向上できる．図-4.1

には，空港供用後一定の期間を経た時点で目標時点において大規模補修が必要となる舗装版数をベイズ予

測した結果を示している．同図の２つのグラフは同一の目標時点における補修需要分布を表しているがベ

イズ予測の結果では，補修需要の分散が小さくなっており，予測精度が向上したことが理解できる．さら

に，同図では，ベイズ予測された補修需要の期待値が，設計段階における期待値よりも上回っており，ラ
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イフサイクル費用が当初の計画より増加することが見込まれる．このように設計段階における予測結果に

システム的な予測誤差が存在する場合，ベイズ予測の結果に基づいて，将来の補修予算計画を修正するこ

とが必要となる．

4.2.3 ハイブリッド劣化モデル

本研究で提案するハイブリッド劣化モデルは，力学的理論に基づいて，1) 劣化過程のサンプルデータを

発生する１次モデル，2）１次モデルで生成したサンプルデータの統計的規則性を表現した２次モデルによ

り構成される．さらに，運用段階において，3）空港供用後に観測されたモニタリング情報を用いて，２次

モデルをベイズ学習する３次モデルが付加されている．

１次モデルは，1）地盤の不同沈下過程を予測する確率的１次元圧密モデル，2）コンクリート版内に発

生する応力状態を解析する２次元平板有限要素法モデル，3）コンクリートの破壊確率曲線からコンクリー

ト版の累積疲労度を算定する疲労破壊モデルという３つのサブモデルで構成されている．しかし，１次モ

デルを用いてライフサイクル費用評価を実施する場合，1）モデルの操作性に問題があり，膨大な計算時間

が必要となる．2）シミュレーションで得られた膨大な分析結果に対して統計的処理を行うことが必要とな

るという課題が発生する．さらに，3）破壊確率曲線は，疲労破壊試験で得られた限られた実験サンプルを

用いて統計的に推定された曲線であり，理論的基盤を持つ力学的モデルとは言いがたい．このように１次

モデルは，分析精度が異なるサブシステムを連結したものであり，１次モデルの予測結果には多くの不確

実性が介在する．本研究では，１次モデルに介在する不確実性の内，土質条件の不確実性に関しては，土

質条件をランダムに変化させた１次元圧密モデルを用いて，多数の地盤沈下シナリオを発生させる．さら

に，コンクリート版の疲労破壊に関する不確実性に関しては，航空機の走行時のばらつきを確率的に表現

し，コンクリート版の疲労破壊に関するサンプルパスを作成する．その上で，１次モデルを用いて発生し

た膨大な計算結果に含まれる統計的規則性を２次モデルを用いて表現する

空港施設の運用段階では，コンクリート舗装の劣化特性を継続的に観測することにより，初期時点で実施

した劣化予測の誤差を評価することが重要となる．初期時点から，ある一定の期間が経過した時点で，予

測結果と実測値の間に誤差が生まれてきた場合を考えよう．この場合，継続的なモニタリングにより獲得

した実績データを活用して，その時点以降における劣化予測の信頼性を向上させることが必要となる．実

測データに基づいて劣化モデルの信頼性を向上させる方法として，1）１次モデルを逆解析により修正する

方法，2）２次モデルをベイズ更新する方法が考えられる．本研究でとりあげる１次モデル（力学的劣化モ

デル）は，信頼性や精度が異なる多くのサブモデルにより構成されており，予測結果と実測値の間に乖離

が発生しても，その原因を確定的に特定化することは困難である．一方，２次モデルが統計的モデルで表

現されている場合，新しく獲得した実績データを用いて，容易にモデルをベイズ更新することが可能であ

る．本研究では，劣化予測結果の信頼性を向上するために，２次モデルをベイズ更新する方法論を提案す
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図-4.2 ハイブリッド劣化モデルの特性

る．さらに，継続的なモニタリングを通じて，実績データが蓄積されれば，２次モデルの予測精度を向上

させることが可能である．

4.2.4 ハイブリッド劣化モデルの特徴

ハイブリッド劣化モデルは，力学的劣化モデルと統計的劣化モデルを合成した構造を有している．図-4.2

は，力学的劣化モデル，確率的劣化モデルを用いた劣化予測の方法と，ハイブリッド劣化モデルを用いた

予測方法の相違点を模式的に示している．同図の左側は，従来の劣化予測の考え方を示している．図の上

半分には力学的劣化モデルを用いた場合，下半分には統計的劣化モデルを用いた予測方法が示されている．

両者の方法は，互いに独立であり，それぞれ別々の方法論に基づいて劣化予測が行われる．力学的劣化モ

デルを用いた場合，劣化情報が存在しなくても，劣化予測を行うことが可能である．時間の経過とともに

劣化過程に関する実測値が得られた場合，モデルの予測結果と実績値の間にかい離が生じた場合，逆解析

的手法等を用いて，力学的劣化モデルを修正することが必要となる．一方，統計的劣化モデルは，各施設

の固有の構造特性，環境条件や検査間隔の不均一性を考慮できるという利点がある．しかし，劣化情報が

存在しない場合，統計的劣化モデルを推計することは不可能である．空港コンクリート舗装のように，十

分な計測値の蓄積がない場合，統計的モデルによる劣化予測を行うためには，今後のデータの蓄積を待た

ざるを得ないという限界がある．

図-4.2の右側には，ハイブリッド劣化モデルを用いた劣化予測の方法を模式化している．ハイブリッド

劣化モデルでは，力学的劣化モデルによる予測結果を初期情報として位置づける．さらに，力学的劣化モ

デルによる予測結果を用いて，統計的劣化モデルを作成する．その際，力学的モデルの計算結果において，

支配的な役割を演じているパラメータや説明変数をとりあげ，これらの変数やパラメータを説明変数とす
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るような統計的劣化モデルを作成する．このような方法論を採用することにより，初期時点において実績

データがない場合においても，不確実性を考慮した劣化予測が可能となる．また，継続的なモニタリング

により獲得した計測データを活用して，逐次ベイズ更新を行うことにより，劣化モデルの信頼性を向上さ

せることが可能である．その一方で，ハイブリッド劣化モデルを用いて劣化予測を行った結果，劣化予測の

結果と実績値の間に無視できないかい離が存在する場合，統計的劣化モデルをベイズ更新し，ハイブリッ

ド劣化モデルの信頼性の向上にフィードバックすることが重要となる．あわせて，力学的劣化モデルの予

測精度の改善に努力することが必要となる．

4.3 ハイブリッド劣化モデル

4.3.1 モデル化の前提条件

PFI事業者がカレンダー時刻ú0に空港施設を建設し，それ以降の時刻にわたって空港コンクリート舗装

を管理する問題を考える．カレンダー時刻ú0を初期時点 t = 0とする離散的時間軸 t = 0; 1; 2;ÅÅÅ; ñTを導入

する．ñTは事業権契約の最終期である．時間間隔は1年間である．離散軸上の各点 tを時点と呼ぶ．対象と

する舗装区域を合計 I個のメッシュに分割する．各メッシュは，コンクリート舗装版に対応しており，メッ

シュ単位で地盤沈下を予測する．さらに，各メッシュを微小メッシュに分割し，微小メッシュを基本単位

として，コンクリート舗装版内の応力解析を実施する．

対象とする期間を，空港が供用される時刻ú0より以前の期間と，供用開始後の期間に分割し，前者を設

計段階，後者を運営段階と定義する．設計段階においては，空港コンクリート舗装の劣化過程に関する情

報は存在しない．設計段階では，１次モデルを用いて，メッシュごとのコンクリート舗装の劣化予測を行

う．空港舗装の健全度は，通常ひび割れ度，目地部の破損率，段差等を用いて評価される．なかでも大規

模なひび割れが発生した場合，コンクリート舗装の打ち換え等，大規模な補修が必要となる．本研究では，

これら 3つの損傷の中でも，疲労耐久性の観点から問題となるひび割れに着目する．空港管理者は，設計段

階で必要なボーリング調査を実施し，土質条件に関するデータを獲得する．ボーリングデータは，土質条

件に関する部分情報であり，完全情報ではない．このため，地盤沈下過程を確定的には予測できない．し

たがって，設計段階では，地盤沈下に関する複数のシナリオをランダムに設定するとともに，各メッシュ

のコンクリート舗装の劣化過程に関するサンプル情報を獲得する．その上で，サンプル情報を用いて，コ

ンクリート舗装の劣化過程の統計的規則性を 2次モデルによって表現する．２次モデルを用いることで，劣

化過程の確率的な分布を表現することが可能となる．つぎに，運用段階を考える．空港の供用開始時点か

ら，空港管理者は，各メッシュの地盤沈下量，コンクリート舗装の健全度を継続的にモニタリングする．こ

のようなモニタリング情報に基づいて，２次モデルをベイズ更新し，３次モデルを作成する．

ハイブリッド劣化モデルでは，１次モデル，２次モデル，３次モデルを用いて地盤沈下過程，舗装の劣
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表-4.1 ハイブリッド劣化モデルのアウトプット
地盤沈下量 舗装健全度

実測値 ñyti ñhti
1次モデル fi(t; k) gi(t; k)

yti(k) hti(k)

2次モデル ŷti ĥti
3次モデル ~yti(T ) ~hti(T )

注）yti(k); h
t
i(k)は，時点 t，メッシュiにおけるサンプルパス

fi(t; k); gi(t; k)上のサンプル値を表す．２次モデルのアウト
プットは期待値パスを，３次モデルのアウトプットは時点T以
降の予測結果を表している．

化過程を記述する．この場合，どのモデルを用いてこれらの過程を記述しているのかを識別することが必

要となり，モデルの記述が複雑となる．表-4.1には，以下で用いるアウトプットを一括して整理している．

また，図-4.3には，各サブモデルの関係を示している．

4.3.2 １次モデル（設計段階）

１次モデルは，土質条件，航空機交通量等を入力情報として，供用開始後に発生するメッシュiの時点 t

における地盤沈下量 yti，コンクリート版の健全度htiを予測することを目的とする．しかし，土質条件や舗

装の疲労破壊過程には多大な不確実性が介在するため，これら入力条件をランダムに設定し，地盤沈下過

程，舗装の疲労破壊過程に関する複数のサンプルパスを発生する．

１次モデルでは，まず空港地盤の沈下過程を，地盤の不同沈下過程を考慮した確率的１次元圧密モデルを

用いて表現する．そのために，対象とする空港地盤を平面メッシュに分割するとともに，各平面メッシュに

対して垂直方向にもメッシュ分割した３次元地盤モデルを用いる．確率的１次元圧密モデルを用いて，各平

面メッシュの地盤沈下量の経年的変化を予測する．その際，土質定数をランダムに変化させることにより，

複数の地盤沈下シナリオを発生させる．地盤沈下シナリオごとに，各メッシュの地盤沈下過程に関するサ

ンプルパス（以下，地盤沈下パスと呼ぶ）が求まる．メッシュi (i = 1;ÅÅÅ; I)のシナリオk (k = 1;ÅÅÅ;K)

の地盤沈下パスを，時点 tの関数として fi(t; k) (i = 1;ÅÅÅ; I; k = 1;ÅÅÅ;K; t = 0; 1;ÅÅÅ)と表現する．さら

に，平面メッシュごとに地盤沈下パスが確定すれば，当該メッシュにおける航空機交通による繰り返し荷

重，自重，及び温度応力により，コンクリート舗装の疲労破壊過程を解析することができる．本研究では，

疲労度解析を考慮したコンクリート舗装の信頼性設計法を用いて，コンクリート舗装の劣化過程を予測す

る．地盤沈下パスが異なれば，コンクリート破壊過程も変化する．コンクリート疲労過程も，地盤沈下過程

と同様に，数多くのサンプルパス（舗装劣化パスと呼ぶ）gi(t; k) (i = 1;ÅÅÅ; I; k = 1;ÅÅÅ;K; t = 0; 1;ÅÅÅ)

として表現される．１次モデルでは，数多くの地盤沈下パス，舗装劣化パスが発生するため，サンプルパ

スの統計的特性を集約的に表現することが必要となる．
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図-4.3 ハイブリッド劣化モデルの構造

4.3.3 ２次モデル（設計段階）

１次モデルのアウトプットは，各メッシュ別の地盤沈下パス fi(t; k)と，舗装劣化パス gi(t; k)である．さ

らに，yti(k); h
t
i(k)は，時点 t，メッシュiにおけるサンプルパス fi(t; k); gi(t; k)の実現値を表す．１次モ

デルで作成したサンプルパスは膨大な量に及ぶ．これらの情報を劣化予測に用いるためには，サンプルパ

スデータに含まれる統計的情報を集約化することが必要である．そこで，１次モデルで作成したサンプル

パスを統計的標本と考え，これらのサンプルパスを統計的に表現する２次モデルを作成する．まず，地盤

沈下過程に関しては，地盤沈下パスの線形荷重和モデル（混合地盤沈下モデルと呼ぶ）を用いて表現する．

つぎに，ある一定期間の間に舗装が劣化する確率をマルコフ推移確率を用いて表現する．しかし，地盤の

不同沈下状態に依存して，コンクリート舗装の疲労メカニズムが異なる．したがって，舗装の劣化過程は，

マルコフ推移確率が地盤沈下状態に依存して変化する非斉次マルコフ連鎖モデルを用いて記述される．本

研究では，これら２つの統計的モデルを総称して２次モデルと呼ぶ．２次モデルを用いて，地盤沈下の統
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計的サンプルパスŷti (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0; 1;ÅÅÅ)と舗装劣化過程のサンプルパスĥti (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0; 1;ÅÅÅ)

の生起確率を求めることができる．記号「　̂」は，２次モデルを用いて作成したサンプルパスであること

を表している．

4.3.4 ３次モデル（運用段階）

運用段階における空港舗装マネジメントにおいては，地盤沈下過程を継続的にモニタリングし，設計段階で

予測した地盤沈下過程を再評価し，必要であれば維持補修戦略の見直しを図ることが求められる．いま，空港

供用時点 t0から一定期間が経過し，現在時点Tに到達したと考える．さらに，空港供用時点から，現在時点に至

るまでの地盤沈下量データñyti (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0;ÅÅÅ; T )と舗装健全度データñhti (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0;ÅÅÅ; T )

が得られたとしよう．ここに，記号「ñ　」は，モニタリングで得られた実測値を意味する．地盤沈下量と

舗装健全度の実測値が，１次モデル，および２次モデルの予測結果と一致する保証はない．運用段階では，

モニタリング情報を用いて，地盤沈下および舗装疲労破壊の予測精度を向上させることが課題となる．本

研究ではモニタリング情報を用いて，1）地盤沈下パスの統計的性質を記述した混合地盤沈下モデル，2）

地盤沈下パスを与件として，舗装の劣化過程を記述するマルコフ劣化モデルのベイズ更新を試みる．この

ように２次モデルのベイズ更新を試みることにより，現時点T以降における時点 t (t > T )における地盤沈

下過程~yti(T )，舗装劣化過程~hti(T )の予測精度を向上することができる．記号「 ~　」はベイズ予測値である

ことを示す．

4.4 力学的劣化モデル（１次モデル）

4.4.1 １次モデルの概要

舗装コンクリートの信頼性設計法 [12]Ä [15]として，疲労破壊輪数や舗装計画交通量に対して信頼度に応

じた係数を適用する方法 [12];[13]，地盤・材料などに信頼度に応じた係数を適用する方法 [14];[15]が提案さ

れている．信頼度は，舗装の性能指標が，性能規定として設定された値を下回らない確率として定義でき

る．空港コンクリート舗装（NC舗装）の性能指標は，1）使用性，2）安全性，3）快適性，4）環境に対

する配慮等を念頭において定義される．空港の使用性・安全性については，円滑な航空機の移動が可能で

あるとともに，疲労破壊抵抗性を有していることが求められる．一方，快適性・環境への配慮に関しては，

平坦性や振動・騒音の少ない舗装構造が求められる．すなわち，上記の使用性・安全性に着目すれば，信

頼性の考え方は，構造設計に適用できると考えられ，空港コンクリート舗装が十分な疲労耐久性を有して

いるかによって，構造的な破壊に至るか否かを評価する．以下においては，空港コンクリート舗装の疲労

耐久性を評価する設計手法を疲労度設計手法と呼ぶこととする．図-4.4に疲労度設計手法のフローを示し

ている．すでに，１次モデルの詳細に関しては２章および参考文献 [20]を参照されたい．ここでは，再度

その内容を簡単に紹介する．
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基本断面の照査※3 断面の仮設定※3

疲労度解析

（累積疲労度の算出）…4.(4)

面的，経時的，不同沈下特性の把握

確率的一次元圧密解析による

不同沈下パスの発生…4.(2)

不同沈下部の自重による発生応力の算定

クリープの影響を考慮し

発生応力の50%と設定

不同沈下部の航空機荷重による

発生応力の算定

…4.(3)

温度応力の算定
…4.(3)

版厚，機材，不同沈下量に応じた

発生応力の算定

(2次元平板FEM解析）

時間帯により異なる温度応力と

時間帯毎の交通量の関連づけ

目標サービス水準の設定

サービス水準を

満足するか

断面設定

YES

NO

版厚の増厚

あるいは減厚

※3

※3：空港舗装構造設計要領 
18)

で定められる基本断面の

照査に対しては目標サービス水準に余裕があっても減厚

は行わない．疲労度設計法で断面を設定する場合は，

サービス水準を満足する最小版厚を設定する．

図-4.4　疲労度設計手法フロー (再掲)

4.4.2 不同沈下シミュレーション

図-4.4に示すように，本研究で使用した疲労度設計手法においては，地盤の圧密現象による不同沈下量

を考慮している．不同沈下量の算出については，地盤物性のばらつきを考慮したモンテカルロシミュレー

ションによって評価する [19]．その詳細は２章に示した通りである．本シミュレーションモデルでは，モデ

ル地盤を平面および鉛直方向のメッシュに分割し，それぞれのメッシュで独立に沈下が生じると仮定して，

メッシュ中心点での沈下を１次元圧密理論によってモデル化している．また，地盤物性のばらつきを考慮

するため各ブロックの土質定数を確率変数として取り扱っている．ただし，地盤の自己空間相関性を定義

し，１次元圧密によるメッシュ間の相互作用の影響を考慮している．地盤沈下モデルを用いて，各メッシュ

の地盤沈下パスfi(t; k) (i = 1;ÅÅÅ; I; k = 1;ÅÅÅ;K; t = 0; 1;ÅÅÅ)を求めることができる．

4.4.3 コンクリート舗装版内応力の算定

コンクリート舗装版内に発生する応力に関しては，西澤らによる２次元平板FEM[17]を拡張し，航空機

の輪荷重による応力，不同沈下によって生じる版の自重応力を算定後，版上下面の温度差によって生じる

そり拘束応力を加算する方法を採用する [20]．コンクリート版の剛体運動を考慮し，地盤沈下モデルを用

いて予測した不同沈下形状に基づいて，各コンクリート版と路盤との接触点を求める．その際，地盤沈下

量の計算結果に基づいて，図-4.5に示すように不同沈下幅を 30mとする３次曲線で不同沈下形状を近似し

た．1枚が 8.5mÇ8.5mの連続する 9枚のNC舗装版下に地盤沈下が発生し，版の目地位置を折点として各

版が沈下形状に追随するようにモデル化した．その結果，同図に示すようにコンクリート版と路盤の接触

点を求めることができる．そこに，自重や航空機の荷重が作用して，変形が沈下量を上回ると再びコンク

リート版が路盤と接触し，路盤の反力が働くようになる．このような平衡状態を繰り返し計算により求め
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図-4.5　不同沈下の形状近似 (再掲)

る．自重応力の算定においては，コンクリートのクリープによる影響 [12]を考慮して 50%に低減している．

また，コンクリート版の間の荷重伝達効果に関しては，せん断バネ係数，曲げバネ係数，ねじりバネ係数

で示される3つのバネモデル [18]で表現し，目地部における荷重伝達率が 85%以上確保されることを確認

している．いま，コンクリート舗装の疲労度解析のため，舗装版を図-4.6に示すように 1辺25cmとする微

小メッシュに細分化し，微小メッシュの中央部を点と呼ぶ．同図では，版中央部の■部分に航空機が載荷し

た場合を例示している．航空機荷重が点pに作用する場合，点 (j;î)における応力度õL(p; j;î)をFEM解

析により算定することができる．

コンクリート舗装に生じる温度応力に関しては，岩間の提案式 [22]が一般に用いられてきたが，坪川ら

[23]は版厚の厚い空港コンクリートの特徴を考慮し，版中央部における温度応力式

õt = 0:53
Ec ÅãÅd
2(1Äó) (4.4.1)

を提案している．ここに，õtは温度応力 (MPa)，Ecはコンクリートの弾性係数（34,000MPa），óはポワソ

ン比（=0,15），ãはコンクリートの温度膨張係数（=1Ç10Ä5=éC），dはコンクリート版の上下面の温度差

（éC）であり，dはÄ9éCから 19éの間で舗装設計便覧 [24]に準じて確率分布すると考える．

4.4.4 累積疲労度の算定

コンクリート舗装の疲労耐久性が損なわれた場合，大規模な補修が必要となる．小梁川らは，コンクリー

ト材料の疲労破壊試験を行い，破壊確率と疲労度の関係を求めている [13]．本研究では，舗装設計施工指
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図-4.6　舗装版のFEMメッシュ分割 (再掲)

針 [25]に基づいて，破壊確率曲線として，

N = 10(ãÄSL)=å (4.4.2)

ã= 1:111364 + 0:00165Pf

å= 0:09722Ä 0:00021Pf

を提案している．ここに，SLは応力レベル（合成応力/設計基準曲げ強度），Nは合成応力に対する許容

繰り返し回数，Pfは破壊確率 (%)である．ただし，ここで定義した破壊確率は，コンクリートの材料とし

ての疲労破壊確率であり，コンクリート舗装版の疲労破壊確率ではない．

コンクリート舗装版の疲労破壊に関しては，コンクリート舗装版に作用する多様な繰り返し合成応力を

総合的に評価することが必要となる．前述したように，空港コンクリート舗装の疲労度解析においては，1）

航空機の輪荷重により発生する応力，2）コンクリート版の自重により発生する応力，3）版上下面の温度

差によって生じるそり拘束応力を考慮する必要がある．図-4.6中に点 (j;î)における疲労度を計算するた

めに，同図に示すとおり，縦軸î= 1上に航空機 4輪荷重の前輪2輪の中心が位置し，横軸方向にp = Ä6

からp = +6の範囲内で航空機荷重位置が確率分布すると考える．航空機荷重が点pに作用する場合，点

(j;î)における応力度õL(p; j;î)をFEM解析により算定する．これと，温度応力式から算定した上下面温

度差déCにおける温度応力õd(j;î; d)を加えることにより，温度差がd，航空機荷重点がpの時に，点 (j;î)

に作用する合成応力õb(d; p; j;î)が求まる．この合成応力をコンクリートの設計基準曲げ強度で除すること
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により，式 (4.4.2)で用いる応力レベルSLを求めることができる．その上で，破壊確率曲線 (4.4.2)を用い

て，破壊確率 5%に対応する許容繰り返し回数を求めた結果をN(d; p; j;î)と表そう．この時，マイナー則

を用いて，同図中の斜線範囲内におけるメッシュ点 (j;î)での疲労度を

FD(j;î) =
19
X

d=Ä9

6
X

p=Ä6

n(d; p)

N(d; p; j;î)
(4.4.3)

と定義する．ここに，FD(j;î)は点 (j;î)の疲労度を，n(d; p)は，温度差dの場合に，点pを通過する交通

量を表し，

n(d; p) = nair(d)Ç
Z s(p+0:5)

s(pÄ0:5)

1p
2ô
eÄ

x2

2õ2 dx (4.4.4)

と表せる．ただし，nair(d)は，上下面温度差déCのときの交通量で，上下面温度差déCの発生頻度に設計

交通量を乗じたもの，sはFEM解析における載荷位置のインターバルであり，図-4.6に示す微小メッシュ

の 1辺に相当する．この時，点 (j;î)の疲労度が

FD(j;î)çï 1 (4.4.5)

を満足するとき，疲労破壊は発生すると考える．çは安全率であるが，以下ではç= 1を想定する．

4.4.5 ひび割れ発生予測

コンクリート舗装の疲労破壊基準は，式 (4.4.5)で与えられる．しかし，コンクリート舗装の疲労により，

どのようなひび割れが発生するかを予測することは極めて困難である．本研究では，図-4.6に示すような

微小メッシュの中で，疲労度が 1を越えているメッシュに関しては，ひび割れが発生するポテンシャルが

あると評価する．以上の考え方に基づいて，コンクリート舗装の劣化過程を，ひび割れ度（cm/m2）

ひび割れ度 =
2Ç LÇ (Sr=S)

A
(4.4.6)

を用いて診断した．ただし，Lは舗装版の目地間隔（cm），Srは疲労破壊基準を満足しない微小メッシュ

面積（m2），Sはコンクリート版 1枚の面積（m2），Aは検討対象面積（m2）である．その上で，空港舗

装補修要領 (案)[26]に準拠して，式 (4.4.6)で評価されるひび割れ度を用いて，表-4.2に示すような管理水

準を設けた．

以上の議論により，舗装の劣化現象は，地盤沈下過程の進展に依存していることが理解できる．すなわ

ち，地盤沈下パスと対応して，１次モデルを用いて各メッシュにおける舗装の健全度の経年的変化を表現す

ることができる．その結果，地盤沈下パスkと対応して，健全度変化のサンプル gi(t; k) (i = 1;ÅÅÅ; I; k =

1;ÅÅÅ;K; t = 0; 1;ÅÅÅ)を求めることができる．gi(t; k)は，地盤沈下パスkが生起した時のメッシュiの時点

tにおけるコンクリート舗装の健全度を表している．
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表-4.2　 5段階レーティング評価基準
健全度 区分 ひび割れ度 (cm=m2)
1 A 1.1未満

2 B1 1.1～4.4
3 B2 4.4～7.8
4 B3 7.8～11.1
5 C 11.1以上

注)　 空港舗装補修要領 (案)[26]においては，A：補修の必要
なし，B：早いうちの補修が望ましい，C ：できるだけ早急に
補修の必要があるという3段階のレーティングによって管理し
ているが，本研究においては，上記Bランクを更に3段階に等
分し，5段階のレーティング指標とした．

4.5 統計的劣化モデル（２次モデル）

4.5.1 ２次モデルの概要

すでに３章において，確率的１次元圧密モデルを用いて，混合地盤沈下モデルを作成する方法論につい

ては詳述したが，１次モデルから２次モデルに至る一連の流れおよび統計的劣化モデル（２次モデル）に

おける非斉次マルコフ性について再度理解を図るため，その概要を簡単に記載しておく．いま，メッシュ

i (i = 1;ÅÅÅ; I)の地盤沈下パス fi(t; k) (k = 1;ÅÅÅ;K)が求まったと考える．混合地盤沈下モデルは，現実

の地盤沈下量を，地盤沈下パスの荷重和

yti =
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k) + "i (4.5.7)

として表現できる．ここに，"iは，測定誤差を表す確率変数であり，互いに独立な1次元正規分布N (0; õ2i )

に従うと仮定する．また，!i(k)は，地盤沈下パスkに対して割り当てられた重みであり，

K
X

k=1

!i(k) = 1 (i = 1;ÅÅÅ; I) (4.5.8)

が成立する．各サンプルパスに割り付けられる重み係数が一意的に決定されるためには混合地盤沈下モデ

ルを構成するサンプルパスが互いに独立でなければならない．ここで，混合地盤沈下モデル (4.5.7)の重み

!i(k) (k = 1;ÅÅÅ;K)がディリクレ分布

D(!ijã) = â(ã)
K
Y

k=1

f!i(k)gãkÄ1 (4.5.9)

â(ã) =
Ä(

PK
k=1ãk)

QK
k=1Ä(ãk)

に従うと仮定する．ただし，Ä(Å)はガンマ関数であり，ã = (ã1;ÅÅÅ; ãK)は定数パラメータベクトルであ

る．また，分散パラメータûi = õ
Ä2
i がガンマ分布

g(ûijê;ç) =
çê

Ä(ê)
ûêÄ1i exp(Äçûi) (4.5.10)
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に従うと考える．ただし，ê，çは定数パラメータである．この時，メッシュiの地盤沈下サンプルパス

ŷi = (ŷ
0
i ;ÅÅÅ; ŷ

ñT
i )が生起する確率密度関数ôi(ŷi)は，

ôi(ŷi) / û
êÄ1=2
i

K
Y

k=1

!̂i(k)
ãkÄ1 exp

î

Äûi
ö

ç+
1

2
"̂2i

õ ï

(4.5.11)

と表される．ただし，ŷti =
PK
k=1 !̂i(k)fi(t; k) + "̂i (t = 0;ÅÅÅ; ñT )である．

4.5.2 マルコフ劣化ハザードモデル

メッシュiの舗装劣化パスを gi(t; k)と表そう．健全度が j (i = 1; 2;ÅÅÅ; J)であれば，gi(t; k) = jとなる．

つぎに，時点 tから t+ 1の間において生起するコンクリート舗装の健全度の推移確率を，マルコフ推移確

率で表そう．コンクリート舗装の劣化過程は，地盤沈下過程の影響を受けるが，ここでは，期間 [t; t + 1)

のマルコフ推移確率は，時点 tにおける地盤沈下量ベクトルyt(k) = fyti(k) : i = 1;ÅÅÅ; Igに依存して定義

されると考える．このとき，地盤沈下パスkの下で定義されるマルコフ推移確率は，時点 tで評価された健

全度hti(y
t(k)) = jを与件とし，次の時点 t+ 1において健全度ht+1i (yt(k)) = lが生起する条件付確率

Prob[ht+1i (yt(k)) = ljhti(yt(k)) = j]

= pjl;ti (yt(k)) (4.5.12)

と定義できる．ただし，期間 [t; t+1)中は，地盤沈下量はyt(k)のまま一定であると仮定する．以下，表記

の簡便化のために，健全度をhti(k)と，推移確率をpjl;ti (k)と略記する．さらに，舗装劣化パスk上で期間

[t; t+ 1)で定義される条件付確率 (4.5.12)を要素とするマルコフ推移行列を

Ö t
i(k) =

0

B

B

@

p11;ti (k) ÅÅÅ p1J;ti (k)
...

. . .
...

0 ÅÅÅ pJJ;ti (k)

1

C

C

A

(4.5.13)

と定義する．マルコフ推移確率は，多段階指数劣化ハザードモデルを用いて導出できる．マルコフ劣化ハザー

ドモデルの詳細は参考文献 [5]に譲り，ここではモデルの概要のみを説明する．いま，説明の便宜上，ある

メッシュiの地盤沈下パスkに着目する．当面の間表記の簡便化のため地盤沈下量は一定値をとると考え添え

字 tを省略する．また地盤沈下パスkを表す添え字kを省略する．平面メッシュiの健全度 j (j = 1;ÅÅÅ; JÄ1)

の寿命（その健全度が継続する時間長）を確率変数êjiで表す．健全度 iの寿命が，確率密度関数†ji (ê
j
i )，分

布関数âji (ê
j
i )に従うと仮定する．対象とするメッシュにおいて，健全度が j Ä 1から jへ変化した時点újiを

起点とする時間軸（以下，サンプル時間軸と呼ぶ）を考える．健全度 jのサンプル時間軸上で，時点újiから

の経過時間をujiと表記する．時点újiに健全度が jとなり，そこから時間ujiが経過した時点において健全度

が j + 1に変化する確率密度を指数ハザード関数 [27];[28]

ïji (u
j
i ) = ï

j
i (4.5.14)
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を用いて表現する．指数ハザード関数を用いれば，健全度 jの寿命がuji以上となる確率~âji (u
j
i )は，

~âji (u
j
i ) = exp(Äï

j
iu
j
i ) (4.5.15)

と表現できる．したがって，時点 tにおいて健全度が jと判定され，次の時点 t+ 1においても健全度が jと

判定される確率は，

pjji = exp(Äï
j
iz) (4.5.16)

となる．ただし，zは時点間隔を表す．さらに，メッシュiに対して，検査時点 tと t + 1の間で健全度が j

から l (> j)に推移するマルコフ推移確率pjli は，

pjli = Prob[h(t+ 1) = ljh(t) = j]

=
l

X

v=j

vÄ1
Y

s=j

ïsi
ïsi Äïvi

lÄ1
Y

s=v

ïsi
ïs+1i Äïvi

exp(Äïvi z)

(j = 1;ÅÅÅ; J Ä 1; l = j + 1;ÅÅÅ; J) (4.5.17)

と表すことができる [5]．ただし，表記上の規則として，
8

<

:

QvÄ1
s=j

ïsi
ïsiÄïvi

= 1 (v = jの時）
QlÄ1
s=v

ïsi
ïs+1i Äïvi

= 1 (v = lの時）

が成立すると考える．さらに，表記の便宜上，

lÄ1
Y

s=j;6=v

ïsi
ïsi Äïvi

exp(Äïvi z)

=
vÄ1
Y

s=j

ïsi
ïsi Äïvi

lÄ1
Y

s=v

ïsi
ïs+1i Äïvi

exp(Äïvi z)

と簡略化する．また，pjJi に関しては，マルコフ推移確率の条件より次式で表せる．

pjJi = 1Ä
JÄ1
X

l=j

pjli (j = 1;ÅÅÅ; J Ä 1) (4.5.18)

4.5.3 マルコフ劣化モデルのベイズ推計

1次モデルで作成した舗装劣化パスを用いて，マルコフ劣化ハザードモデルをベイズ推計する方法を考

える．マルコフ劣化ハザードモデルのベイズ推計に関しては参考文献 [6]を参照して欲しい．ここでは，マ

ルコフ劣化モデルのベイズ更新方法に関して，簡単に紹介しておく．舗装劣化パス gi(t; k)上の健全度情報

の点列をh(k) = fhti(k) : i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0;ÅÅÅ; ñTgと表そう．舗装劣化パスk上の連続する 2つの時点 tと

t+ 1におけるメッシュiの健全度の予測結果hti(k); h
t+1
i (k)が得られている．2つの時点における劣化推移

パターン情報に基づいて，ダミー変数を

éjli;t(k) =

(

1 hti(k) = j; h
t+1
i (k) = lの時

0 それ以外の時
(4.5.19)
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と定義する．さらに，施設の劣化速度に影響を及ぼすメッシュiの構造特性や環境条件を表す特性ベクトル

をxti(k) = fx
t;1
i (k);ÅÅÅ; x

t;Q
i (k)gと表す．ただし，xt;qi (k) (q = 1;ÅÅÅ; Q)は，舗装劣化パスkにおけるメッ

シュiの q番目の説明変数の時点 tにおける計算値を表す．また，第1番目の説明変数は定数項に該当する変

数であり,恒等的にxt;1i (k) = 1が成立する．さらに，説明変数には，時点 tにおいて予測された地盤沈下量

yti(k)，曲率 vti(k)のデータも含まれている．

メッシュi (i = 1;ÅÅÅ; I)の舗装劣化パスkを指数ハザード率を用いて表現する．いま，舗装劣化パスkの

ハザード率ïj;ti (k) (j = 1;ÅÅÅ; J Ä 1; i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0;ÅÅÅ; ñT )を，メッシュiの舗装劣化パスkにおける時

点 tの特性ベクトルxti(k)を用いて

ïj;ti (k) = x
t
i(k)å

j (4.5.20)

と表そう．ただし，健全度Jはマルコフ連鎖の吸収状態であり，pJJ;ti (k) = 1が成立するためにハザード率

ïJ;ti (k)は必然的にïJ;ti (k) = 0となる．ただし，åj = (åj;1;ÅÅÅ; åj;Q)は未知パラメータåj;q (q = 1;ÅÅÅ; Q)

によるベクトルである．また，xt;1i (k) = 1より，åj;1は定数項を表す．

マルコフ推移確率は，式 (4.5.17)で示したように，各健全度におけるハザード率ïj;ti (k) (j = 1;ÅÅÅ; J Ä

1; i = 1;ÅÅÅ; I)を含む．さらに，ハザード率はメッシュの特性ベクトルxti(k)を用いて式 (4.5.20)で表現で

きる．また，推移確率は時系列データが予測された時間間隔 zにも依存する．これらのことを明示的に表す

ため推移確率pjl;ti (k)を説明変数ベクトルòti(k) = (z;x
t
i(k))と未知パラメータå = (å1;ÅÅÅ;åJÄ1)の関数

としてpjl;ti (òti(k) : å)と表そう．この時，舗装劣化パスの劣化推移パターンの同時生起確率密度を表す尤

度関数は次式で表される [29];[30]．

L(òjå) =
JÄ1
Y

j=1

J
Y

l=j

I
Y

i=1

K
Y

k=1

ñT
Y

t=0

n

pjl;ti (òti(k) : å)
oéjli;t(k)

(4.5.21)

ただし，ò= fòti(k) : i = 1;ÅÅÅ; I; k = 1;ÅÅÅ;K; t = 0;ÅÅÅ; ñTgである．舗装劣化パス情報òはすべて確定値

であり，尤度関数は未知パラメータåの関数である．

いま，åjの事前確率密度関数 [31]Ä [33]が，多次元正規分布NQ(ñj ;Ü j)に従うと仮定する．Q次元正規

分布NQ(ñj ;Ü j)の確率密度関数は，

g(åj jñj ;Ü j) =
1

(2ô)
Q
2

q

jÜ j j

Åexp
n

Ä 1
2
(åj Äñj)(Ü j)Ä1(åj Äñj)0

o

(4.5.22)

で与えられる．ただし，ñjはNQ(ñj ;Ü j)の事前期待値ベクトル，Ü jは事前分散共分散行列である．記号
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0は転置操作を表す．事後確率密度関数†(åjò)は，

†(åjò) / L(òjå)
JÄ1
Y

j=1

g(åj jñj ;Ü j)

/
JÄ1
Y

j=1

J
Y

l=j

I
Y

i=1

K
Y

k=1

ñT
Y

t=0

n

l
X

v=j

lÄ1
Y

s=j;6=v

ïs;ti (k)

ïs;ti (k)Äï
v;t
i (k)

exp(Äïv;ti (k)zk)
oéjli;t(k)

Å
JÄ1
Y

j=1

exp
n

Ä 1
2
(åj Äñj)(Ü j)Ä1(åj Äñj)0

o

(4.5.23)

となる．ギブスサンプリング法は，事後確率密度関数†(åjò)を直接求めることが難しい場合に，各パラメー

タの条件付き事後確率密度関数を用いて，反復的にパラメータåの標本を乱数発生させることにより，事

後分布からのパラメータ標本を獲得する方法である [34];[35]．

ここで再び，得られているデータをò，未知パラメータをåと表そう．また，åからåe;qを除いた未知パ

ラメータベクトルをåÄ(e;q)と表そう．この時，式 (4.5.23)より，åÄ(e;q)を既知とした時のåe;qの条件付き事

後確率密度関数†(åe;qjåÄ(e;q);ò)は

†(åe;qjåÄ(e;q);ò)

/
e
Y

j=1

J
Y

l=e

I
Y

i=1

K
Y

k=1

ñT
Y

t=0

n

(åe;qxi;tq (k))
féjli;t(k)Äé

je
i;t(k)g

Å
l

X

v=j

lÄ1
Y

s=j;6=v

1

ïs;ti (k)Äï
v;t
i (k)

exp(Äïv;ti (k)zk)
oéjli:t(k)

Åexp
n

Ä
öeqq
2
(åe;q Ä ñ̂eq)2

o

(4.5.24)

ñ̂qe = ñ
q
e +

Q
X

h=1;6=q
(åe;h Äñeh)öehq

と表せる．ただし，éjei;t(k)は，舗装劣化パスk上の事前健全度 jとギブスサンプリングにおける事前健全度

eが一致した場合に 1を，そうでない時に0となるダミー変数である．ñeqは事前期待値ベクトルñeの第 q要

素であり，öehqは事前分散共分散行列Ü eÄ1の第 (h; q)要素である．また，
PQ
h=1;6=qは1からQまでの要素の

うち qを除いた要素の総和を意味する．これらの条件付き確率密度関数から標本を発生させ，その標本を用

いてパラメータåの事後分布に関する各種の統計量を計算することができる．ギブスサンプリングによる

標本番号をn (n = 1;ÅÅÅ; n)で表そう．ギブスサンプリング・アルゴリズムは以下のように整理できる．

step1：初期パラメータ値å(0) = (å1;1(0);ÅÅÅ; åJÄ1;Q(0))を与える．n = 1とし，標本数nを設定する．

step2：å(n) = (å1;1(n);ÅÅÅ; åJÄ1;Q(n))を次のように発生する．

†(å1;1jåÄ(1;1)(nÄ 1);ò)からå1;1を乱数発生する．
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†(å1;2jåÄ(1;2)(nÄ 1);ò)からå1;2を乱数発生する．

　 ・・・

†(åe;qjåÄ(e;q)(nÄ 1);ò)からåe;qを乱数発生する．

　 ・・・

†(åJÄ1;M jåÄ(JÄ1;M)(nÄ 1);ò)からåJÄ1;Qを乱数発生する．

step 3：十分大きなnに対してn > nならばå(n)を記録．

step 4：n = nならば計算終了．n < nならばn = n+ 1として step 2に戻る．

十分大きなnに対して，ギブスサンプリングが定常過程に到達している場合，å(n) (n = n+1; n+2;ÅÅÅ; n)は，

事後確率密度関数†(åjò)からの標本と見なすことができる．ギブスサンプリングを行うためには (JÄ1)ÇQ

個の条件付き事後確率密度関数†(åe;qjåÄ(e;q);ò) (e = 1;ÅÅÅ; J Ä 1; q = 1;ÅÅÅ; Q)を求めることが必要とな

る．本研究では適応的棄却サンプリング (ARS)を用いるが，その詳細は参考文献 [36] に譲る．

4.5.4 ベイズ統計量

パラメータ標本をå(n) (n = 1;ÅÅÅ; n)と表そう．å(n) = (å1(n);ÅÅÅ;åJÄ1(n))である．このうち，最初

のn個の標本は収束過程からの標本と考え，標本集合から除去する．その上で，パラメータの標本添字集合

をM = fn+ 1;ÅÅÅ; ngと定義する．このとき，パラメータåの同時確率分布関数G(å)は

G(å) =
#få(n) î å; n 2Mg

nÄ n 　 (4.5.25)

と表すことができる．ただし，#få(n) î å; n 2Mgは論理式å(n) î å; n 2 Mが成立するパラメータ標

本の総数である．また，パラメータåjの事後分布の期待値ベクトル ，分散・共分散行列 ~Ü j(åj)は，それ

ぞれ

~ñj(åj) = (~ñ(åj;1);ÅÅÅ; ~ñ(åj;Q))0

=
ê

n
X

n=n+1

åj;1(n)

nÄ n ;ÅÅÅ;
n
X

n=n+1

åj;Q(n)

nÄ n

ë 0
(4.5.26a)

~Ü j(åj) =

0

B

B

@

~õ2(åj;1) ÅÅÅ ~õ(åj;1åj;Q)
...

. . .
...

~õ(åj;Qåj;1) ÅÅÅ ~õ2(åj;Q)

1

C

C

A

(4.5.26b)

と表される．ただし，

~õ2(åj;q) =
n
X

n=n+1

fåj;q(n)Ä ~ñ(åj;q)g2
nÄ n (4.5.27a)

~õ(åj;qåj;r)
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=
n
X

n=n+1

fåj;q(n)Ä ~ñ(åj;q)gfåj;r(n)Ä ~ñ(åj;r)g
nÄ n

(4.5.27b)

である．ここで，パラメータ標本å(n) = (å1(n);ÅÅÅ;åJÄ1(n)) (n = n+ 1;ÅÅÅ; n)の中から，最初のn1個

と最後のn2個のデータをとりあげる．このとき，パラメータåj;q (j = 1;ÅÅÅ; J Ä 1; q =1;ÅÅÅ; Q)の不変

分布への収束を判断するGeweke検定統計量 [37]は，

Zåj;q =
ñåj;q1 Ä ñåj;q2

p

ó21(å
j;q) +ó22(å

j;q)
ò N (0; 1) (4.5.28)

ñåj;q1 =

Pn+n1
n=n+1å

j;q(n)

n1

ñåj;q2 =

Pn
n=nÄn2+1å

j;q(n)

n2

ó21(å
j;q) =

2ôf̂1åj;q(0)

n1
ó22(å

j;q) =
2ôf̂2åj;q (0)

n2

と定義できる．ただし， faåj;q (x) (a = 1; 2)はスペクトル密度関数であり，2ôfaåj;q(0)の推計値は

2ôf̂aåj;q(0) = $̂
a
0 + 2

%
X

s=1

w(s; %)$̂aj;q (4.5.29)

$̂a0 = ~õ
2
a(å

j;q)

$̂1j;q =

Pn+n1
g=néfåj;q(g)Ä ñå

j;q
1 gfåj;q(g Ä s)Ä ñå

j;q
1 g

n1

$̂2j;q =

Pn
g=néfåj;q(g)Ä ñå

j;q
2 gfåj;q(g Ä s)Ä ñå

j;q
2 g

n2

w(s; %) = 1Ä s

%+ 1

として求まる [38];[39]．né= n+ s+1; né= nÄn2+ s+1となる．åj;q (j = 1;ÅÅÅ; J Ä1; q = 1;ÅÅÅ; Q)

の不変分布への収束性に関する帰無仮説H0と対立仮説H1を
(

H0 : jZåj;q j î zã=2
H1 : jZåj;q j > zã=2

(4.5.30)

と設定する．ただし，zã=2は帰無仮説を棄却するための臨界的な値である．有意水準ãÅ100% で帰無仮説

を仮説検定する場合，zã=2はã=2 = 1 Äà(zã=2)を満足する値として定義できる．ただし，à(z)は標準正

規分布の分布関数である．

4.6 ベイズ更新モデル（３次モデル）

4.6.1 ３次モデルの役割

２次モデルは，力学的劣化モデルで予測した劣化過程の統計的規則性を，混合地盤沈下モデル，マルコ

フ劣化ハザードモデルを用いて近似したものである．２次モデルを用いて，土質条件を変化させたそれぞ
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れのケースに対して，各メッシュの健全度の平均的な時間的推移状況を予測することができる．しかし，

現実の空港舗装の劣化過程が，１次モデルの予測結果に一致する保証はない．いま，空港供用後，時間が

経過し，時点Tに到達したと考える．さらに，空港供用後，各平面メッシュの地盤沈下量と舗装健全度を

継続的にモニタリングすることにより，メッシュiの地盤沈下量，舗装健全度に関するモニタリング情報

ñy0;Ti = fñy0i ;ÅÅÅ; ñyTi g, ñh
0;T
i = fñh0i ;ÅÅÅ;ñhTi gが得られたと考える．さらに，すべてのメッシュの時点Tまで

の地盤沈下量，舗装健全度に関するモニタリング情報ベクトルを，それぞれñy0;T ; ñh
0;T

と表す．これらの

モニタリングデータを用いて，混合地盤沈下モデルとマルコフ劣化ハザードモデルをベイズ更新すること

により，３次モデルを作成することができる．３次モデルを用いることにより，その後の舗装劣化過程の

予測精度を向上することができる．

4.6.2 ３次モデルの作成

モニタリング情報ñy0;T ; ñh
0;T

を用いて，混合地盤沈下モデルとマルコフ劣化モデルをベイズ更新する．こ

のうち，混合地盤沈下モデルのベイズ更新方法に関しては，参考文献 [21]で詳細に検討している．その内

容を簡単に紹介する．いま，重みベクトル!iと確率誤差項の分散の逆数ûiを与件とした時，モニタリング

結果ñy0;Ti が観測される尤度は

L(ñy0;Ti j!i; ûi)

/
T
Y

t=0

û1=2i exp

2

4Äûi
2

(

ñyti Ä
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)

)2
3

5

(4.6.31)

と表される．つぎに，!iの事前確率密度関数が，ディリクレ分布 (4.5.9)，分散の逆数ûiがガンマ分布 (4.5.10)

に従う場合，!i; ûi (= õ
Ä2
i )の事後分布は

ô(!i; ûijñy0;Ti )

/ L(ñy0;Ti j!i; ûi)D(!ijã)g(ûijê;ç)

/ ûê+(TÄ1)=2i exp

"

Äûi

(

ç+
1

2

T
X

t=0

ê

ñytiÄ

K
X

k=1

!i(k)fi(t; k)
ë2

)#

K
Y

k=1

!i(k)
ãkÄ1 (4.6.32)

と表せる．この時，4.5.2で言及したようにMCMC法を用いてパラメータ!i，ûiの標本を事後確率密度関

数から抽出することができる．MCMC法により抽出したパラメータ標本を~!(n) (n = n;ÅÅÅ; n)と表す．

つぎに，２次モデルの推計に用いたデータòと時点Tまでのモニタリング情報ñò
0;T

をプールしたデータセッ

トを用いて，マルコフ劣化モデルをベイズ更新する．4.5.3で言及したように，２次モデルの推計には１次モ

デルで計算した地盤沈下パス，舗装劣化パスのデータを用いている．すなわち，それぞれのサンプルパスkに
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対して，舗装健全度データ fhti(k) : t = 0;ÅÅÅ; ñTgと説明変数ベクトルòi(k) = f(z;xti(k)) : t = 0;ÅÅÅ; ñTgを

定義し，これらのデータを用いて２次モデルを推計した．一方，空港供用後には，舗装健全度，地盤沈下量に関

する実測値を得ることができる．これらのモニタリング情報を用いて，舗装健全度データ fñhti : t = 0;ÅÅÅ; Tg

と説明変数ベクトルñòi = f(ñz; ñxti(k)) : t = 0;ÅÅÅ; Tgを定義できる．ここに，記号「ñ　」は，表-4.2に示し

たように実測値を用いて，データベースを作成していることを意味している．これらのデータをプールし

た新しいデータセット (ñò
0;T
;ò)を定義する．その上で，新しい添え字 rを用いて，データセットに含まれる

健全度，説明変数ベクトルの組を fhri ; (z; ñxri )g (r = 1;ÅÅÅ; ñR)と再定義する．ñRは，プール後のデータ数を

表す．ベイズ更新を行った後の未知パラメータベクトルの事後密度関数†(åjñò0;T ;ò)は

†(åjñò0;T ;ò) / L(ñò0;T ;òjå)
JÄ1
Y

j=1

g(åj jñj ;Ü j) (4.6.33)

と表すことができる．ここに，L(ñò0;T ;òjå)は，１次モデルの計算結果と時点Tまでのモニタリング情報の

双方をプールしたデータセットを用いて定義される尤度関数である．一方, g(åj jñj ;Ü j)は，それぞれ設計

段階のベイズ推計時に用いたåjの事前分布である．したがって，ベイズ更新後の事後分布は

†(åjñò0;T ;ò) /
JÄ1
Y

j=1

J
Y

l=j

I
Y

i=1

2

4

ñR
Y

r=1

n

l
X

v=j

lÄ1
Y

s=j;6=v

~ïsi (r)
~ïsi (r)Ä ~ïvi (r)

exp(Ä~ïvi (r)z)
oéjli (r)

3

5

Å
JÄ1
Y

j=1

exp
n

Ä 1
2
(åj Äñj)(Ü j)Ä1(åj Äñj)0

o

(4.6.34)

となる．ただし，~ïsi (r)はモニタリング情報を用いてベイズ更新されたハザード率，éjli (r)は隣接する2つ

の時点の健全度データに対してhri = j; h
r+1
i = lのときに 1，そうでないときに 0となるダミー変数である．

マルコフ劣化モデルに関しても4.5.3で述べた方法を用いて，パラメータ!i，ûiの標本を事後確率密度関

数から抽出する．MCMC法により抽出したパラメータ標本を~å(n) (i = 1;ÅÅÅ; I;n = n;ÅÅÅ; n)と表す．

4.6.3 舗装劣化に関するベイズ予測

本研究の適用事例では，PFI事業による空港舗装マネジメントを対象としており，事業権契約において

事業者が遵守すべきコンクリート舗装に関する性能が規定されている．したがって，PFI事業者の立場に

たてば，ライフサイクル費用リスクを管理するうえで，コンクリート舗装版の健全度分布を予測すること

が重要な課題となる．いま，空港供用時点から，現在時点までのモニタリング情報ñy0;T ; ñh
0;T

が得られた

とする．その上で，時点T以降の各時点におけるコンクリート版の健全度分布をベイズ予測する問題を考

える．さらに，MCMC法によって求めた地盤沈下モデルのパラメータ標本を~!i(n)，舗装劣化モデルのパ

ラメータ標本を~å
j
(n)と表そう．ただし，nはMCMC法によるステップ番号を表し，n = n+1;ÅÅÅ; nのパ
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ñy0;T ; ñh
0;T

モニタリング情報

~! i ; ~ûi のサンプリング・式 (4.632)~! i ; ~ûi のサンプリング・式 (4.632) ~å
j

のサンプリング・式 (4.6.34)~å
j

のサンプリング・式 (4.6.34)

３次モデル（ベイズ更新モデル）

混合地盤沈下モデル マルコフ劣化ハザードモデル

~! i(n) ~å
j
(n)

MCMC法によるサンプリング（　　ステップ目のパラメータ標本）nMCMC法によるサンプリング（　　ステップ目のパラメータ標本）n

a) 地盤沈下量の予測
地盤沈下予測量：　　　　　・式 (4.6.36)~yni (T )

n < ñnn < ñn

YES NO

n = n + 1

i < N

YES
NO

i = i + 1

c) 舗装劣化リスクの予測
モンテカルロシミュレーションにより，時点 t において大規模補修が必要となる

コンクリート版の個数が 　　を超過する確率　　　　　　　　　　　　　を求める．・・・式 (4.6.44)x P (x : t; ñy0;T ; ñh
0;T
)

b) 舗装劣化確率の推計（　　　　　　　　　　）
マルコフ推移確率行列　　　　　の算定・・・式 (4.5.13)，式 (4.5.17)
時点 t における健全度生起確率：　　　　　　・・・式 (4.6.40)~m t

i (n)
Ö t

i(n)

i = (1;ÅÅÅ; N )

図-4.7 ベイズ予測の手順

ラメータ標本をベイズ予測に用いる．ベイズ予測は，図-4.7に示すように，2次モデルのベイズ更新と並

行して行われる．いま，２次モデルのベイズ更新が行われ，nステップ目のパラメータ標本~!i(n)，~å
j
(n)

が得られた場合を考える．ベイズ予測は以下の手順で実施される．

4.6.4 a) 地盤沈下量の予測

時点T以降の地盤沈下予測を試みる．本ステップでは，時点Tにおける混合地盤モデルのベイズ更新

により作成したパラメータ標本~!i(n)を用いて，メッシュi (i = 1;ÅÅÅ; I)の地盤沈下量予測量~yi(T; n) =

f~yT+1;ni ;ÅÅÅ; ~y ñT ;ni gを出力する．ただし，~yt;ni は，重み標本~!i(n)を用いて時点 t (> T )の平面メッシュiの

地盤沈下量を予測した結果である．時点Tの地盤沈下量の実測値ñyTi と重み標本~!ni (k)を与件とすれば，時

点Tにおける混合地盤沈下モデルの予測残差òTi (n)は

òT;ni = ñyTi Ä
K
X

k=1

~!ni (k)fi(T; k) (4.6.35)

と表される．重み標本~!ni を与件とすれば，時点T以降の時点 t (> T )における予測値~yti(T )は，次式で示す

混合地盤沈下モデルで表される．

~yt;ni (T ) =
K
X

k=1

~!ni (k)fi(t; k) +ò
n
i (4.6.36)

以上の手順を経て，地盤沈下量予測量~yni (T )を得る．この時，時点Tにおいて地盤沈下量ñyTi を観測した場

合に，それ以降の時点 t (t > T )における地盤沈下量~yti(T )に関する確率分布関数Hi(~yijt; ñyTi )は次式で表さ
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れる．

Hi(~yijt; ñyTi ) =
#f~yt;ni (T ) î ~y; n 2Mg

nÄ n (4.6.37)

4.6.5 b) 舗装劣化確率の推計

以上で求めた地盤沈下量予測量~yni (T )と，マルコフ劣化モデルのパラメータ標本ベクトル~å
j
(n)を用い

て，舗装劣化パスを発生する．パラメータ標本ベクトル~å
j
(n)を与件とすれば，指数ハザードモデルは

~ïj;ti (n) = ~x
t
i(n)~å

j
(n) (4.6.38)

と表される．ただし，~xti(n)は，時点 tにおける地盤沈下量予測量~yni (T )を用いて定義された説明変数ベク

トルである．地盤沈下が継続すれば，説明変数の値は時間とともに変化する．指数ハザードモデル~ïj;ti (n)

が求まれば，マルコフ劣化モデル (4.5.17)を用いて，期間 [t; t + 1)中に生起する舗装劣化過程をマルコフ

推移行列Ö t(n)で定義できる．ここでは，パラメータ標本nに依存していることを明示的に表すため添え

字nが用いられている．いま，任意の時点 t ï Tにおける，メッシュiの健全度 jの生起確率を ~mj;ti (n)と表

す．ただし，
PJ
j=1 ~m

j;t
i (n) = 1が成立する．現在時点Tにおいて，着目しているメッシュiの健全度が jで

あれば，時点Tにおける生起確率は，

ñmj;T
i (n) = (0;ÅÅÅ; 1;ÅÅÅ; 0) (4.6.39)

と表される．上式では，第 j番目の要素のみが 1となっている．この時，将来時点 tにおける健全度生起確

率 ~mt
i(n) = f ~m

1;t
i (n);ÅÅÅ; ~m

J;t
i (n)gは，マルコフ推移確率行列 ~Ö iを用いて，次式で表される．

~mt
i(n) = ñmT

i (n)Ö
T
i (n)ÅÅÅÖ tÄ1

i (n) (4.6.40)

以上の結果より，各平面メッシュの現時点移行における健全度生起確率の流列f ~mT
i (n); ~m

T+1
i (n);ÅÅÅ; ~mñT

i (n)g

が得られる．

4.6.6 c) 舗装劣化リスクの予測

空港舗装マネジメントの観点からは，個々の舗装版ごとの劣化過程を予測するだけでなく，将来時点に

おいて発生するライフサイクル費用リスクを評価することが重要である．このためには，将来時点 t ï T

において，合計 I個の平面メッシュの中で，あらかじめ設定した管理水準を達成できない平面メッシュの個

数分布を求めることが必要となる．その結果，各メッシュの時点 tにおける健全度分布 ~mt
i(n)を求めるこ

とができる．

いま，管理水準を jÉと表す．さらに，地盤沈下サンプルnにおいて，時点 tにメッシュiの健全度が管理

水準を満足しない確率（以下，非達成確率と呼ぶ）は

qti(n) =
J
X

j=jÉ

mj;ti (n) (4.6.41)
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と表せる．平面メッシュ全体にわたる非達成確率ベクトルをqt(n) = (qt1(n);ÅÅÅ; qtI(n))と表そう．いま，

メッシュiにおいて，1）管理水準を満足する，2）管理水準を満足しない，という状態変数を定義し，それ

ぞれの状態が確率1Ä qti(n)，qti(n)で生起すると考える．さらに，各メッシュから，ランダムに 1つずつサ

ンプルを取り出すような試行をM回繰り返す．第m (m = 1;ÅÅÅ;M)回目の試行におけるメッシュiのサン

プルの状態変数を

ìt;mi (n) =

(

0 管理水準を満足するとき

1 管理水準を満足するとき
(4.6.42)

と表す．この時，時点 tにおいて，I個のメッシュの中で管理水準を満足しないメッシュの個数がxとなる

確率Probn(x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)は，

Probn(x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)

=
#fmj

PM
i=1ì

t;m
i (n) = xg
M

(4.6.43)

と表せる．記号#fÅgは，集合 fÅgに含まれる要素数を表す．任意のx (x = 0; 1; 2;ÅÅÅ)に対して，式 (4.6.43)

を用いて確率Probn(x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)を求めることにより，将来時点 t > Tにおいて大規模補修が必要とな

るコンクリート舗装版数xの確率分布を求めることができる．ただし，このように求めた確率分布は，地盤

沈下パスnに対して定義されている．そこで，時点Tを起点とする地盤沈下パスのそれぞれに対して，確

率Probn(x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)を求め，それらを平均化したような確率分布（以下，大規模補修個数分布と呼

ぶ）を求める．将来時点 t > Tにおいて，大規模補修が必要となるコンクリート版の個数がxとなる確率

P (x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)は

P (x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)

=

Pn
n=n+1 Prob

n(x : t;ñy0;T ; ñh
0;T
)

nÄ n (4.6.44)

と表すことができる．

4.7 適用事例

4.7.1 適用事例の概要

本研究では，三度，臨海部空港であるH空港を適用事例としてとりあげる．同空港では，近距離国際旅

客便の就航と深夜早朝時間帯を利用した国際貨物便就航を目的とし，エプロンを含む基本施設の他，空港

保安施設，付帯施設，構内道路・駐車場および緑地の設計，施工から維持管理までを対象としたPFI事業を

実施している．中でも，エプロン部は，航空機が駐機するエリアであり，高い耐流動性および耐油性が求

められることからコンクリート舗装が適用されている．同エプロンは，軟弱地盤上に位置しており，地盤

の不同沈下によるコンクリート舗装の疲労劣化が問題となる．そこで，２章において，不同沈下を考慮し
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図-4.8 地盤沈下パス（i = 73）(再掲)

表-4.3 機材別年間設計交通量 (再掲)
カテゴリー 該当機材 年間離陸回数　

A380クラス A380-800 3,000　
Jクラス B747-400 6,000　
Lクラス B777-200ER 3,750　
A380クラス B767-300ER 12,250　

計 25,000　

た疲労度設計手法により，コンクリート舗装版の累積疲労度を算定することにより，コンクリート舗装の

劣化過程を予測し，30年を目標計画期間とする維持補修計画を検討する方法を提案した．本適用事例にお

いても２章，３章と同様に，H空港におけるエプロン部に位置する 825mÇ400mの範囲をとりあげる．エ

プロン部の圧密沈下の検討に際しては，一辺が 25:5mÇ25:5mの合計 528個の平面メッシュを基本単位とし，

２次元FEMの解析にあたっては，さらに平面メッシュを 25cmÇ25cmの微小メッシュに分割した．

4.7.2 １次モデルによるサンプルパスの作成

２章で示した１次モデルにより舗装の劣化過程をシミュレートする．まず，確率的１次元圧密モデルを

用いて，各平面メッシュの地盤沈下パスを作成した．地盤沈下パスの具体的な作成方法に関しては２章に

譲るが，シミュレーション結果の1例を図-4.8 に示す．同図は，例として選定した平面メッシュi = 73に

おける経年的な地盤沈下量に対する20本の地盤沈下パス f73(t; k)を示したものである．対象として選択し

た平面メッシュは現地盤高さAP+3.0mに対し計画地盤高さがAP+6.0mであり，エリア内で盛土高が大き

い箇所に該当する．20本のパスを比較すると，土質定数シナリオによって地盤沈下量が大きく変化してい

る．ついで，２次元有限要素法モデルを用いてコンクリート版内に発生する応力を求めるとともに，マイ

ナー則を用いてコンクリート版の疲労度を算定した．その際，表-4.3に示すように，対象エプロンにおけ



4.7. 適用事例 111

図-4.9 舗装劣化パス

交通量と累積疲労度との関係(版厚47cmの場合)
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図-4.10　交通量と累積疲労度との関係 (再掲)

る航空機交通量を想定した．その結果，地盤沈下パスと対応して，各コンクリート版の舗装劣化パスを作

成した．図-4.9は，すべての平面メッシュの舗装劣化パス gi(t; k) (i = 1;ÅÅÅ; 528)を表している．以上の

結果に基づいて，コンクリート舗装の沈下量，曲率，累積交通量と疲労度の関係を分析した．図-4.10に，

不同沈下量を 0, 1, 2cmに設定し，交通量と累積疲労度の関係を分析した結果を示している．交通量と累

積疲労度の間には線形の関係が見出せる．また，沈下量が増加すれば，累積疲労度も単調に増加している．

累積疲労度と沈下量，曲率，交通量の間に単調な関係が見出せるため，これらの説明変数を用いた統計モ

デルを用いて舗装劣化パスを十分な精度で近似可能であると予想できる．



112 第 4章. ハイブリッド型コンクリート舗装劣化モデル

0 10 20 30 40 50 60
0.00

0 .01

0 .02

0 .03

0 .04

確
率

密
度

５年 後 の 予 測 沈 下 量 (cm )

 ζ =0.5 ,γ =0.5
 ζ =1 ,γ =1
 ζ =5 ,γ =5
 ζ =10 ,γ =10

図-4.11 5年後の予測沈下量の分布

4.7.3 ２次モデルの作成

１次モデルを用いて求めた地盤沈下パスfi(t; k)，舗装劣化パス gi(t; k)を用いて，混合地盤沈下モデル，

およびマルコフ劣化モデルをベイズ推計した．まず，１次モデルで得られた 20本の地盤沈下パス（図-4.8

参照）を用いて，混合地盤沈下モデルを推計した．１次モデルで求めたパスは，互いに強い相関関係にあ

る．そこで，多重共線性を避けるため，20本の地盤沈下パスの中で予測沈下量の上限値と下限値を規定す

る 2本のパスを用いた．図-4.8に示すように，地盤沈下パスの中で，もっとも上方に位置するサンプルパ

スをパスã，下方に位置するサンプルパスをパスåと呼ぶ．すべての平面メッシュに対して，2つの地盤沈

下パスを採用することにより，混合地盤沈下モデルは

ŷti =
2

X

k=1

!i(k)fi(t; k) + "i (4.7.45)

と特定化できる．図-4.11は，平面メッシュi = 73をとりあげ，5年後の地盤沈下量を予測した結果を示し

ている．図-4.11に示すように，式 (4.5.10)の分散パラメータûi = õ2iが従うガンマ分布の定数パラメータ

ê;çの値を増大させると，予測沈下量はより狭い範囲に分布することがわかる．一方，ê;çの値を減少させ

ると，予測沈下量はより広い範囲に分布する．

マルコフ劣化モデルを作成する場合，説明変数として航空機交通量，地盤沈下量，舗装地盤の曲率，コ

ンクリートの曲げ強度，版厚などが考えられる．このうち，曲げ強度，版厚に関しては，すべての平面メッ

シュで共通した値をとる．そこで，本適用事例では，説明変数として航空機交通量，地盤沈下量，舗装地

盤の曲率という 3つの説明変数を採用することとした．なお，図-4.12には，舗装地盤の曲率の算定方法を

示している．前述したように，不同沈下形状として，4つの連続するメッシュでの沈下量が，極値を 1つだ

け持つ3次曲線，極値を 2つ持つ 3次曲線として近似できる場合がある．同図には，これら２つの場合の曲

率を定義している．対象とする平面メッシュに対して，それに隣接する平面メッシュに関して4方向の曲
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〔極値が1点の場合〕

〔極値が2点の場合〕

図-4.12　不同沈下形状と曲率半径の関係 (再掲)

率半径を算定できる．これら 4方向の曲率半径の最小値を当該メッシュの曲率半径と設定した．

１次モデルで得られた計算結果を用いて，ギブスサンプリング法により指数ハザードモデルをベイズ推

計した．その際，ギブスサンプリング過程が定常状態に到達することを保証するためにn = 3; 000に設定

し，残りの 10,000 個のパラメータ標本を用いてパラメータ推計を試みた．その際，上記の 3つの説明変数

を組み合わせた計算ケースを想定し，多段階指数ハザードモデルのパラメータ値を推計した．パラメータ

推計値の符号条件を検討した結果，最終的に航空機交通量，曲率という２つの説明変数が選択された．す

なわち，本適用事例で採用した，指数ハザード関数は

ïj;ti (k) = exp
n

åj;1 +åj;2xt;2i +åj;3xt;3i (k)
o

(4.7.46)

と表される．ここに，xt;2i ; x
t;3
i (k)は，それぞれ平面メッシュiの期間 tにおける航空機交通量，不同沈下によ

り発生する曲率を表している．以下，åj = (åj;1; åj;2; åj;3)と表記する．表-4.4には，マルコフ劣化ハザー

ドモデルをベイズ推計した結果（パラメータの標本平均）とGeweke検定統計量を示している．Geweke検

定統計量はいずれも1.96 を下回っており，有意水準 5%で収束仮説を棄却できない．また，表-4.5に，例

として再びメッシュ(i = 73)をとりあげ，多段階指数ハザードモデルを用いて推計したマルコフ推移確率

を示している．

地盤沈下過程が異なれば，各期における舗装版の曲率が異なり，それと対応してマルコフ推移確率も時

間の経過に伴って変化していく．このため，地盤沈下過程が異なれば，それと対応して，舗装の劣化過程

も異なることになる．供用開始時点 t = 0において，各メッシュの健全度はすべて 1であり，生起確率の初

期値は，

m0
i = (1; 0; 0; 0; 0) (4.7.47)

となる．このとき，任意の時点 tにおける健全度生起確率mt
i = (m

1;t
i ;ÅÅÅ;m

J;t
i )は，式 (4.6.40)において
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表-4.4　 2次モデルの推計結果
健全度 定数項 交通量 曲率

j åj;1 åj;2 åj;3

1 -2.811 0.7355 6.527
(1.208) (1.337) (0.1604)

2 -2.317 0.1038 3.715
(0.7316) (0.7013) (0.3895)

3 -1.481 － 0.9778
(0.1189) － (0.7398)

4 -1.721 － －

(0.8841) － －

注）括弧内はGeweke検定統計量を表す．また，交通量は時点 t=30における交通量を，曲率
は当該サンプルにおける曲率の最大値を1として基準化している．

表-4.5　時点 t=0におけるマルコフ推移確率の検討結果
健全度 1 2 3 4 5
1 0.9878 0.0121 0.0001 0.0000 0.0000
2 0 0.9804 0.0192 0.0004 0.0000
3 0 0 0.9555 0.0437 0.0008
4 0 0 0 0.9649 0.0351
5 0 0 0 0 1

T = 0に設定することにより評価できる．図-4.13には，以上の方法を用いて，平面メッシュi = 73の健全

度生起確率の経年的な変化パターンを予測した結果を表している．

4.7.4 ハイブリッド劣化予測のベイズ更新（３次モデル）

まず，供用開始後，5年間のモニタリング情報に基づいて，混合地盤沈下モデルをベイズ更新する問題

をとりあげる．ただし，現時点で空港施設は供用されていないため，ここでは仮想的にモニタリング情報

を設定する．図-4.14には，528個の平面メッシュの中から，事例として選択したメッシュ(i = 73)をとり

あげ，１次モデルで作成したサンプルパス，２次モデルで求めた期待値パスを示している．また，当該平

面メッシュにおいて，空港供用後５年間にわたる地盤沈下過程を，仮想的に図中の●印で示すように与え

る．当該メッシュにおいては，仮想モニタリング情報で示した地盤沈下過程は，期待サンプルパスよりも

下方に位置しており，地盤沈下速度が期待値パスよりも大きい状況を想定している．空港供用後5年後を

現在時点と考え，５年間のモニタリング情報を用いて３次モデルをベイズ推計した結果を表-4.6に示して

いる．同表には，混合地盤沈下モデルの重み!73(1); !73(2)と分散パラメータû73の期待値，95%信頼区間，

およびGeweke検定統計量 [37]のベイズ更新結果を示している．推計結果より，重みの合計は 1となってお

り，制約条件式 (4.5.8)を満足している．つぎに，5年度にベイズ更新された混合地盤沈下モデルを用いて，

6年度以降の地盤沈下パスを予測した結果を図-4.14に示す．前述したように，地盤沈下過程の実績パスと

して，期待値パスよりも沈下速度が大きいパスを仮想的に設定している．したがって，経過年数 30年の時

点での予測沈下量の期待値が38.11cmとなり，期待値パスの 35.75cmよりも大きくなっている．供用後 30

年度における 95%信頼区間の下限は37.99cm，上限は38.22cmであり，ベイズ更新の結果，混合地盤沈下
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図-4.14 地盤沈下量のモニタリング情報

モデルの推計精度が向上し，より正確な地盤沈下リスクの管理が可能になる．

つぎに，マルコフ劣化モデルのベイズ更新を試みる．供用開始後，5年間にわたって地盤沈下過程とコン

クリート舗装の劣化過程に関するモニタリング情報が得られたと仮定する．現時点では，コンクリート舗

装の劣化過程に関するモニタリング情報が存在しないため，仮想的なモニタリング情報を以下の方法で作

成した．すなわち，地盤沈下過程に関しては，図-4.14の●印に示すように，全メッシュにわたって地盤沈

下量が期待値パスに対して一律に大きくなるようなサンプルパスを想定する．その上で，地盤沈下サンプ

ルパスを入力情報として，コンクリート舗装のハザード率ïj;ti を算定した．この時，コンクリート舗装の劣

化過程は，式 (4.6.40)を用いて記述される．その上で，式 (4.6.40)に従う確率過程の中からサンプルパスを

発生した．以上のように作成したモニタリング情報を追加情報として，式 (4.6.34)に基づいてマルコフ劣

化モデルのベイズ更新を試みた．ベイズ更新の時点が t = 5であるため，この時点ではコンクリート舗装の
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表-4.6 混合地盤沈下モデルの推計結果
パラ 期待値 95%信頼区間 Geweke検

メータ 定統計量

!73(1) 0.385 0.359 0.411 -1.59E-02
!73(2) 0.615 0.589 0.641 1.59E-02
û73 6.83 1.83 15.07 -3.51E-02
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73

 ２次モデル推定時
 ベイズ更新後

図-4.15 ハザード率ï1;2573 の分布

劣化がそれほど進展していない．そのため，舗装健全度1のハザード率を除いてほとんど更新されていな

い．図-4.15は，以上のようにベイズ更新した多段階指数ハザードモデルを用いて，メッシュ(i = 73)の時

点 t = 25におけるハザード率ï1;2573 を予測した結果を示している．ベイズ更新を行うことにより，ハザード

率の分散が小さくなり，予測精度が向上していることがわかる．しかし，地盤沈下過程が当初の期待値パ

スより早く進行しているため，ハザード率の分布が当初の分布より大きくなる方向へ修正されている．

最後に，ベイズ更新後，時点 t = 25において大規模補修が必要となる舗装版の枚数の確率分布を，式

(4.6.44)を用いて導出した結果を図-4.16に示している．同図には，設計段階で予測した確率分布と，5年

間のモニタリング情報を用いてベイズ更新された確率分布が併記されている．地盤沈下過程が設計時に予

測した期待値パスより早く進行するようなシナリオを仮想的に想定しているため，大規模補修が必要とな

る補修版数は設計時の予測結果よりも増加する方向に補正されている．軟弱地盤上の空港施設の場合，地

盤沈下過程に不確実性が介在するために，地盤沈下過程の実績がコンクリート舗装の劣化過程に多大な影

響を及ぼす可能性がある．このため，地盤沈下過程，コンクリート版の劣化過程に関するモニタリング情

報に基づいて，コンクリート舗装の劣化過程の予測結果を逐次更新し，より精緻なリスク評価を行うこと

が必要であることが理解できる．
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図-4.16 舗装劣化リスク予測リスク

4.8 おわりに

空港舗装マネジメントに関しては，舗装の劣化過程に関するデータの蓄積が十分ではないという問題点

がある．本研究では，疲労破壊を考慮した信頼性設計法を用いて，空港コンクリート舗装の劣化過程をモ

デル化した．このような力学的モデルにより，舗装劣化データが蓄積されていなくても，舗装の劣化過程

を予測することが可能となる．しかし，コンクリート材料の疲労破壊や，目地部の破損等，１次モデルを

用いて十分に表現できない劣化現象もあり，１次モデルの予測精度に課題が残されている．このため，コ

ンクリート舗装の劣化現象を継続的にモニタリングすることにより，予測結果の信頼性を向上させる努力

が必要である．

本研究では，空港コンクリート舗装の劣化データが存在しない状況の下で，１次モデルを用いてコンク

リート舗装の劣化予測を試みた．しかし，１次モデルを用いた劣化予測には，地盤沈下過程や疲労メカニ

ズム等に不確実性が介在する．そこで，１次モデルによる予測結果を用いて，コンクリート舗装の劣化過

程を統計的に表現する２次モデルを作成した．さらに，モニタリング情報に基づいて，２次モデルを逐次

ベイズ更新するというハイブリッド劣化モデルを提案した．さらに，現実の空港舗装マネジメントを対象

とした適用事例を用いて，本研究で提案した方法論の有効性を実証的に検討した．その結果，本研究で提

案した方法論は，十分な実用性を有するものと考えるが，今後にいくつかの研究課題が残されている．第 1

に，本研究の適用事例は，現時点において空港整備事業が開始された段階である．したがって，現時点に

おいてモニタリング情報が入手可能ではない．適用事例では，モニタリング情報を人工的に作成すること

により混合地盤沈下モデルのベイズ更新を試みた．今後，空港地盤の沈下過程を継続的にモニタリングす

ることにより，混合地盤沈下モデルのベイズ更新の有効性を，現実のモニタリング情報を用いて検証する

ことが必要である．第2に，本研究においては，コンクリート舗装特有のコンクリート材料のもつ強度の
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不確実性を考慮していない．実際の空港コンクリート舗装においては，このコンクリート強度のばらつき

によって劣化現象にもばらつきが生じることが想定される．特に空港コンクリート舗装においては，曲げ

強度のばらつきの影響が考えられるが，個々のコンクリート版の実曲げ強度を一つ一つ計測することは難

しい．今後は，コンクリートの曲げ強度のばらつきを考慮したような疲労破壊モデルを考慮することが必

要となろう．第 3に，本研究で開発した舗装劣化予測モデルを用いて，最適修繕戦略を求めるための計画

モデルを開発することが必要である．特に，PFI事業により空港コンクリート舗装マネジメントを実施す

る場合，事業権契約に盛り込まれた性能規定を満足することが必要である．そのためには，ライフサイク

ル費用リスクを評価するとともに，地盤沈下モデル，舗装劣化モデルのベイズ更新過程を導入したような

マルコフ決定過程に関する研究が必要となる．第 4に，地盤沈下過程が１次モデルの予測結果と大幅に乖

離し，混合地盤沈下モデルの予測精度が著しく低下する場合，１次元圧密モデルの妥当性を検討すること

が必要となる．PFI事業権契約において，発注者が地盤リスクを負担すべき場合，１次モデルの修正が必

要となった段階でPFI事業権契約の設計変更が必要となる．この場合，新しい１次モデルの作成とハイブ

リッド劣化予測モデルの再構築が必要となる．最後に，本研究で提案したベイズ更新モデルは，モニタリ

ング情報に基づいて設計段階における予測結果をベイズ更新するための方法論を提案したものである．こ

のようなベイズ更新モデルは，空港舗装マネジメント問題以外の幅広い問題に対して適用できる可能性を

持っている．今後，ベイズ更新モデルの方法論の有効性を空港舗装以外の土木施設のアセットマネジメン

ト問題に対して検証することが必要である．
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第5章

空港舗装の維持管理モデル

5.1 はじめに

わが国では，空港施設が埋め立て地や空港島のような人工地盤上に建設される場合が少なくない．この

ような空港施設では，空港地盤の不同沈下が，コンクリート舗装の劣化に多大な影響を及ぼすこととなる．

さらに，舗装の初期施工条件や繰り返し荷重の変動等に起因する舗装劣化過程の不確実性が介在する．こ

のため，空港地盤の沈下過程や舗装の劣化過程を確定的に予測することは不可能である．このため，空港

コンクリート舗装のアセットマネジメントにおいては，長期的な地盤沈下過程や舗装の劣化過程の不確実

性を考慮した維持補修戦略を決定することが必要となる．

本章では，PFI事業における空港舗装マネジメント問題を対象とする．PFI事業契約では，契約期間末

において空港コンクリート舗装が満足すべき性能が規定されている．さらに，契約期間を通じた大規模補

修予算が契約により規定されており，事業者は補修予算の中で性能規定を満足するように空港舗装コンク

リートを維持管理することが求められる．現実に必要となる補修額が契約予算を超過する場合，事業者が

超過額を負担しなければならない．このような空港コンクリート舗装の性能規定型維持補修契約において

は，事業者は契約期間末における補修費用超過リスクを最小にするように，各期における補修計画を決定

することが必要となる．

本研究では，空港コンクリート舗装マネジメントライフサイクル費用に影響を及ぼす要因として，空港

地盤の不同沈下リスク，コンクリート舗装の疲労破壊という２種類のリスクに着目する．コンクリートの

劣化過程は空港地盤の不同沈下過程がコンクリート舗装の劣化過程に影響を及ぼすため，舗装の劣化過程

を地盤沈下過程に依存した非斉次マルコフ連鎖モデルを用いて表現する．その上で，事業者が地盤沈下過

程，舗装の疲労破壊過程という２種類のリスクを考慮しながら，ライフサイクル費用を最小にするような

補修政策を決定できるような非斉次マルコフ決定モデルを提案する．
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5.2 本研究の基本的立場

5.2.1 従来の研究概要

土木施設の劣化過程や故障の生起事象を確率過程としてモデル化し，ライフサイクル費用を最小にする

ような最適補修政策を求める数理モデルが数多く提案されている．特に，健全度を離散的な状態変数で記

述するマルコフ決定モデル [1];[2]は，劣化過程の記述が簡単であり，数多くの実用モデル [3]Ä [5]が提案さ

れている．伝統的なマルコフ決定モデルは，システムの劣化過程を表現するマルコフ推移確率が，初期時

点からの経過時間に依存しないような斉次マルコフ劣化モデルで表現し，定常的な最適補修政策を求める

ことを目的としている．このようなマルコフ決定過程モデルに関する研究は，ハザードモデルを用いて劣

化過程を表現する方法が開発されることにより，実用化が急速に進展した．例えば，青木等は照明ランプ

で構成されるシステムを対象として，システム全体の点検・補修タイミングに関する補修政策を求める方

法論を提案している [6];[7]．さらに，貝戸らは橋梁部材の劣化過程を表すマルコフ推移行列を多段階指数ハ

ザードモデルを用いて推計する方法を提案し，平均費用を最小にするような橋梁補修政策を求めるマルコ

フ決定モデルを提案している [8]．しかし，本研究で対象とするような臨海部に立地する空港施設のコンク

リート舗装のマネジメント問題を考える場合，１）空港地盤の不同沈下過程がコンクリート舗装の劣化過

程に多大な影響を及ぼすこと，２）空港舗装の劣化過程には，地盤の不同沈下過程やコンクリートの疲労

破壊等，複数のリスクが介在することが問題となる．空港地盤の沈下速度は，空港建設からの経過時間に

依存して変化する．このため，空港舗装の劣化過程を定常的な斉次マルコフ劣化モデルで表現することは

不可能である．青木等は，トンネル灯具の劣化過程を初期時間からの経過時間に依存するような非斉次マ

ルコフ劣化モデルを表現し，経過時間に依存するような最適補修政策を求める計画モデルを提案している

[7]．しかし，空港舗装の場合，地盤の不同沈下過程が不確実であり，不同沈下過程により舗装劣化過程を

表すマルコフ推移確率が変化する．すなわち，地盤沈下リスク，コンクリート舗装の疲労破壊リスクとい

う複数のリスクを同時に考慮したような非斉次マルコフ決定モデルを開発することが必要となる．筆者の

知る限り，複数リスクを考慮した非斉次マルコフ決定モデルに関する研究事例は見当たらない．そこで本

研究では，複数リスクを考慮した非斉次マルコフ連鎖モデルを用いて空港舗装のアセットマネジメントに

おけるライフサイクル費用の低減化を図った最適補修戦略を決定する方法論を提案する．

5.2.2 維持管理契約の特性

空港舗装のアセットマネジメントにおいては，ライフサイクル費用の低減化 [9];[10]が図れるような最適

補修戦略を策定することが重要である．特に，空港の使用性の観点から，施設を長時間にわたり閉鎖して

大規模補修を実施することは，多大な経済損失を招くことになる．このため，空港コンクリート舗装の設

計にあたっては，長期間にわたって十分な耐久性を有するような舗装構造を確保することが求められる．一
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方で，適切な維持管理を行い，設計供用期間中の耐久性を確保することが要請される．コンクリート舗装

のアセットマネジメントを実施する上で，コンクリート舗装の劣化モデルを作成し，ライフサイクル費用

や補修需要を推計することが求められている．

本研究では，空港舗装の所有者と維持管理業務を実施する運営者の間に性能規定型維持補修契約（以下，

維持補修契約と呼ぶ）が締結され，運営者により，空港コンクリート舗装のアセットマネジメントが実施

される問題をとりあげる．本研究で対象とする維持補修契約では，契約期間を通じて，空港コンクリート

舗装が維持すべき性能が規定されている．運営者は，コンクリート舗装が常に所与の性能規定を満足する

ように，維持補修を実施することが義務付けられている．維持補修契約では，毎期における運営者の維持

補修業務に対して一定額の対価が支払われる．それと同時に，コンクリート舗装が劣化した場合，大規模

補修が実施される．契約期間全体を通じて，大規模補修費の総額（以下，大規模補修予算と呼ぶ）が規定

されている．運営者は，所与の大規模補修予算の中で，契約期間内の各期間に配分する．性能規定を満足

する確率を最大にするように努力する．このような空港舗装マネジメントでは，ライフサイクル費用の管

理が重要な課題となる．

5.2.3 モデルの構造

空港供用前では，地盤沈下過程や舗装劣化過程に関する実績データが存在しない．そのため，地盤沈下

過程と舗装の疲労破壊過程を同時に考慮に入れて，コンクリート舗装の劣化過程を予測することが必要と

なる．

地盤沈下とコンクリート舗装の疲労破壊の２つのリスクを同時に考慮した非斉次マルコフ決定モデルは，

１）力学的手法により地盤沈下過程，コンクリートの疲労過程を予測する１次モデル，２）１次モデルの

予測結果を，統計的劣化モデルとして表現した２次モデルで構成されている．１次モデルは，１）地盤の

不同沈下過程を予測する確率的１次元圧密モデル，２）コンクリート版内に発生する応力状態を解析する

２次元有限要素法モデル，３）コンクリートの破壊確率曲線からコンクリート版の累積疲労度を算定する

疲労破壊モデルという３つのサブモデルで構成されている．しかし，１次モデルを用いてライフサイクル

費用評価を実施する場合，１）モデルの操作性に問題があり，膨大な計算時間が必要となる，２）シミュ

レーションで得られた膨大な分析結果に対して統計的処理を行うことが必要となるという課題が発生する．

さらに，３）破壊確率曲線は，疲労破壊試験で得られた限られた実験サンプルを用いて統計的に推定され

た曲線であり，理論的基盤を持つ力学的モデルとは言い難い．このように１次モデルは，分析精度が異な

るサブシステムを連結したものであり，１次モデルの予測結果には多くの不確実性が介在する．本研究で

は，１次モデルに介在する不確実性の内，土質条件の不確実性に関しては，土質条件をランダムに変化さ

せた１次元圧密モデルを用いて，多数の地盤沈下シナリオを発生させる．さらに，コンクリート版の疲労

破壊に関する不確実性に関しては，航空機の走行時のばらつきを確率的に表現し，コンクリート版の疲労
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破壊に関するサンプルパスを作成する．その上で，１次モデルを用いて発生した膨大な計算結果に含まれ

る統計的規則性を２次モデルを用いて表現している．

２次モデルは，地盤沈下過程を表すサンプルパスの確率分布を表現した混合地盤沈下モデル，地盤沈下

過程を入力情報としてコンクリート舗装の劣化過程を表現する非斉次マルコフ連鎖モデルで構成される．

本研究では，地盤沈下リスクを考慮したコンクリート舗装の最適補修政策を求める非斉次マルコフ決定モ

デル（以下，最適補修政策モデルと呼ぶ）を定式化する．その際，２次モデルを構成する混合地盤沈下モ

デル，非斉次マルコフ連鎖モデルを用いて，最適補修政策モデルの入力情報を作成することができる．空

港供用開始時点では，このように定式化した最適補修政策モデルを用いて，空港舗装の最適補修計画を作

成することとなる．

5.3 基本モデルの定式化

5.3.1 前提条件

PFI事業者がカレンダー時刻ú0に空港施設を新たに建設し，それ以降の時刻にわたって空港コンクリー

ト舗装を管理する問題を考える．カレンダー時刻ú0を初期時点 t = 0とする離散的時間軸 t = 0; 1; 2;ÅÅÅ; ñT

を導入する．ñTは事業権契約の最終期である．離散的時間間隔として，１年間を想定する．対象とする舗装

区域を合計 I個の平面メッシュに分割する．各メッシュは，コンクリート舗装版に対応しており，メッシュ

単位で地盤沈下量と舗装劣化予測が実施される．まず，空港の供用開始時点に着目しよう．この時点では，

地盤沈下，舗装の疲労破壊に関するモニタリング情報が存在しない．本研究では，筆者等が提案したハイ

ブリッド劣化モデルを用いて，空港地盤沈下過程とコンクリート舗装の劣化過程を予測する．ハイブリッ

ド劣化モデルの詳細は参考文献に譲るが，ハイブリッド予測モデルでは力学モデルを用いて，地盤沈下過

程，コンクリート舗装の劣化過程に関するサンプルパスを発生するとともに，１）地盤沈下パスの統計的

性質を表現する混合地盤沈下モデル，２）地盤沈下過程のサンプルパス上におけるコンクリート舗装の劣

化過程を表すマルコフ推移確率モデルを作成する．この内，混合地盤沈下モデルは，地盤沈下過程を１次

元圧密モデルで予測した地盤沈下パスの線形荷重和として表現するモデルである．さらに，ある一定期間

の間に舗装が劣化する確率をマルコフ推移確率を用いて表現する．しかし，地盤の不同沈下状態に依存し

て，コンクリート舗装の疲労メカニズムが異なる．したがって，舗装の劣化過程は，マルコフ推移確率が

地盤沈下状態に依存して変化する非斉次マルコフ劣化モデルを用いて記述される．

運用段階における空港舗装マネジメントにおいては，地盤沈下過程を継続的にモニタリングし，設計段階で

予測した地盤沈下過程を再評価し，必要であれば維持補修戦略の見直しを図ることが求められる．いま，空港

供用時点 t0から一定期間が経過し，現在時点Tに到達したと考える．さらに，空港供用時点から，現在時点に至

るまでの地盤沈下量データñyti (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0;ÅÅÅ; T )と舗装健全度データñhti (i = 1;ÅÅÅ; I; t = 0;ÅÅÅ; T )
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が得られたとしよう．ここに，記号「ñ　」は，モニタリングで得られた実測値を意味する．地盤沈下量と

舗装健全度の実測値が，設計段階で予測した結果と一致する保証はない．運用段階では，モニタリング情

報を用いて，地盤沈下および舗装疲労破壊の予測精度を向上させることが課題となる．本研究ではモニタ

リング情報を用いて，１）地盤沈下パスの統計的性質を記述した混合地盤沈下モデル，２）舗装の劣化過

程を記述するマルコフ劣化モデルのベイズ更新を試みる．このように，モニタリング情報を用いて，ハイ

ブリッド劣化モデルの予測精度を向上させるとともに，現時点T以降における時点 t (t > T )における空港

コンクリート舗装の補修計画を修正することとなる．

5.3.2 地盤の沈下過程

筆者は，すでに確率的１次元圧密モデルを用いて，混合地盤沈下モデルを作成する方法論を提案してい

る [11]．本モデルの詳細は参考文献に譲るが，ここでは読者の便宜を図るため，その概要を簡単に記載し

ておく．いま，メッシュi (i = 1;ÅÅÅ; I)の地盤沈下パスfi(t; k) (k = 1;ÅÅÅ;K)が与えられたとしよう．混

合地盤沈下モデルは，現実の地盤沈下量を，地盤沈下パスの荷重和

yti =
K
X

k=1

!i(k)fi(t; k) + "i (5.3.1)

として表現できる．ここに，"iは，測定誤差を表す確率変数であり，互いに独立な1次元正規分布N (0; õ2i )

に従うと仮定する．また，!i(k)は，地盤沈下パスkに対して割り当てられた重みであり，

K
X

k=1

!i(k) = 1 (i = 1;ÅÅÅ; I) (5.3.2)

が成立する．各サンプルパスに割り付けられる重み係数が一意的に決定されるためには混合地盤沈下モデ

ルを構成するサンプルパスが互いに独立でなければならない．

5.3.3 舗装の劣化過程

時点 tから t+ 1の間において生起するコンクリート舗装の健全度の推移確率を，マルコフ推移確率で表

そう．コンクリート舗装の劣化過程は，地盤沈下過程の影響を受ける．いま，全平面メッシュに関する地

盤沈下サンプルパスŷ = (ŷ1;ÅÅÅ; ŷI)が与えられとしよう．このようなサンプルパス群に対して，時間断

面 tにおける各平面メッシュの地盤沈下量を表した地盤沈下量ベクトルŷt = (ŷt1;ÅÅÅ; ŷtI)を定義しよう．さ

らに，時点間 [t; t + 1)のマルコフ推移確率が，時点 tにおける地盤沈下量ベクトルytに依存して定義され

ると考える．このとき，地盤沈下パスkの下で定義されるマルコフ推移確率は，時点 tで評価された健全度

hti(ŷ
t) = jを与件とし，次の時点 t+ 1において健全度ht+1i (ŷt) = lが生起する条件付確率

Prob[ht+1i (ŷt) = ljhti(ŷt) = j]

= pjl;ti (ŷt) (5.3.3)
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と定義できる．ただし，期間 [t; t+ 1)中は，地盤沈下量はŷtのまま一定であると仮定する．さらに，舗装

劣化パスk上で期間 [t; t+ 1)で定義される条件付確率 (5.3.3)を要素とするマルコフ推移行列を

P ti(ŷ
t) =

0

B

B

@

p11;ti (ŷt) ÅÅÅ p1J;ti (ŷt)
...

. . .
...

0 ÅÅÅ pJJ;ti (ŷt)

1

C

C

A

(5.3.4)

と定義する．この時，地盤沈下過程のサンプルパスŷ = (ŷ0;ÅÅÅ; ŷ ñT )を与件としたとき，平面メッシュ

i (i = 1;ÅÅÅ; I)の t期における健全度の確率分布mt
i(ŷ) = (m

1;t
i (ŷ);ÅÅÅ;m

J;t
i (ŷ))は，

mt
i(ŷ) =m

0
i

tÄ1
Y

s=0

P si (ŷ
s) (5.3.5)

と表される．ただし，m0
i = (1; 0;ÅÅÅ; 0)である．

5.3.4 劣化・補修過程

任意の期間 [t; t+ 1)におけるコンクリート舗装の補修・劣化過程を以下のようにモデル化しよう．いま，

ある地盤沈下のサンプルパスŷに着目しよう．期間 tの期首におけるコンクリート舗装の状態を (lt; ŷt)と表

す．t期に補修が実施される場合には，t期の期首に直ちに補修が実施され，コンクリート舗装の健全度が

jt (jt î lt)に回復する．期間 [t; t+ 1)の間，地盤沈下量はすべての平面メッシュにおいて一定値ytに留ま

ると仮定する．当該期間中に，コンクリート舗装は，マルコフ推移確率行列P ti(ŷ
t)に従って推移する．そ

の結果，t+1期の期首にモニタリングが実施され，平面メッシュiのコンクリート舗装の状態が (lt+1; ŷt+1)

に推移したとしよう．この時，期間 [t; t + 1)の間に，コンクリート舗装の状態は，最終的に (lt; ŷt)から，

(lt+1; ŷt+1)に推移する．このように舗装の補修アクションが実施された結果実現するコンクリート舗装の

状態変数の推移状態を舗装の劣化・補修過程と呼ぶこととする．

いま，t期の期首において実施されるコンクリート舗装の補修政策d 2 Dを，平面メッシュiの健全度

(lt; ŷt)に対して，その場合に実施すべき補修アクションを指定する関数を用いて定義しよう．補修政策は

有限個存在し，Dは補修政策の集合である．補修政策d 2 Dの下で t期に実施される平面メッシュiの補修

アクションòdti を，補修アクション実施後の劣化水準òdti (l
t; ŷt) 2 òi(lt; ŷt)を用いて

òdti =

0

B

B

@

òdti (1; ŷ
t)

...

òdti (J; ŷ
t)

1

C

C

A

(5.3.6)

と定義する．ただし，òdi (l
t; ŷt)は平面メッシュiの状態 (lt; ŷt)に対して定義される補修アクションの集合

である．補修政策dの下で時点 tにおける平面メッシュiの状態 (lt; ŷt)に対して補修アクションòd;ti (l; ŷ
t)を

採用した場合の補修費用を cdi (l
t; ŷt)と表す．

平面メッシュiの補修政策d 2 Dを実施した場合の健全度の推移行列を定義する．補修政策dに基づく

アクション内容は平面メッシュの状態 (lt; ŷt)に対して，アクション実施後の健全度 jtを対応させる関数
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òdti (l
t; ŷt)を用いて記述される．今，平面メッシュiの状態 (lt; ŷt)の時に補修政策dを適用した場合，平面

メッシュiの健全度の推移確率は

ql
tjt;dt
i (ŷt) =

(

1 òd;ti (l; ŷ
t) = jtの時

0 それ以外の時
　 (5.3.7)

(lt = 1;ÅÅÅ; J ; jt = 1;ÅÅÅ; lt)

と表される．すなわち，補修が実施された後の健全度 (補修が実施されない場合は元の健全度)に確率1で

推移する．以上の推移確率を推移確率行列Qdti (y
t)として整理することにより，

Qdti (ŷ
t)

=

0

B

B

B

B

@

q11;dti (ŷt) q12;dti (ŷt) ÅÅÅ q1J;dti (ŷt)

q21;dti (ŷt) q22;dti (ŷt) ÅÅÅ q2J;dti (ŷt)
...

...
. . .

...

qJ1;dti (ŷt) qJ2;dti (ŷt) ÅÅÅ qJJ;dti (ŷt)

1

C

C

C

C

A

(5.3.8)

を得る．健全度Jである場合，直ちに補修されるため常に qJJ;dti (yt) = 0が成立する．この場合，補修ルー

ルdの下で，t期のモニタリング後の状態 (lt; ŷt)から，補修アクションを実施し，t+ 1期の期首における

モニタリング実施後の状態 (lt+1; ŷt+1)に推移する確率を表す推移確率行列P dti (y
t)は

P dti (ŷ
t) = Qdti (ŷ

t)P ti(ŷ
t)　 (5.3.9)

と表される．ただし，推移確率行列P dti (y
t)は，

P dti (ŷ
t)

=

0

B

B

B

B

@

p11;dti (ŷt) p12;dti (ŷt) ÅÅÅ p1J;dti (ŷt)

p21;dti (ŷt) p22;dti (ŷt) ÅÅÅ p2J;dti (ŷt)
...

...
. . .

...

pJ1;dti (ŷt) pJ2;dti (ŷt) ÅÅÅ pJJ;dti (ŷt)

1

C

C

C

C

A

(5.3.10)

である．

5.3.5 維持管理契約モデル

いま，t期のモニタリングの結果，平面メッシュiの状態が (lt;yt)であったとしよう．補修政策dの下で t期に

おける平面メッシュiの状態 (lt;yt)に対して補修アクションòdti (l
t;yt)を採用した場合の補修費用を cdi (l

t;yt)

と表す．平面メッシュiの健全度が ltからòdt(lt;yt) = jtに改善される場合には補修費用 cdi (l
t;yt) = cltjtが

必要となる．すなわち，òdti (l
t;yt) = jtの時，cdi (l

t;yt) = cltjtが成立する．ただし，補修費用には維持費
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用も含まれる．補修を実施しない場合 (òdti (l
t;yt) = ltが成立する場合)には cdi (l

t;yt) = cltlt = cとなる．c

は維持費用である．ただし，補修費用は条件

cjtjt î ÅÅÅî cltjt î ÅÅÅî cJjt (5.3.11)

(jt î lt î J ; lt = 1;ÅÅÅ; J)

を満足すると仮定する．条件 (5.3.11)は補修の劣化水準が悪い方が，同一の劣化水準に回復するための費

用が大きくなることを意味する．

運営者は，契約期間 [0; ñT ]において，期待ライフサイクル費用の最小化を図る．この時，初期時点におい

て達成可能な期待ライフサイクル費用の最小値V 0i (1;y
0)は

V 0i (1;y
0) = min

d2D

8

<

:

E

2

4

ñT
X

t=0

çtcdi (l
t;yt)

3

5

9

=

;

　 (5.3.12)

と表される．ただし，çtは t期における割引因子である．また，(lt;yt)は，それぞれ t期のモニタリングに

より観測される健全度，および地盤沈下量を表す．ただし，記号E[Å]は，地盤沈下過程，および舗装の劣

化過程に関する期待値操作を表す．すなわち，地盤沈下過程ytは，確率密度関数 (4.5.11)に従って分布す

る．一方，性能規定契約では，契約期間全体を通じて，補修アクション実施後の健全度 lt (t = 1;ÅÅÅ; ñT )が，

性能水準に関する制約条件

lt î L (t = 1;ÅÅÅ; ñT ) (5.3.13)

を満足しなければならない．ただし，Lは性能基準を表す．したがって，維持管理契約モデルは

min
d2D

8

<

:

E

2

4

ñT
X

t=0

çtcdi (l
t;yt)

3

5

9

=

;

　 (5.3.14a)

subject to

lt î L (t = 1;ÅÅÅ; ñT ) (5.3.14b)

と表される．最後に，各期における健全度の相対的頻度分布は，式 (5.3.9)を用いて

mdt
i (ŷ) =m

0
i

tÄ1
Y

s=0

P dsi (ŷ
s) (5.3.15)

と表現できる．
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5.4 モデルの解法

5.4.1 最適値関数の導出

最適値関数 (5.3.12)は，初期時点で評価した契約期間にわたる期待ライフサイクル費用の現在価値を表

している．最適値関数V 0i (1;y
0)を展開すれば，

V 0i (1;y
0) = min

òd0i (1;y0)2òi(1;y0)

à

cdi (1;y
0)

+çE
Ç

V 1i (l
1;y1)

Éâ

(5.4.16)

を得る．ただし，çは 1期後の割引因子である．記号E[Å]は，地盤沈下過程分布と舗装の劣化過程に関する

期待値操作を表す．最適値関数 (5.3.12)を求めるためには，第 1期おける最適値関数V 1i (l
1;y1)に関する情

報が必要となる．式 (5.4.16)において，地盤沈下量及び空港コンクリート舗装の劣化過程に不確実性が介

在しており，２種類のリスクが含まれている．期待値関数を求めるためには，これら２種類のリスクに関

して最適値関数の期待値を評価することが必要となる．ここで，まず地盤沈下量に関するリスクに着目す

る．いま，混合地盤沈下モデル (5.3.1),(4.5.11)を用いて，地盤沈下過程に関するサンプルパスをランダム

に発生させる．地盤沈下過程に関して合計M本のサンプルパスを発生させれば，式 (5.4.16)を

V 0i (1; ŷ
0) =

1

M

M
X

f=1

min
òd0i (1;ŷ

f0
)2òi(1;ŷf0)

n

cdi (1; ŷ
f0)

+çEé
h

V f1i (l1; ŷf1)
io

(5.4.17)

と書き換えることができる．ここに，V f1i (l1; ŷf1)はサンプルパス f上で定義される第 1期における最適値

関数を表す．また，記号E[Å]は，舗装の劣化過程に関する期待値操作を表す．ここで、地盤沈下過程がサ

ンプルパス fに従って推移する考えよう．その上で、地盤沈下パス fを与件とした部分問題を考える．サン

プルパス fを与件とした部分問題における t期の最適値関数V fti (l
t;yft)は，

V fti (l
t;yft) = min

òdti (l
t;yft)2òi(lt;yft)

fcdi (lt;yft)

+Eé
h

V f;t+1i (lt+1;yf;t+1)
i

g (5.4.18)

と定義できる．

5.4.2 最適値関数に関する期待値操作

つぎに，コンクリート舗装の劣化過程のリスクに着目する．V t+1i (lt+1; ŷf;t+1)は，t + 1期に平面メッ

シュiの状態が (lt+1; ŷf;t+1)であり，t + 1期以降に，サンプルパスf上で最適補修政策dÉを適用すること

により達成できる t+ 1期以降の最適期待ライフサイクル費用の当該期価値を表している．さらに，

Eé
h

V f;t+1i (lt+1; ŷf;t+1)
i
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=
J
X

lt+1=1

pl
tlt+1;dt
i (ŷft)V f;t+1i (lt+1; ŷf;t+1) (5.4.19)

と表現されることに留意しよう．したがって，式 (5.4.18)は

V fti (l
t; ŷft) = min

òdti (l
t;ŷft)2òi(lt;ŷft)

n

cdi (l
t; ŷft)

+ç
J
X

lt+1=1

pl
tlt+1;dt
i (ŷft)V f;t+1i (lt+1; ŷf;t+1)

)

(5.4.20)

と書き換えることができる．ここで，推移確率pl
tlt+1;dt
i (ŷf;t)はサンプルパス f上における補修政策dの下

で補修アクションòdt(lt; ŷft)に対応して定義される確率推移であり，式 (5.3.9)で定義される推移確率行列

P dti (ŷt)の第 (lt; lt+1)要素に該当する．

5.4.3 解法

混合地盤沈下モデル (5.3.1),(4.5.11)を用いて，地盤沈下過程に関するサンプルパスをランダムに発生さ

せる．地盤沈下過程に関して合計L本のサンプルパスの中で，サンプルパスfに着目しよう．サンプルパ

ス f上で定義される再帰方程式 (5.4.20)は，通常の確率動的計画問題の再帰方程式に他ならない．ñT期にお

ける終端条件を用いて，再帰方程式 (5.4.20)を後ろ向きに解くことが出来る．契約終了期において，

V f
ñT

i (l
ñT ; ŷf

ñT ) =

(

0 (l
ñT = 1;ÅÅÅ; L)

cl ñT j ñT (l
ñT = L+ 1;ÅÅÅ; J)

(5.4.21)

が成立する．ただし，cl ñT j ñTは性能基準を満たすために必要な補修費用である．すなわち，j
ñT î Lが成

り立つ．つぎに，t期に着目しよう．t期の最適化問題は

V fti (l
t; ŷft) = min

òdti (l
t;ŷft)2òi(lt;ŷft)

n

cdi (l
t; ŷft)

+ç
J
X

lt+1=1

pl
tlt+1;dt
i (ŷft)V f;t+1i (lt+1; ŷf;t+1)

)

(5.4.22)

と表される．以上のプロセスを第0期まで繰り返す，以上で求めた最適補修政策は，地盤沈下パスfに

対して定義された最適政策である．このことを明示的に表すために，上記問題の最適政策をòÉi (ŷ
f ) =

(òd
É0
i (l0; ŷf0);ÅÅÅ; òdÉ ñTi (l

ñT ; ŷf
ñT )と表そう．この時，地盤沈下パスf上における第 0期の最適値関数は

V f0i (1; ŷf0) = cd
É

i (1; ŷ
f0)

+çEé
h

V f1i (l1; ŷf1)
i

(5.4.23)

と表すことができる．最適値関数V f0i (1; ŷf0)は，地盤沈下パス fを既知として求めたものである．しかし，

0期の期首において，地盤沈下過程は未知であり，将来時点で起こりえる地盤沈下過程の不確実性を考慮す



132 第 5章. 空港舗装の維持管理モデル

ることが必要となる．すなわち，第0期の期首で評価した期待ライフサイクル費用は

V 0i (1; ŷ
0) =

1

M

M
X

f=1

V f0i (1; ŷf0) (5.4.24)

と表すことができる．以上の議論より，最適補修政策は，地盤沈下パスのそれぞれに対して定義されるた

め，最適補修政策の数は膨大な数に及ぶ．ここでは，補修政策の１つの事例として，平均的な地盤沈下過

程を表す期待値パスEy = (Ey0i ;ÅÅÅ; Ey
ñT
i )をとりあげ，期待値パス上における条件付最適補修政策を定義

しよう．期待値パスEyを与件として，再帰方程式 (5.4.21),(5.4.22)を解くことにより条件付最適補修政策

òÉi (Eŷ) = fòd
É0
i (l0; Eŷf0);ÅÅÅ; òdÉ ñTi (l

ñT ; Eŷ
ñT )gを得ることができる．条件付最適補修政策òÉi (Eŷ)を，以下

では平均的最適補修政策と呼ぶこととする．また，期待値パスに対して定義された期待ライフサイクル費

用V E0i (1; Eŷ0)を，平均的ライフサイクル費用と呼ぶこととする．

5.5 適用事例

5.5.1 適用事例の概要

本研究では，臨海部空港であるH空港を適用事例としてとりあげる．同空港では，近距離国際旅客便の

就航と深夜早朝時間帯を利用した国際貨物便就航を目的とし，エプロンを含む基本施設の他，空港保安施

設，付帯施設，構内道路・駐車場および緑地の設計，施工から維持管理までを対象としたPFI事業を実施

している．中でも，エプロン部は，航空機が駐機するエリアであり，高い耐流動性および耐油性が求めら

れることからコンクリート舗装が適用されている．同エプロンは，軟弱地盤上に位置しており，地盤の不

同沈下によるコンクリート舗装の疲労劣化が問題となる．すでに筆者等 [12]は，不同沈下を考慮した疲労

度設計手法により，コンクリート舗装版の累積疲労度を算定することにより，コンクリート舗装の劣化過

程を予測し，30年を目標計画期間とする維持補修計画を検討する方法を提案している．本適用事例では，

PFI事業における契約期間を 30年とし，H空港におけるエプロン部に位置する825m Ç 400mの範囲をと

りあげ，一辺が25:5mÇ 25:5mの平面メッシュを基本単位とする．

5.5.2 計算結果

既に２章において説明したように，地盤沈下パスを発生させるために，確率的１次元圧密モデルを用い

て各平面メッシュに対して 20本の地盤沈下パスを発生させ，その中で最も上方に位置するサンプルパス，

最も下方に位置するサンプルパスを採用することにより，混合地盤沈下モデルを

ŷti =
2

X

k=1

!̂i(k)fi(t; k) + "̂i (5.5.25)

と特定化した．さらに，!̂i(k)(k = 1; 2)は
P2
k=1 !̂i(k) = 1を，"̂iはN (0; 12)を満たすように擬似乱数を発

生させ，サンプルパスを発生させた．
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表-5.1　åjの値

健全度 定数項 交通量 曲率

j åj;1 åj;2 åj;3

1 -2.811 0.7355 6.527
(1.208) (1.337) (0.1604)

2 -2.317 0.1038 3.715
(0.7316) (0.7013) (0.3895)

3 -1.481 － 0.9778
(0.1189) － (0.7398)

4 -1.721 － －

(0.8841) － －

注）括弧内はGeweke検定統計量を表す．また，交通量は時点 t=30における交通量

を，曲率は当該サンプルにおける曲率の最大値を1として基準化している．

一方，マルコフ劣化モデル作成においては，既に４章において説明したように，説明変数として航空機

交通量，舗装地盤の曲率という２つの説明変数を採用した．すなわち，本適用事例で採用した指数ハザー

ド関数は

ïj;ti = exp(åj;1 +åj;2xt;2i +åj;3xt;3i ) (5.5.26)

と表わされる．ここに，xt;2i ; x
t;3
i は，それぞれ平面メッシュiの期間 tにおける航空機交通量，不同沈下に

より発生する曲率を表している．以下，åj = (åj;1; åj;2; åj;3)と表記しよう．åjの値を表-5.1に示す．

本適用事例では，空港コンクリート舗装の劣化状態を，表-5.2に示すような５段階の劣化状態で表現す

る．補修工法として，ひび割れ部に樹脂系の注入剤を注入して雨水の浸透を防ぐ方法（以下，ひび割れ部

注入補修と呼ぶ）と，NC打ち換え補修があり，劣化状態２～４の場合はひび割れ部注入補修を，劣化状態

５の場合はNC打ち換え補修を実施する．また，いずれの補修においても，補修が実施されると劣化状態

は１まで回復するものとする．それぞれの補修費用 (単位：万円)は，c021 = 27:9，c
0
31 = 61:9，c

0
41 = 95:9，

c051 = 3238:4である．ただし，ひび割れ部注入補修に用いられる注入剤には耐用年数があり，注入剤を注

入後，耐用年数が経過すると再度注入する必要があり，その度に補修費用がかかる．本適用事例では，注

入剤の耐用年数を５年，割引因子ç= 0:98とする．また，補修の有無に関わらず，巡回点検や定期点検な

どの維持費用 (単位：万円)が1メッシュあたり c = 1:4かかるものとする．

地盤沈下過程に関して合計 100本のサンプルパスをランダムに発生させ，期待ライフサイクル費用，平

均的ライフサイクル費用を計算する．また，補修政策として，表-5.3に示す７つの政策を考える．すなわ

ち，１）劣化状態４，５の時補修実施 (１～３の時は補修しない)，２）劣化状態４，５の時補修実施，３

の時補修するか選択 (１，２の時は補修しない)，３）劣化状態４，５の時補修実施，２，３の時補修する

か選択 (１の時は補修しない)，４）劣化状態５の時補修実施 (１～４の時は補修しない)，５）劣化状態５

の時補修実施，４の時補修するか選択 (１～３の時は補修しない)，６）劣化状態５の時補修実施，３，４

の時補修するか選択 (１，２の時は補修しない)，７）劣化状態５の時補修実施，２～４の時補修するか選



134 第 5章. 空港舗装の維持管理モデル

表-5.2　５段階レーティング評価基準
健全度 区分 ひび割れ度 (cm=m2)
1 A 1.1未満

2 B1 1.1～4.4
3 B2 4.4～7.8
4 B3 7.8～11.1
5 C 11.1以上

注)　 空港舗装保守要領 (案)[13]においては，A：補修の必要
なし，B：早いうちの補修が望ましい，C：できるだけ早急に
補修の必要があるという3段階のレーティングによって管理し
ているが，本研究においては，上記Bランクを更に3段階に等
分し，5段階のレーティング指標とした．

表-5.3　ライフサイクル費用を検討する政策
政策 必ず補修する健全度 補修の有無を選択する健全度 補修をしない健全度　

1 ４，５ － １，２，３

2 ４，５ ３ １，２

3 ４，５ ２，３ １

4 ５ － １，２，３，４

5 ５ ４ １，２，３

6 ５ ３，４ １，２

7 ５ ２，３，４ １

注)政策１～３においては，予防保全の観点から劣化状態４になった時点で補修を実施することにしてい
る．

択 (１の時は補修しない)，以上の７つの政策について考える．その上で，達成可能な期待ライフサイクル

費用，および平均的ライフサイクル費用の最小値を計算する．

5.5.3 初期時点の最適解

表-5.3に示す７つの政策における達成可能な期待ライフサイクル費用，および平均的ライフサイクル費

用の最小値を表-5.4に示す．すべての政策において平均的ライフサイクル費用が期待ライフサイクル費用

よりも低くなっている．これは，平均的な地盤沈下過程を表す期待値パスが，擬似的に発生させた地盤沈

下のサンプルパスよりも平面メッシュ間の地盤沈下量の差が小さく，コンクリート舗装の劣化過程に対す

る地盤の不同沈下の影響が小さくなるためだと考えられる．計算結果により，政策１～３，５～７におけ

るライフサイクル費用が同じであることがわかる．これは，政策１～３，５～７における補修アクション

が同じであることを意味し，平均的最適補修政策が常に劣化状態１～３の時は補修を実施せず，劣化状態

４，５の時に補修を実施するという定常政策であることが理解できる．すなわち，予防保全の補修アクショ

ンとして，劣化状態が２，３の時は補修を実施せず，劣化状態が４の時に補修を実施する方が，平均的ラ

イフサイクル費用が低くなることが分かる．これは，劣化状態４の時の補修費用が劣化状態２，３の時の

補修費用に対してそれぞれ約 3.45倍，約 1.55倍であるが，劣化状態２，３から劣化状態４への推移確率が

それよりも低いためだと思われる．また，予防保全を行わない政策４が他の政策よりも平均的ライフサイ

クル費用が高いことから，ライフサイクル費用を低減するためには予防保全が必要なことが分かる．
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表-5.4 政策による期待LCCおよび平均的LCCの最小値
政策 期待LCC(単位:万円) 平均的LCC(単位:万円)
1 21060.4 20698.9
2 21060.4 20698.9
3 21060.4 20698.9
4 27600.2 26534.2
5 21060.4 20698.9
6 21060.4 20698.9
7 21060.4 20698.9

図-5.1　期待ライフサイクル費用分布

式 (5.4.23)に示したように，地盤沈下パス fに対して，最適値関数を定義できる．最適値関数は期待ライ

フサイクル費用の現在価値を示している．このことから，地盤沈下パスをモンテカルロシミュレーション

により発生し，各サンプルパスに対して最適値関数を求めることにより，期待ライフサイクル費用の分布

を求めることができる．図-5.1には，以上の考え方で求めた期待ライフサイクル費用の分布を示している．

地盤沈下過程に不確実性があるため，期待ライフサイクル費用にリスクが存在する．本適用事例において

は，期待ライフサイクル費用の期待値は表-5.4に示したように 21060.4万円ではあるが，期待ライフサイ

クル費用は17816.8から 28669.6の範囲に分布している．今後，モニタリングデータが獲得できれば，ハイ

ブリッド劣化予測モデルをベイズ更新し，最適補修戦略の見直しと同時に，期待ライフサイクル費用のリ

スク評価を更新することが必要である．

5.6 おわりに

本章では，臨海部空港における性能規定型維持補修契約を対象とした空港舗装マネジメントモデルを提

案した．空港地盤の不同沈下過程がコンクリート舗装の劣化過程に影響を及ぼすため，空港地盤の不同沈
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下リスク，コンクリート舗装の疲労破壊という２種類のライフサイクル費用リスクに着目し，これら２種

類のリスクを考慮したようような非斉次マルコフ決定モデルを定式化し，これを用いて期待ライフサイク

ル費用，平均的ライフサイクル費用を算出し，初期時点における平均的最適補修政策を決定した．しかし，

今後にいくつかの研究課題が残されている．第１に，本研究においては，最適補修政策が決定されるのは

空港供用前においてである．したがって，地盤沈下過程に関するサンプルパスが実際の地盤沈下パスと一

致する保証はない．したがって，空港供用後に地盤沈下過程や舗装の劣化過程をモニタリングすることに

より，地盤沈下過程や舗装の劣化過程に関する予測精度を向上することができる．そのため，新しいモニ

タリング情報が獲得されれば，舗装の劣化過程を表す非斉次マルコフ劣化モデルを逐次更新し，更新され

た非斉次マルコフ決定モデルを用いて，補修計画を修正することが必要になろう．第２に，本研究の適用

事例は，補修による影響を考慮していない．ひび割れ部注入補修，およびNC舗装版打ち換え補修によっ

て劣化状態は１に回復するとしたが，実際は補修内容によってその後の劣化過程に影響があるはずである．

今後は，補修による影響を考慮した補修・劣化過程モデルを考慮することが必要になろう．最後に，臨海

部に建設された空港施設では，空港供用開始直後の期間では，地盤沈下リスクがライフサイクル費用に大

きな影響を及ぼす．しかし，時間の経過とともに，地盤沈下過程は次第に減速し，安定的な状態に収束す

る．一方で，コンクリート版に作用する繰り返し荷重が累積するため，コンクリート版の疲労破壊リスク

が大きくなる．このように，空港供用後，時間の経過に伴って，コンクリート舗装の劣化過程に影響を及

ぼすリスク要因が変化していく．したがって，PFI事業権契約の初期の段階では，地盤沈下リスクの管理

が重要な課題となるが，後半になるほどコンクリート舗装版の疲労破壊リスクに管理上の視点がシフトし

ていく．事業権契約の開始時点において，事業者はコンクリート舗装版の維持補修計画を策定する．しか

し，空港供用開始後，地盤沈下量のモニタリング情報に基づいて地盤沈下シナリオを更新し，維持補修計

画を逐次修正していくことが重要である．空港供用後，一定の期間が経過すれば，コンクリート舗装の疲

労破壊リスクが顕在化してくる．舗装健全度のモニタリング情報を用いて，舗装の劣化過程を表すマルコ

フ推移確率を補正するとともに，維持補修計画の見直しを行うことが求められる．このように，地盤沈下，

疲労破壊という多大なリスク要因にさらされている空港舗装マネジメントでは，１）適切な１次モデルを

用いた補修計画の策定と，２）モニタリング情報に基づいた補修計画のフォローアップを効率的に行う方

法論の開発が必要である．
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結論

空港施設のアセットマネジメントに関する研究は米国を中心に実用化され，我が国においてもその緒に

就いたところであるが，いずれにおいても十分に蓄積された継続的なデータが必要である．一般的にはデー

タベース化され，利便性の高いシステムとなるのが望ましいが，我が国においては狭隘な立地条件から臨

海部や埋立空港など基礎地盤の安定問題等の特殊な条件がさらに付加されるため，米国のシステムをその

まま利用することも難しい．また，昨今の事業契約問題の多様化から，PFI事業が我が国においても注目

を集め，これまで適用が難しいと考えられてきた大型土木案件に対しても，サービス購入型PFI事業の形

態で事業が発注されるケースが生じている．独立採算型PFI事業かサービス購入型PFI事業かの事業形態

の違いについてはここでは言及を避けるが，こうしたPFI事業により，空港施設の計画・施工・維持管理

までを事業者が一括して契約する手法においては，事業者自体がライフサイクルコストを考慮した空港施

設のアセットマネジメントを念頭におかなければならない状況となっている．空港施設は重要なインフラ

ストラクチャーの一つであり，国民の資産（アセット）であるため，PFI事業においても事業者は十分に

このことを念頭においた運用が求められる．つまり，ライフサイクルコストと空港の運用の両面を鑑みて，

PFI事業者は施設の維持計画を計画段階から立案する．しかしながら，これまでの空港施設，とりわけ空

港舗装に関する維持計画については，点検・補修という事後保全的な対応が主であり，継続的なモニタリ

ング結果をPFI事業者が利用できる環境が整っているとは言いがたい．このため，米国のような継続的な

モニタリング結果をデータベース化したシステムを用いて，事業者が空港舗装施設のアセットマネジメン

トを実施するのは現実的ではない．

一方，現実の空港舗装施設のアセットマネジメントに着目した際，前述したように空港の立地条件から

生じる地盤沈下現象や舗装構造の疲労破壊メカニズム，さらには航空機通過位置のばらつき等の様々な不

確実性を有している．設計段階における構造検討としては，疲労度設計手法を用いた信頼性設計法の導入

や不同沈下を考慮した力学検討が導入されているが，こうした手法のみでは効率的な空港舗装のアセット

マネジメントを実施することは操作性の問題から不可能である．不同沈下や舗装構造の疲労破壊メカニズ

ムという複数のリスクを考慮した空港舗装の劣化過程をモデル化することで，現実的な空港舗装施設のア

セットマネジメントが可能となろう．本論文では，空港舗装のアセットマネジメントをPFI事業者が実施
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するにあたり，継続的なモニタリングデータが存在しない状況の下で，不同沈下と舗装構造の疲労破壊メ

カニズムを考慮した力学的劣化モデル（１次モデル）をベースに１次モデルに内在する複数のリスクを非

斉次マルコフ連鎖モデル（２次モデル）により表現するとともに，空港の運用開始後に行うモニタリング

結果を用いて逐次ベイズ更新するという手法を提案した．空港舗装の劣化過程と地盤の不同沈下という不

確実性と空港舗装疲労破壊メカニズムという複数のリスクを考慮した非斉次の確率的モデルとして表現し

たことにより，劣化リスクの定量化が可能となり，事業契約期末における補修費用超過リスクを最小にす

るように，各期における補修計画を決定する最適補修戦略の評価が可能となった．さらに適用事例を通し

て，その有用性を検証した．本論文における結論と今後に残された課題を以下に整理する．

２章では，不同沈下，コンクリート舗装の疲労破壊メカニズム，航空機の走向位置という不確実性を考

慮した力学モデルを用いて，コンクリート舗装の劣化予測を行う方法を提案した．具体的には，不同沈下

については地盤沈下過程に関するサンプルパスをランダムに作成することで，確率的に評価した．コンク

リート舗装の劣化現象については，大規模補修につながるひび割れ現象に着目し，設計パフォーマンスカー

ブとして，経年的なひび割れポテンシャルを５つのレーティングに分類し評価した．そのとき，コンクリー

ト舗装の劣化過程に地盤の不同沈下が大きく影響することを指摘するとともに，不同沈下量の絶対量より

も周辺地盤を含めた不同沈下量の曲率半径が支配的なパラメータとなっていることを示した．さらに適用

事例を通して，ひびわれ度レーティング分布の経年変化を示し，設計段階における維持管理手法への適用

性について言及した．

３章では，２章の結論から空港コンクリート舗装のアセットマネジメントにおいて重要な課題となる地

盤沈下について着目し，継続的なモニタリングとモニタリング情報を用いた地盤沈下予測結果をベイズ更

新するための方法論を提案した．その際，不同沈下を考慮した１次元圧密モデルを用いて，地盤沈下過程

に関するサンプルパスを作成するとともに，サンプルパスの荷重和で表現した混合地盤モデルを作成した．

また，ここでは確率誤差項の空間相関について変数の多重共線性を避けるために，空間相関を考慮しない

ことも言及した．さらに空港の供用開始後，地盤沈下量を継続的にモニタリングすることにより，混合地

盤沈下モデルをMCMC（マルコフ連鎖モンテカルロ）法を用いてベイズ更新する方法論を提案した．本モ

デルは力学モデルと統計モデルを統合したハイブリッドモデルであり，地盤沈下予測管理以外の幅広い問

題に対して適用できる可能性を持っている．また，地盤沈下過程を統計モデルにより表現したことにより，

空港舗装の劣化・損傷モデルへの拡張が可能であり，地盤沈下リスクを考慮することができる．

４章では，空港コンクリート舗装の劣化データが存在しない状況の下で，１次モデルを元にコンクリー

ト舗装の劣化過程をマルコフ過程モデルにより統計的に表現する２次モデルを作成した．さらにモニタリ

ング情報に基づいて，２次モデルを逐次ベイズ更新するハイブリッド劣化モデルを提案した．その際，３章

で示した地盤沈下過程が不確実であり，舗装劣化過程を表すマルコフ推移確率が変化することを示し，通

常の斉次マルコフ決定モデルでは表現できないことを指摘した．そこで，地盤沈下リスク，コンクリート
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舗装の疲労破壊リスクという複数のリスクを同時に考慮した非斉次マルコフ決定モデルを示し，空港舗装

のアセットマネジメントへの適用性について，適用事例を元に検証した．本論文で提案した複数リスクを

考慮した非斉次マルコフ決定モデルは多くの力学モデルに内在する不確実性に適用することが可能であり，

幅広い土木施設の劣化予測問題に適用可能であると考える．

ここまでの議論は，空港コンクリート舗装の劣化予測手法について，その方法論を提案したものである．

５章では，PFI事業契約等の性能規定型維持補修契約を対象とした空港舗装マネジメントに関して，上記

複数リスクを考慮した非斉次マルコフ決定モデルに基づいたライフサイクル費用の低減化を目的とした最

適補修戦略を決定する方法論についての研究を行った．

５章では，臨海部空港における性能規定型維持補修契約を対象とした空港舗装マネジメントモデルを提

案した．具体的には，空港地盤の不同沈下過程がコンクリート舗装の劣化過程に影響を及ぼすため，空港

地盤の不同沈下リスク，コンクリート舗装の疲労破壊という２種類のライフサイクル費用リスクに着目し，

これら２種類のリスクを考慮したような非斉次マルコフ決定モデルを定式化し，これを用いて期待ライフ

サイクル費用，平均的ライフサイクル費用を算出し，初期時点における平均的最適補修政策を決定した．ま

た，適用事例により予防保全の有用性について検証し，今後の空港コンクリート舗装のアセットマネジメ

ント手法に対して方向性を示すことができた．

本研究で開発したハイブリッド劣化予測モデル，および性能規定型維持補修契約を対象とした空港舗装

マネジメントモデルは十分に実用性を有するものであると考えるが，今後にいくつかの課題が残されてい

る．まずハイブリッド劣化予測モデルに関して，本研究の適用事例は現時点において空港整備事業が開始

された段階である．したがって，現時点においてモニタリング情報が入手可能ではない．本研究では，モ

ニタリング情報を人為的に作成しベイズ更新を行った．今後，空港供用後に空港地盤の沈下過程および空

港コンクリート舗装の劣化過程を継続的にモニタリングすることにより，ハイブリッド劣化予測モデルの

ベイズ更新の有効性を現実のモニタリング情報を用いて検証することが必要である．第２に，空港舗装マ

ネジメントにおいて地盤沈下予測管理は重要な検討課題であるが，本研究で示した混合地盤沈下モデルは，

１次モデルが有効であるという範囲内において適用可能である．推計残差の系列相関が大きく，１次モデ

ルの有効性に限界があることが判明した場合，本研究で提案した方法論を用いて地盤沈下予測を継続的に

実施することには問題がある．この場合，１次モデルにさかのぼり，モデルの仮定や前提条件の再吟味，あ

るいはモデルの再構築が必要となることは言うまでもない．ハイブリッド劣化予測モデルにおける，この

ような１次モデルのフォローアップに関しては今後に残された大きな課題である．第３に，本研究において

は，コンクリート舗装特有のコンクリート材料のもつ強度の不確実性を考慮していない．実際の空港コン

クリート舗装においては，このコンクリート舗装の強度のばらつきによって劣化現象にもばらつきが生じ

ることが想定される．特に空港コンクリート舗装においては，曲げ強度のばらつきの影響が考えられるが，

個々のコンクリート舗装の実曲げ強度を一つ一つ計測することは難しい．今後は，コンクリートの曲げ強
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度のばらつきを考慮したような疲労破壊モデルを考慮することが必要となろう．特にこの問題は力学的モ

デルにおける疲労破壊曲線の適用性にまで立ち戻って考える必要があると思われる．具体的には，現在力

学モデルで使用している破壊確率は，コンクリート材料のばらつきから実験的に求めた破壊確率であって

コンクリート舗装版そのものの破壊確率を表したものではない．今後は，コンクリート材料の破壊確率の

みならず実際のコンクリート舗装版の破壊確率から信頼度を定量的に評価する手法の開発が望まれる．

また，空港舗装マネジメントモデルに関しては，次のような課題が残されている．まず，ハイブリッド

劣化予測モデル同様，空港供用後に地盤沈下過程や舗装の劣化過程をモニタリングすることにより，現実

のモニタリング情報を元に舗装の劣化過程を表す非斉次マルコフ劣化モデルを逐次更新し，更新された非

斉次マルコフ決定モデルを用いて補修計画を修正することが必要となろう．第２に，本研究の適用事例に

おいては補修による影響を考慮していない．ひび割れ部注入補修，およびNC舗装版打ち換え補修によっ

て，劣化状態は１に回復するとしたが，実際は補修内容によってその後の劣化過程に影響があるはずであ

る．この問題は，リアルオプション問題として捉えることができ，今後の課題として残したい．第３に，上

記の補修内容の違いは補修期間の違いでもある．例えば，ひび割れ部注入補修は夜間の航空機便数の少な

い時間に日常点検等とともに当夜間に実施可能であるが，NC舗装版打ち換え補修は数ヶ月の航空機駐機ス

ポットの閉鎖を伴う補修工事である．今後は空港舗装のマネジメントモデルをさらに拡張し，空港の運用

面をも捉えたモデルにも適用可能であると考える．第４に，本研究の適用事例に示した補修事例は現時点

での補修技術に基づくものであり，今後オーバーレイ工法やプレキャスト舗装版の適用など様々な補修技

術の開発が期待されている．オーバーレイ工法は依然として駐機スポットの閉鎖を伴う補修技術ではある

が，打ち換え工法に比べ工程を短縮できる可能性がある．また，プレキャスト舗装版は一部の空港におい

て実用が開始されており，数日間の施工期間により舗設が可能である．今後さらに実績を重ねることで有

力な補修技術の一つとして評価されることとなろう．このように空港舗装のアセットマネジメントの高ま

りは補修技術の発展をも促し，今後の空港舗装アセットマネジメントモデルを考える上で，重要な役割を

担うものと考える．以上の結論を踏まえたうえで，確率的劣化予測手法を用いた最適補修モデルに関して

の課題について，以下に示す．本研究で示した空港コンクリート舗装のハイブリッド劣化モデルはコンク

リート舗装の耐久性に着目し，構造的なひび割れ現象を劣化・損傷として捉えている．しかしながら，コ

ンクリート舗装個々に着目した場合，目地部の損傷，目地部における段差，角欠け等の要素的な劣化・損

傷事象が多く発生する．このようにミクロレベルにおける補修手法との同期化政策を求める手法論の開発

が必要である．

最後に，空港舗装のアセットマネジメントはいまだ緒に就いたばかりである．本研究で提案したマネジ

メントモデルの有用性については，今後実務において適用され，効果が確認されるまで，若干の時間を要

するものと考える．本研究で提案した手法論が様々なインフラ設備の維持管理手法へと拡張され，今後，継

続的な研究成果が得られることによって，我が国におけるインフラの維持管理業務が有効に機能し，国民
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の資産であるアセットが次世代に効果的に引き継がれていくことを期待する．




